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 報告第１号 

 

   専決処分事項の報告について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議 

会において指定されている事項について、別紙のとおり専決処分したので、同 

条第２項の規定により報告する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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専 決 処 分 書 

 

 市道路の管理瑕疵に起因する事故による損害賠償の額の決定及び和解につい 

て、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、 

次のとおり専決処分する。 

 

   平成２９年１２月１８日 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   市道路の管理瑕疵に起因する事故による損害賠償の額の決定及び    

   和解について 

 

１ 事故発生日時 平成２９年１１月１８日（土） 午後５時４５分頃 

２ 事故発生場所 かすみがうら市下稲吉地内 市道６－００１３号線 

３ 相 手 方  （住所）かすみがうら市  

         （氏名）  

４ 事故の概要  歩車道境界ブロックが破損し、市道にはみ出していたこと

により、相手方が運転する車両が市道を走行中、破損部分

と接触し、タイヤパンク及び車体のオイルパンが破損した。 

５ 損害賠償と和解の内容 

  （１） 損害賠償額 ３６，６２１円 

  （２） 市及び相手方は、示談書により、本件示談の他、互いに一切の債

権債務関係がないことを確認する。 
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 議案第１号 

 

   かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会条例の制定について    

 

 かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会条例    

 （設置） 

第１条 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第

５条の７の規定に基づき、かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会（以下「審

議会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、一般廃棄物の減量等に関する必要な調

査及び審議を行い、意見を取りまとめて市長に答申する。 

 （組織） 

第３条 審議会は、１２人以内の委員をもって組織し、次に掲げる者のうちか

ら市長が委嘱する。 

（１） 学識経験者 

（２） 関係団体の代表者 

（３） 地域住民組織の代表者 

（４） その他市長が必要と認める者 

 （任期） 
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第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は再任することができる。 

 （会長及び副会長） 

第５条 審議会に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が会議

の議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

 （関係者の出席） 

第７条 審議会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説

明又は意見を聴くことができる。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部改正） 
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２ かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例（平成１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を次のように改正す

る。 

  別表第１中 

 「 

環境美化委員会

議委員 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

                                   」 

 を 

 「 

環境美化委員会

議委員 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

廃棄物減量等推

進審議会委員 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

                                   」 

に改める。 
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 議案第２号 

 

   かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す    

   る基準等を定める条例の制定について    

 

 かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を

定める条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す    

   る基準等を定める条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第４７条第１項第１号、第７９条第２項第１号並びに第８１条第１項及

び第２項の規定により、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準等を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例で使用する用語は、法及び指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）で使用する用語の例

による。 

 （指定居宅介護支援事業者の指定） 

第３条 法第７９条第２項第１号の規定により条例で定める者は、法人とする。 

 （基本方針） 
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第４条 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、そ

の利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるように配慮して行われるものでなければならない。 

２ 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境

等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サー

ビスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行

われるものでなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用

者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供され

る指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に

不当に偏することのないよう、公正かつ中立に行わなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、地域包括

支援センター、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２

に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護

予防支援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７第１項第

１号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。 

 （介護支援専門員の員数） 

第５条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定居宅

介護支援事業所」という。）ごとに規則で定める員数の指定居宅介護支援の提

供に当たる介護支援専門員（以下単に「介護支援専門員」という。）を置かな

ければならない。 

 （管理者） 

第６条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに管理者を

置かなければならない。 

 （内容及び手続の説明及び同意） 
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第７条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、規則で定める重要事項を記載

した文書を交付して説明を行い、当該指定居宅介護支援の提供の開始につい

て当該利用申込者の同意を得なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、居宅サービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希望に

基づき作成されるものであること等につき説明を行い、理解を得なければな

らない。 

 （提供拒否の禁止） 

第８条 指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく、指定居宅介護支援の提

供を拒んではならない。 

 （基本取扱方針） 

第９条 指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう

行われるとともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われなければな

らない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、自らその提供する指定居宅介護支援の質の評

価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

 （設備及び備品等） 

第１０条 指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を

有するとともに、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えな

ければならない。 

 （秘密保持等） 

第１１条 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は、正当

な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはな

らない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門
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員その他の従業者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用

者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければ

ならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅

サービス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、

居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者を召集し

て行う会議をいう。）等において、利用者の個人情報を用いる場合にあっては

利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合にあっては当該家族

の同意を、あらかじめ書面により得ておかなければならない。 

 （居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等） 

第１２条 指定居宅介護支援事業者及び管理者は、居宅サービス計画の作成又

は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対して特定

の居宅サービス事業者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等を行っ

てはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又

は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービス

を利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又は

変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを

利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品その他の

財産上の利益を収受してはならない。 

 （苦情への対応） 

第１３条 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自

らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に係る利用者又はそ

の家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情の処理の体制の整

備その他の必要な措置を講じなければならない。 
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 （事故発生時の対応） 

第１４条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提

供により事故が発生した場合は、速やかに市町村及び当該利用者の家族等に

連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供によ

り賠償すべき事故が発生した場合には、速やかに、損害賠償を行わなければ

ならない。 

 （準用） 

第１５条 第４条から前条までの規定は、基準該当居宅介護支援の事業につい

て準用する。 

 （委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第３号 

 

   公職選挙法の一部を改正する法律及び公職選挙法施行令の一部を    

   改正する政令の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定に    

   ついて 

 

 公職選挙法の一部を改正する法律及び公職選挙法施行令の一部を改正する政

令の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   公職選挙法の一部を改正する法律及び公職選挙法施行令の一部を    

   改正する政令の施行に伴う関係条例の整理に関する条例    

 

 （かすみがうら市議会議員及びかすみがうら市長の選挙における選挙運動用

自動車の使用及び選挙運動用ポスターの作成の公費負担に関する条例の一部改

正） 

第１条 かすみがうら市議会議員及びかすみがうら市長の選挙における選挙運

動用自動車の使用及び選挙運動用ポスターの作成の公費負担に関する条例

（平成１７年かすみがうら市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２号ア中「１万５，３００円」を「１万５，８００円」に改め、同

条第２号イ中「７，３５０円」を「７，５６０円」に改める。 

 第８条中「１，０００円」を「１，０３０円」に改める。 
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 （かすみがうら市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一

部改正） 

第２条 かすみがうら市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例

（平成２２年かすみがうら市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「かすみがうら市長」を「かすみがうら市議会議員及びかすみがうら

市長」に改める。 

 第１条及び第２条中「かすみがうら市長」を「かすみがうら市議会議員及び

かすみがうら市長」に改める。 

 第４条及び第５条中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第２条中題名、第

１条及び第２条の改正規定は、平成３１年３月１日以後その期日を告示される

選挙から施行する。 

 

 

 

12



 議案第４号 

 

   かすみがうら市監査委員条例の一部を改正する条例の制定について   

 

 かすみがうら市監査委員条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市監査委員条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市監査委員条例（平成１７年かすみがうら市条例第２１号）の

一部を次のように改正する。 

 

 第５条の見出し中「期日等」を「期日の通知」に改め、同条第１項中「監査

は、毎年１０月に行う」を「監査を行うときは、その期日の７日前までに監査

の対象となる機関に通知するものとする」に改め、同条第２項を削る。 

 第６条を次のように改める。 

 （臨時監査等の期日の通知） 

第６条 監査委員は、法第１９９条第２項及び第５項の規定による監査を行う

ときは、その期日の７日前までに監査の対象となる機関に通知するものとす

る。ただし、特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

２ 監査委員は法第１９９条第７項及び第２３５条の２第２項並びに地方公営

企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「公企法」という。）第２７条の

２第１項の規定による監査を行うときは、その期日の７日前までに監査の対

象となるもの及び関係機関に通知するものとする。ただし、特別の理由があ
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ると認めるときは、この限りでない。 

 第７条中「及び第７項並びに第２３５条の２第２項」を「、同条第７項及び

第２３５条の２第２項並びに公企法第２７条の２第１項」に改め、同条の次に

次の１条を加える。 

 （請願の処理） 

第７条の２ 監査委員は、法第１２５条の規定による議会からの請願の送付を

受けたときは、９０日以内に処理しなければならない。 

 第９条中「地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）」を「公企法」に、

「６０日」を「９０日」に改める。 

 第１０条中「６０日」を「９０日」に改める。 

 第１１条中「本文又は第８項後段」を「若しくは第８項後段又は公企法第３

４条」に、「３０日」を「６０日」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第５号 

 

   かすみがうら市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定に    

   ついて    

 

 かすみがうら市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市個人情報保護条例の一部を改正する条例    

 かすみがうら市個人情報保護条例（平成１７年かすみがうら市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第３号中「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により

特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、そ

れにより特定の個人を識別することができることとなる者を含む。）」を「次の

いずれかに該当するもの」に改める。 

 第２条第３号に次のように加える。 

  ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若し

くは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記録をいう。

以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方

法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同
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じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合す

ることができ、それにより特定の個人を識別することができることとな

るものを含む。） 

  イ 個人識別符号が含まれるもの 

 第２条第１１号を第１３号とし、第４号から第１０号までを２号ずつ繰り下

げ、第３号の次に次の２号を加える。 

（４） 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５８号）第２条第３項に規定する個人識別符号をいう。 

（５） 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、

犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の

不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして規則で

定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

 第９条第２項中「思想、信教及び信条に関する個人情報並びに社会的差別の

原因となる個人情報」を「要配慮個人情報」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （かすみがうら市情報公開条例の一部改正） 

第２条 かすみがうら市情報公開条例（平成１７年かすみがうら市条例第１３

号）の一部を次のように改正する。 

 第９条第２号中「、特定の個人を識別することができるもの」を「あって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図面若しくは電磁

的記録に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて

表された一切の事項をいう。次条第２項において同じ。）により特定の個人を識

別することができるもの」に改める。 
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 議案第６号 

 

   かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す    

   る条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一

部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関す    

   る条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平

成２９年かすみがうら市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条第１項の表を次のように改める。 

号給 給料月額 

１ ３７３，０００円 

２ ４２１，０００円 

３ ４７１，０００円 

４ ５３２，０００円 

５ ６０７，０００円 

６ ７０９，０００円 
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７ ８２９，０００円 

 第８条第２項中「１００分の１６２．５」を「１００分の１６５」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第７号 

 

   かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償    

   に関する条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償    

   に関する条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条

例（平成１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条第１２項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第１３項とし、

同条第１１項の次に次の１項を加える。 

１２ 前項の規定により費用弁償の支給を受ける者が高速自動車国道を利用す

ることにより通勤事情の改善に資すると認められる場合は、その利用に係る

料金の２分の１に相当する額を、前項に規定する額に加算して支給すること

ができる。ただし、１箇月当たり２０，０００円を限度とする。 

 別表第１中 

「 

公民館運営審議   7,500 37 2,100 12,500 2,100 
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会委員 

                                   」 

を 

「 

公民館運営審議

会委員 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

消防施設等整備

検討委員会委員 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

                                   」 

に、 

「 

消費

生活

相談

員 

週４日の

勤務 

 120,000  37 2,100 12,500 2,100 

週４日未

満の勤務 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

                                   」 

を 

「 

消費

生活

相談

員 

週４日の

勤務 

 120,000  37 2,100 12,500 2,100 

週４日未

満の勤務 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

土木技術指導員   8,750 37 2,100 12,500 2,100 

                                   」 

に改め、同表備考第９中「学校生活相談員」の次に「及び土木技術指導員」を

加える。 

 別表第４を次のように改める。 

別表第４（第５条関係） 

職名 区分（片道距離） 日額 月限度額 

生活保護相談員、生活 ２キロメートル以上５ 円 円 

20



保護就労支援員、主任

介護支援専門員、介護

支援専門員、主任家庭

児童相談員、家庭児童

相談員、母子・父子自

立支援員、ハートフル

相談員、環境保全監視

員、消費生活相談員、

土木技術指導員、学校

生活相談員及び社会教

育指導員、社会教育指

導員及び小中学校非常

勤講師 

キロメートル未満 100 2,000 

５キロメートル以上１

０キロメートル未満 

200 4,200 

１０キロメートル以上

１５キロメートル未満 

340 7,100 

１５キロメートル以上

２０キロメートル未満 

480 10,000 

２０キロメートル以上

２５キロメートル未満 

610 12,900 

２５キロメートル以上

３０キロメートル未満 

750 15,800 

３０キロメートル以上

３５キロメートル未満 

890 18,700 

３５キロメートル以上

４０キロメートル未満 

1,030 21,600 

４０キロメートル以上

４５キロメートル未満 

1,160 24,400 

４５キロメートル以上

５０キロメートル未満 

1,250 26,200 

５０キロメートル以上

５５キロメートル未満 

1,330 28,000 

５５キロメートル以上

６０キロメートル未満 

1,420 29,800 

６０キロメートル以上 1,500 31,600 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第８号 

 

   かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関す    

   る条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関す    

   る条例の一部を改正する条例 

第１条 かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例（平成１７年かすみがうら市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「１００分の１７０」を「１００分の１７５」に改める。 

第２条 かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例の一部を次のように改正する。 

  第４条中「１００分の１５５」を「１００分の１５７．５」に、「１００分

の１７５」を「１００分の１７２．５」に改める。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０

年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後のかすみがうら市特別職の職員で常勤のものの
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給与及び旅費に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は、平成

２９年４月１日から適用する。 

 （給与の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、改正前のかすみがうら市

特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の規定に基づいて支

給された給与は、改正後の条例の規定による給与の内払とみなす。 
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 議案第９号 

 

   かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の    

   制定について    

 

 かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり

制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例    

第１条 かすみがうら市職員の給与に関する条例（平成１７年かすみがうら市

条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

  第２１条第２項第１号中「１００分の８５」を「６月に支給する場合にお

いては１００分の８５、１２月に支給する場合においては１００分の９５」

に改め、同項第２号中「１００分の４０」を「６月に支給する場合において

は１００分の４０、１２月に支給する場合においては１００分の４５」に改

める。 

  附則第１０項中「１００分の１．２７５」を「６月に支給する場合におい

ては１００分の１．２７５、１２月に支給する場合においては１００分の１．

４２５」に、「１００分の８５」を「６月に支給する場合においては１００

分の８５、１２月に支給する場合においては１００分の９５」に改める。 

  別表第２及び別表第３を次のように改める。 
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別表第２（第５条関係） 

 行政職給料表 

職員の

区 分 

  職務

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

  号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用

職員以

外の職

員 

    円 円 円 円 円 円 円 

  1 142,600 192,700 228,900 262,000 288,000 318,500 362,300 

  2 143,700 194,500 230,500 263,900 290,200 320,700 364,900 

  3 144,900 196,300 232,000 265,700 292,500 323,000 367,400 

  4 146,000 198,100 233,600 267,800 294,600 325,200 370,000 

  5 147,100 199,700 235,100 269,600 296,600 327,400 371,900 

  6 148,200 201,500 236,800 271,500 298,900 329,400 374,400 

  7 149,300 203,300 238,300 273,400 301,200 331,600 376,700 

  8 150,400 205,100 239,900 275,500 303,400 333,800 379,200 

  9 151,500 206,800 241,200 277,600 305,400 335,800 381,700 

  10 152,900 208,600 242,700 279,600 307,700 338,000 384,400 

  11 154,200 210,400 244,300 281,700 309,900 340,000 387,000 

  12 155,500 212,200 245,700 283,700 312,200 342,200 389,700 

  13 156,800 213,600 247,200 285,700 314,300 344,000 392,100 

  14 158,300 215,400 248,700 287,800 316,400 346,000 394,400 

  15 159,800 217,100 250,000 289,800 318,600 348,100 396,600 

  16 161,400 218,900 251,400 291,800 320,700 350,100 399,000 

  17 162,700 220,600 252,900 293,700 322,700 351,800 400,800 

  18 164,200 222,300 254,600 295,700 324,700 353,800 402,800 

  19 165,700 223,900 256,300 297,800 326,700 355,600 404,700 
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  20 167,200 225,500 258,100 299,800 328,700 357,500 406,500 

  21 168,600 227,000 259,700 301,800 330,500 359,500 408,400 

  22 171,300 228,700 261,500 303,900 332,600 361,400 410,200 

  23 173,900 230,300 263,200 305,900 334,600 363,400 412,000 

  24 176,500 231,900 264,900 308,000 336,700 365,300 413,900 

  25 179,200 233,100 266,900 309,700 338,100 367,300 415,700 

  26 180,900 234,600 268,800 311,800 340,000 369,200 417,200 

  27 182,600 236,000 270,600 313,800 341,900 371,200 418,700 

  28 184,300 237,300 272,400 315,800 343,800 373,200 420,300 

  29 185,800 238,600 274,100 317,600 345,500 374,700 421,900 

  30 187,600 239,800 276,000 319,600 347,400 376,500 423,200 

  31 189,400 240,800 277,900 321,700 349,300 378,300 424,500 

  32 191,100 242,000 279,600 323,800 351,100 379,900 425,700 

  33 192,700 243,300 281,200 325,100 353,000 381,700 426,900 

  34 194,200 244,500 283,100 327,100 354,800 383,100 428,200 

  35 195,700 245,700 284,900 329,000 356,600 384,600 429,500 

  36 197,200 247,000 286,800 331,100 358,300 386,200 430,700 

  37 198,500 247,900 288,400 333,000 359,700 387,600 431,900 

  38 199,800 249,300 290,100 334,900 361,000 388,800 432,700 

  39 201,100 250,700 291,900 336,900 362,400 390,000 433,500 

  40 202,400 252,200 293,700 338,800 363,800 391,100 434,300 

  41 203,700 253,600 295,300 340,700 365,100 392,200 434,900 

  42 205,000 255,000 297,000 342,600 366,000 393,400 435,600 

  43 206,300 256,400 298,500 344,400 367,100 394,600 436,300 

  44 207,600 257,700 300,100 346,300 368,200 395,700 437,000 
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  45 208,800 258,900 301,700 347,800 369,000 396,400 437,800 

  46 210,100 260,200 303,400 349,200 369,900 397,100 438,600 

  47 211,400 261,600 305,000 350,700 370,800 397,800 439,000 

  48 212,700 262,900 306,700 352,200 371,700 398,500 439,700 

  49 213,800 264,100 307,700 353,800 372,600 399,100 440,200 

  50 214,900 265,200 309,200 354,600 373,400 399,700 440,600 

  51 215,900 266,500 310,700 355,800 374,200 400,200 441,000 

  52 217,000 267,800 312,300 356,800 375,000 400,600 441,400 

  53 218,100 268,800 313,900 357,700 375,700 401,000 441,800 

  54 219,100 269,900 315,500 358,800 376,400 401,300 442,200 

  55 220,000 271,200 317,100 359,700 377,100 401,600 442,600 

  56 221,000 272,500 318,600 360,800 377,800 401,900 442,900 

  57 221,500 273,500 320,100 361,700 378,300 402,200 443,200 

  58 222,400 274,500 321,300 362,400 378,900 402,500 443,600 

  59 223,200 275,400 322,500 363,100 379,500 402,800 443,900 

  60 224,100 276,500 323,700 363,800 380,200 403,100 444,200 

  61 224,800 277,600 324,400 364,200 380,600 403,400 444,500 

  62 225,800 278,600 325,300 364,800 381,300 403,700  

  63 226,600 279,500 326,100 365,500 381,900 404,000  

  64 227,500 280,500 326,900 366,200 382,500 404,300  

  65 228,200 281,100 327,800 366,500 382,900 404,600  

  66 229,000 282,000 328,200 367,200 383,500 404,900  

  67 229,900 282,700 328,900 367,900 384,100 405,200  

  68 231,000 283,600 329,700 368,600 384,700 405,500  

  69 231,700 284,600 330,500 368,900 385,100 405,700  
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  70 232,400 285,400 331,200 369,500 385,600 406,000  

  71 233,000 286,200 331,900 370,200 386,100 406,300  

  72 233,800 287,000 332,600 370,800 386,700 406,600  

  73 234,600 287,800 333,100 371,100 387,000 406,800  

  74 235,300 288,300 333,700 371,700 387,400 407,100  

  75 236,000 288,700 334,200 372,400 387,800 407,400  

  76 236,600 289,200 334,800 373,000 388,200 407,600  

  77 237,300 289,300 335,100 373,400 388,500 407,800  

  78 238,100 289,700 335,600 373,900 388,800 408,100  

  79 238,900 289,900 336,000 374,500 389,100 408,400  

  80 239,600 290,300 336,500 375,000 389,400 408,600  

  81 240,200 290,500 336,900 375,500 389,600 408,800  

  82 240,900 290,700 337,400 376,100 389,900 409,100  

  83 241,600 291,100 337,900 376,600 390,200 409,400  

  84 242,300 291,400 338,400 376,900 390,400 409,600  

  85 242,900 291,700 338,700 377,300 390,600 409,800  

  86 243,600 292,000 339,100 377,800 390,900   

  87 244,300 292,300 339,600 378,200 391,200   

  88 245,000 292,700 340,000 378,600 391,400   

  89 245,600 293,000 340,300 379,000 391,600   

  90 246,100 293,400 340,700 379,500 391,900   

  91 246,400 293,700 341,200 379,900 392,200   

  92 246,800 294,100 341,600 380,300 392,400   

  93 247,100 294,200 341,800 380,600 392,600   

  94  294,400 342,200     
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  95  294,800 342,700     

  96  295,200 343,100     

  97  295,400 343,200     

  98  295,700 343,700     

  99  296,100 344,100     

  100  296,500 344,400     

  101  296,700 344,700     

  102  297,000 345,100     

  103  297,400 345,500     

  104  297,700 345,900     

  105  297,900 346,400     

  106  298,200 346,800     

  107  298,600 347,200     

  108  298,900 347,600     

  109  299,100 348,100     

  110  299,500 348,500     

  111  299,900 348,800     

  112  300,200 349,100     

  113  300,300 349,600     

  114  300,600      

  115  300,900      

  116  301,300      

  117  301,500      

  118  301,700      

  119  302,000      
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  120  302,300      

  121  302,700      

  122  302,900      

  123  303,200      

  124  303,500      

  125  303,800      

再任用

職員 
    187,300 214,800 254,800 274,200 289,300 314,700 356,400 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けないすべての職員に適用する。た

だし、第２３条に規定する職員を除く。 

別表第３（第５条関係） 

 消防職給料表 

職員の

区分 

  
職務

の級 
１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 

  号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

再任用

職員以

外の職

員 

    円 円 円 円 円 円 円 

 1 166,000 181,700 208,200 248,300 291,800 318,300 346,800 

 2 167,700 183,500 210,200 250,100 293,800 320,500 349,000 

 3 169,500 185,300 212,200 251,900 295,900 322,800 351,300 

 4 171,200 187,100 214,200 253,700 298,200 324,900 353,500 

 5 172,700 189,000 216,200 255,400 300,000 327,200 355,500 

 6 174,600 191,300 218,200 257,200 302,200 329,400 357,600 

 7 176,400 193,600 220,200 258,800 304,300 331,700 359,800 

 8 178,300 195,900 222,100 260,500 306,500 333,900 362,000 

 9 180,000 198,100 224,200 261,800 308,500 335,700 363,800 
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 10 181,700 200,700 226,000 263,400 310,700 338,000 366,000 

 11 183,400 203,200 227,800 264,700 313,000 340,200 368,000 

 12 185,100 205,700 229,600 266,000 315,100 342,500 370,200 

 13 187,000 208,000 231,500 267,600 317,200 344,500 372,100 

 14 189,100 209,800 233,400 269,000 319,500 346,600 374,200 

 15 191,200 211,600 235,300 270,100 321,700 348,800 376,300 

 16 193,300 213,400 237,200 271,400 323,900 350,900 378,400 

 17 195,500 215,300 238,800 272,300 325,700 353,000 380,000 

 18 197,900 217,200 240,600 273,700 328,000 355,000 382,000 

 19 200,300 219,100 242,400 275,100 330,100 357,000 383,900 

 20 202,700 220,900 244,200 276,500 332,400 359,100 385,900 

 21 205,200 222,600 245,800 277,800 334,400 360,900 387,700 

 22 207,000 224,400 247,200 279,200 336,400 362,900 389,800 

 23 208,800 226,200 248,400 280,500 338,500 364,800 391,900 

 24 210,600 228,000 249,700 282,000 340,500 366,900 393,900 

 25 212,500 229,700 251,000 283,200 342,400 368,600 395,600 

 26 214,300 231,400 252,300 285,100 344,500 370,600 397,600 

 27 216,100 233,100 253,600 287,100 346,400 372,600 399,700 

 28 217,800 234,800 254,800 289,100 348,400 374,600 401,800 

 29 219,700 236,200 256,000 291,000 350,300 376,500 403,300 

 30 221,500 238,000 257,100 293,000 352,400 378,600 405,100 

 31 223,300 239,800 258,400 294,800 354,300 380,700 406,800 

 32 225,100 241,600 259,500 296,700 356,400 382,700 408,500 

 33 226,800 243,000 260,100 298,500 357,900 384,600 410,200 

 34 228,500 244,500 261,300 300,300 359,900 386,700 411,700 

 35 230,200 245,800 262,400 302,200 361,800 388,800 413,300 
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 36 231,900 247,200 263,600 304,000 363,900 390,700 414,800 

 37 233,300 248,500 264,500 305,800 365,800 392,400 416,100 

 38 235,100 249,800 265,700 307,700 367,900 393,900 417,600 

 39 236,900 251,000 266,700 309,600 369,900 395,200 419,100 

 40 238,700 252,200 267,700 311,300 371,900 396,600 420,600 

 41 240,100 253,400 268,900 313,100 373,900 397,800 422,100 

 42 241,500 254,600 270,300 314,900 376,000 398,900 423,400 

 43 242,800 255,700 271,600 316,800 378,100 399,900 424,700 

 44 244,000 256,800 272,800 318,700 380,100 400,900 425,900 

 45 245,300 257,600 273,900 320,400 381,800 402,100 426,900 

 46 246,400 258,700 275,400 322,300 383,500 403,300 427,600 

 47 247,400 259,800 276,900 324,200 385,100 404,400 428,400 

 48 248,300 261,000 278,500 326,000 386,800 405,600 429,200 

 49 249,200 261,900 280,300 327,500 388,200 406,900 429,700 

 50 250,300 263,100 282,000 329,100 389,200 407,700 430,100 

 51 251,500 264,100 283,700 330,500 390,200 408,500 430,500 

 52 252,600 265,200 285,200 332,200 391,200 409,200 430,800 

 53 253,300 266,400 286,700 333,700 392,500 409,700 431,100 

 54 254,500 267,400 288,500 335,400 393,600 410,400 431,500 

 55 255,400 268,800 290,200 337,100 394,700 411,100 431,800 

 56 256,600 270,000 291,900 338,900 395,900 411,700 432,100 

 57 257,600 271,000 293,400 339,900 397,200 412,400 432,400 

 58 258,600 272,600 295,100 341,600 398,000 412,800 432,700 

 59 259,400 274,000 296,900 343,200 398,800 413,400 433,000 

 60 260,400 275,600 298,700 344,800 399,500 414,000 433,300 

 61 261,500 277,200 300,100 346,400 400,000 414,400 433,600 
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 62 262,500 278,800 301,900 348,100 400,700 415,000 433,900 

 63 263,600 280,400 303,700 349,800 401,400 415,500 434,200 

 64 264,500 281,900 305,400 351,500 402,100 416,000 434,500 

 65 265,600 283,300 306,800 353,100 402,400 416,500 434,800 

 66 266,800 284,700 308,500 354,700 403,100 417,100 435,100 

 67 268,000 286,200 309,900 356,300 403,800 417,500 435,400 

 68 269,300 287,600 311,600 357,900 404,400 418,000 435,700 

 69 270,500 289,200 313,000 359,100 404,800 418,400 435,900 

 70 271,900 290,700 314,400 360,500 405,300 418,700 436,200 

 71 273,300 292,300 315,800 361,800 405,900 419,000 436,500 

 72 274,600 293,900 317,300 363,200 406,400 419,300 436,800 

 73 275,800 295,100 318,100 364,400 406,900 419,600 437,000 

 74 277,200 296,500 319,700 365,600 407,300 419,900 437,300 

 75 278,600 298,000 321,200 366,900 407,800 420,200 437,600 

 76 279,800 299,500 322,900 368,200 408,300 420,500 437,900 

 77 281,000 300,500 324,700 369,500 408,800 420,700 438,100 

 78 282,200 302,000 326,400 370,700 409,300 421,000 438,400 

 79 283,400 303,200 328,000 371,900 409,900 421,300 438,700 

 80 284,400 304,700 329,600 373,100 410,400 421,600 439,000 

 81 285,500 306,000 331,300 374,300 410,800 421,800 439,200 

 82 286,700 307,400 333,000 375,500 411,400 422,100 439,500 

 83 288,000 308,600 334,600 376,600 411,900 422,400 439,800 

 84 289,300 310,000 336,300 377,800 412,100 422,600 440,100 

 85 290,500 311,000 337,700 378,900 412,400 422,800 440,300 

 86 291,700 312,500 339,200 379,500 412,900 423,100  

 87 292,600 313,800 340,700 380,000 413,200 423,400  
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 88 293,800 315,300 342,200 380,600 413,500 423,600  

 89 294,800 316,800 343,500 381,200 413,800 423,800  

 90 296,000 318,300 344,700 381,800 414,200 424,100  

 91 297,100 319,700 346,000 382,400 414,600 424,400  

 92 298,300 321,200 347,300 383,000 415,000 424,600  

 93 298,900 322,500 348,700 383,300 415,300 424,800  

 94 300,200 323,800 350,200 383,800    

 95 301,300 325,200 351,700 384,400    

 96 302,600 326,500 353,200 384,900    

 97 303,700 327,700 354,500 385,300    

 98 304,900 329,000 355,700 385,700    

 99 306,100 330,300 356,800 386,300    

 100 307,300 331,600 358,000 386,800    

 101 308,500 333,000 359,100 387,200    

 102 309,500 333,900 360,200 387,700    

 103 310,600 335,000 361,300 388,300    

 104 311,600 336,200 362,500 388,800    

 105 312,400 337,300 363,700 389,100    

 106 313,000 338,400 364,200 389,500    

 107 313,600 339,400 364,800 390,000    

 108 314,300 340,500 365,400 390,300    

 109 314,800 341,700 366,000 390,600    

 110 315,300 342,700 366,500 391,100    

 111 315,800 343,700 367,000 391,600    

 112 316,400 344,600 367,500 392,100    

 113 317,200 345,500 367,900 392,400    
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 114 317,900 346,400 368,300 392,900    

 115 318,600 347,400 368,900 393,400    

 116 319,300 348,400 369,400 393,900    

 117 319,900 349,400 369,800 394,200    

 118 320,700 349,900 370,300 394,700    

 119 321,400 350,500 370,900 395,200    

 120 322,200 351,100 371,400 395,700    

 121 322,800 351,400 371,500 396,100    

 122 323,100 351,800 372,100 396,600    

 123 323,600 352,300 372,600 397,000    

 124 324,100 352,700 373,000 397,500    

 125 324,400 353,100 373,500 397,900    

 126  353,500 374,000     

 127  354,000 374,500     

 128  354,400 375,000     

 129  354,800 375,300     

 130  355,200 375,800     

 131  355,600 376,300     

 132  356,000 376,800     

 133  356,200 377,100     

 134  356,700 377,600     

 135  357,100 378,000     

 136  357,400 378,400     

 137  357,700 378,700     

 138  358,100 379,200     

 139  358,600 379,700     
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 140  359,100 380,200     

 141  359,400 380,500     

 142  359,900      

 143  360,400      

 144  360,900      

 145  361,200      

再任用

職員 
  

  
241,100 252,800 256,900 288,200 304,700 318,800 342,400 

備考 この表は、消防吏員に適用する。 

第２条 かすみがうら市職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

  第１２条の２を次のように改める。 

  （地域手当） 

 第１２条の２ 地域手当は、当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、

当該地域における物価等を考慮して規則で定める地域に勤務する職員に支

給する。 

 ２ 地域手当の月額は、給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に、

１００分の２０を超えない範囲内で規則で定める割合を乗じて得た額とす

る。 

  第２０条第１項中「及び附則第７項第２号」を削り、「及び第２０条の３」

を「及び第２０条の３第１項」に改め、同条第２項中「においては」を「に

は」に改め、同条第４項中「。附則第７項第２号において同じ。」を削り、「扶

養手当」の次に「並びにこれらに対する地域手当」を加え、同条第５項中「給

料の月額」の次に「及びこれに対する地域手当の月額の合計額」を加える。 

  第２１条第１項中「及び附則第７項第３号」を削り、同条第２項第１号中

「及び附則第７項第３号」を削り、「扶養手当の月額」の次に「及びこれに対

する地域手当の月額の合計額」を加え、「６月に支給する場合においては１０
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０分の８５、１２月に支給する場合においては１００分の９５」を「１００

分の９０」に改め、同項第２号中「６月に支給する場合においては１００分

の４０、１２月に支給する場合においては１００分の４５」を「１００分の

４２．５」に改め、同条第３項中「給料の月額」の次に「及びこれに対する

地域手当の月額の合計額」を加え、同条第４項中「「第２１条第３項」と」の

次に「、「同項に規定する合計額」とあるのは「給料の月額及びこれに対する

地域手当の月額の合計額」と」を加える。 

  附則中第７項の前の見出し及び同項を削る。 

  附則中第８項から第１０項までを削る。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０

年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後のかすみがうら市職員の給与に関する条例（以

下「改正後の給与条例」という。）の規定は、平成２９年４月１日から適用す

る。 

 （給与の内払） 

３ 改正後の給与条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による

改正前の給与条例の規定に基づいて支給された給与（かすみがうら市職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第１３号。以下「平

成２７年改正条例」という。）附則第２項から第４項までの規定に基づいて支

給された給料を含む。）は、改正後の給与条例の規定による給与（平成２７年

改正条例附則第２項から第３項までの規定による給料を含む。）の内払とみな

す。 

 （規則への委任） 

４ 前各項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で
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定める。 

 （かすみがうら市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

５ かすみがうら市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１７年かすみ

がうら市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

  附則中第３項の前の見出し及び同項を削る。 

 （かすみがうら市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

６ かすみがうら市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年かすみがうら

市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

  附則中第３項の前の見出し及び同項を削る。 
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 議案第１０号 

 

   かすみがうら市手数料条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市手数料条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市手数料条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市手数料条例（平成１７年かすみがうら市条例第５７号）の一

部を次のように改正する。 

 

 別表第２中 

「 

５３０，０００円 

８３０，０００円 

１，０１０，０００円 

１，１２０，０００円 

１，４２０，０００円 

１，６６０，０００円 

３，８８０，０００円 

５，１００，０００円 
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６，２９０，０００円 

１，１３０，０００円 

１，３４０，０００円 

１，５００，０００円 

１，８３０，０００円 

２，１４０，０００円 

４，３５０，０００円 

５，５７０，０００円 

６，７７０，０００円 

５，７５０，０００円 

７，２５０，０００円 

１０，７００，０００円 

                  」 

を 

「 

５７０，０００円 

８８０，０００円 

１，０７０，０００円 

１，２００，０００円 

１，５２０，０００円 

１，７８０，０００円 

４，０７０，０００円 

５，３４０，０００円 
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６，４９０，０００円 

１，１８０，０００円 

１，４１０，０００円 

１，５８０，０００円 

１，９４０，０００円 

２，２６０，０００円 

４，５５０，０００円 

５，８２０，０００円 

７，０７０，０００円 

５，９３０，０００円 

７，４７０，０００円 

１０，９００，０００円 

                  」 

に、 

「 

４１０，０００円 

５４０，０００円 

７００，０００円 

９２０，０００円 

１，０４０，０００円 

１，６００，０００円 

１，８２０，０００円 

２，０３０，０００円 
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４９０，０００円 

６３０，０００円 

９９０，０００円 

１，３１０，０００円 

１，７２０，０００円 

３，３２０，０００円 

４，０６０，０００円 

４，６５０，０００円 

９，１００，０００円 

１２，４００，０００円 

１７，０００，０００円 

                  」 

を 

「 

４２０，０００円 

５６０，０００円 

７３０，０００円 

９６０，０００円 

１，０９０，０００円 

１，６６０，０００円 

１，９００，０００円 

２，１２０，０００円 

５３０，０００円 
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６８０，０００円 

１，０３０，０００円 

１，４１０，０００円 

１，７８０，０００円 

３，４３０，０００円 

４，１９０，０００円 

４，８００，０００円 

９，３２０，０００円 

１２，６００，０００円 

１７，３００，０００円 

                  」 

に、 

「 

３１０，０００円 

４３０，０００円 

７２０，０００円 

９６０，０００円 

１，２１０，０００円 

２，９５０，０００円 

３，６２０，０００円 

４，１７０，０００円 

２，６６０，０００円 

３，１９０，０００円 
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４，７９０，０００円 

                  」 

を 

「 

３２０，０００円 

４６０，０００円 

７５０，０００円 

１，０２０，０００円 

１，３００，０００円 

３，１５０，０００円 

３，８７０，０００円 

４，４６０，０００円 

２，６９０，０００円 

３，２３０，０００円 

４，８３０，０００円 

                  」 

に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第１１号 

 

   かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固    

   定資産税の特例措置に関する条例の一部を改正する条例の制定に    

   ついて 

 

 かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の

特例措置に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固    

   定資産税の特例措置に関する条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の

特例措置に関する条例（平成２１年かすみがうら市条例第１号）の一部を次の

ように改正する。 

 

 第２条第１項中「新設又は増設（合併、分割その他規則で定める事由による

ものでないものであって、次に掲げるものに限る。）をした法人をいう。規則

で定めるところにより算定した当該法人の従業者（市内在住者であって雇用保

険法（昭和４９年法律第１１６号）第４条第１項に規定する被保険者（同法第

３８条第１項に規定する短期雇用特例被保険者及び同法第４３条第１項に規定

する日雇労働被保険者を除く。）に限る。）を５人以上増加させるもの。ただ

し、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に定める中小企業者
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による増設にあっては３人以上とする」を「新増設をした法人であって、地域

経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成１９

年法律第４０号）第２４条に基づく国の確認を受けた承認地域経済牽引事業計

画を行う承認地域経済牽引事業者をいう」に改め、同条中第６項を第７項とし、

第５項を第６項とし、第３項及び第４項を第４項及び第５項とし、同条第２項

中「新設又は増設(以下「新増設」という。)」を「新増設」に改め、同項に次

の１号を加え、同項を同条第３項とする。 

（４） 第１号から第３号までの取得価額の合計が１億円以上 

 第２条第１項の次に次の１項を加える。 

２ この条例において「新増設」とは、合併、分割その他規則で定める事由に

よるものでないものであって、規則で定めるところにより算定した当該法人

の従業者（市内在住者であって雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第

４条第１項に規定する被保険者（同法第３８条第１項に規定する短期雇用特

例被保険者及び同法第４３条第１項に規定する日雇労働被保険者を除く。）に

限る。）を５人以上増加させる新設又は増設（中小企業基本法（昭和３８年法

律第１５４号）第２条に定める中小企業者による新設又は増設にあっては３

人以上増加させるもの）をいう。 

 第４条第１項中「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び

活性化に関する法律（平成１９年法律第４０号）」を「地域経済牽引事業の促進

による地域の成長発展の基盤強化に関する法律」に、「同意企業立地重点促進区

域」を「重点促進区域」に、「その他の区域」を「促進区域」に改める。 

 附則第２項中「平成３２年３月３１日」を「平成３５年３月３１日」に改め

る。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第１２号 

 

   かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例の一部を改正す    

   る条例の制定について    

 

 かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例の一部を改正する条例を次

のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例の一部を改正す    

   る条例 

 かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例（平成２８年かすみがうら

市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表霞ヶ浦公民館の部陶芸工作棟の項を次のように改める。 

陶芸工作棟 陶芸室 ２６０円  

工作室 ２２０円  

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第１３号 

 

   かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条    

   例の制定について    

 

 かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次のと

おり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例   

 かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年かすみがうら市条

例第４号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第２号中「第５５条第１項」の次に「（法第５５条の２第２項におい

て準用する場合を含む。）」を加え、「同項」を「法第５５条第１項」に改め、

同条第３号中「第５５条第２項第１号」の次に「（法第５５条の２第２項にお

いて準用する場合を含む。）」を加え、同条第４号中「第５５条第２項第２号」

の次に「（法第５５条の２第２項において準用する場合を含む。）」を加え、

「最後に行った同号」を「最後に行った法第５５条第２項第２号」に改め、同

条に次の１号を加える。 

（５） 法第５５条の２第１項の規定の適用を受ける被保険者であって、国民

健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条の２第１項及び第２

項の規定の適用を受け、これらの規定により市内に住所を有するものとみ
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なされた国民健康保険の被保険者であった被保険者 

 附則第２条を削り、附則第１条の見出し及び条名を削る。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第１４号 

 

   かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定に    

   ついて    

 

 かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市国民健康保険条例（平成１７年かすみがうら市条例第１００

号）の一部を次のように改正する。 

 

 目次中「市が行う国民健康保険」を「市が行う国民健康保険の事務」に、「国

民健康保険運営協議会」を「市の国民健康保険事業の運営に関する協議会」に

改める。 

 「第１章 市が行う国民健康保険」を「第１章 市が行う国民健康保険の事

務」に改める。 

 第１条（見出しを含む。）中「市が行う国民健康保険」を「市が行う国民健

康保険の事務」に改める。 

 「第２章 国民健康保険運営協議会」を「第２章 市の国民健康保険事業の

運営に関する協議会」に改める。 

 第２条（見出しを含む。）中「国民健康保険運営協議会」を「市の国民健康
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保険事業の運営に関する協議会」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例の一部改正） 

２ かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する

条例（平成１７年かすみがうら市条例第４３号）の一部を次のように改正す

る。 

  別表第１附属機関の部中「国民健康保険運営協議会委員」を「市の国民健

康保険事業の運営に関する協議会委員」に改める。 
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 議案第１５号 

 

   かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定    

   について    

 

 かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり制定

する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市国民健康保険税条例（平成１７年かすみがうら市条例第１０

１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第１項を次のように改める。 

  前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世帯主及びその世帯

に属する国民健康保険の被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とす

る。 

（１） 基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関する特別会計

において負担する国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）の規定による国民健康保険事業費納付金（以下こ

の条において「国民健康保険事業費納付金」という。）の納付に要する費

用のうち、県の国民健康保険に関する特別会計において負担する高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の規定による後期高
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齢者支援金等（以下この条において「後期高齢者支援金等」という。）及

び介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下この

条において「介護納付金」という。）の納付に要する費用に充てる部分を

除く。）に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

（２） 後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事

業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する後期高齢者支援金等の納付に要する費用に充てる部分に限

る。）に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

（３） 介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者のうち、介護保険

法第９条第２号に規定する第２号被保険者であるものをいう。以下同じ。）

につき算定した介護納付金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険

事業費納付金の納付に要する費用（県の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する介護納付金の納付に要する費用に充てる部分に限る。）に

充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

 第２条第２項中「前項」を「前項第１号」に改め、同条第３項中「第１項」

を「第１項第２号」に改め、同条第４項中「第１項」を「第１項第３号」に改

め、「（国民健康保険の被保険者のうち介護保険法第９条第２号に規定する被

保険者であるものをいう。以下同じ。）」を削る。 

第６条第１号中「（昭和３３年法律第１９２号）」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後のかすみがうら市国民健康保険税条例の規定は、平

成３０年度以降の年度分の国民健康保険税について適用し、平成２９年度分

までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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 議案第１６号 

 

   かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について   

 

 かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市介護保険条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市介護保険条例（平成１８年かすみがうら市条例第３号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第４条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度か

ら平成３２年度まで」に改め、同項第１号中「３２，４００円」を「３１，８

００円」に改め、同項第２号及び第３号中「４８，６００円」を「４７，７０

０円」に改め、同項第４号中「５８，３００円」を「５７，２００円」に改め、

同項第５号中「６４，８００円」を「６３，６００円」に改め、同項第６号中

「７７，７００円」を「７６，３００円」に改め、同号イ中「当該合計所得金

額から」の次に「令第３８条第４項に規定する」を加え、同項第７号中「８４，

２００円」を「８２，６００円」に改め、同号イ中「１９０万円」を「２００

万円」に改め、同項第８号中「９７，２００円」を「９５，４００円」に改め、

同号イ中「２９０万円」を「３００万円」に改め、同項第９号中「１１０，１

００円」を「１０８，１００円」に改め、同項第１０号中「１１６，６００円」

を「１１４，４００円」に改め、同項第１１号中「１３６，０００円」を「１
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３３，５００円」に改め、同条第２項中「平成２７年度から平成２９年度まで」

を「平成３０年度から平成３２年度まで」に、「２９，１６０円」を「２８，６

２０円」に改める。 

 第１８条中「第１号被保険者」を「被保険者」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後のかすみがうら市介護保険条例第４条の規定は、平

成３０年度以降の年度分の保険料について適用し、平成２９年度以前の年度

分の保険料については、なお従前の例による。 
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 議案第１７号 

 

   地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正す   

   る法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の制定について    

 

 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の

施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正    

   する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

 

 （かすみがうら市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部改正） 

第１条 かすみがうら市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定める条例（平成２５年かすみがうら市条例第５号）の一部

を次のように改正する。 

  第６条中「法第５条の２」を「法第５条の２第１項」に改める。 

 （かすみがうら市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な

支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正） 

第２条 かすみがうら市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効
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果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２５年かすみがうら市条

例第６号）の一部を次のように改正する。 

  第４条中「法第５条の２」を「法第５条の２第１項」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第１８号 

 

   かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに    

   指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法    

   に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに    

   指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法    

   に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例（平成２７年かすみがうら市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条第４項中「介護保険施設」の次に「、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７

第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者」を加える。 

 第７条第２項中「ものであること」を「ものであり、利用者は複数の指定介

護予防サービス事業者（法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事
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業者をいう。以下同じ。）等を紹介するよう求めることができること」に改め、

同条中第７項を第８項とし、同条第６項中「第３項」を「第４項」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「第３項第１号」を「第４項第１号」に改

め、同項を同条第６項とし、同条第３項及び第４項を同条第４項及び第５項と

し、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あら

かじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入

院する必要が生じた場合には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診

療所に伝えるよう求めなければならない。 

 第３３条第９号中「作成のために介護予防サービス計画」を「作成のために、

利用者及びその家族の参加を基本としつつ、介護予防サービス計画」に改め、

同条第１４号の次に次の１号を加える。 

（１４）の２ 担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る

情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、

口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認

めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師

に提供するものとする。 

 第３３条第２１号中「以下」を「次号及び第２２号において」に改め、同号

の次に次の１号を加える。 

（２１）の２ 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を作

成した際には、当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交付しなけれ

ばならない。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第１９号 

 

   かすみがうら市同意企業立地重点促進区域における緑地面積率等    

   を定める条例の一部を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市同意企業立地重点促進区域における緑地面積率等を定める条

例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市同意企業立地重点促進区域における緑地面積率等    

   を定める条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市同意企業立地重点促進区域における緑地面積率等を定める条

例（平成２１年かすみがうら市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

 題名を次のように改める。 

   かすみがうら市重点促進区域における緑地面積率等を定める条例 

 第１条中「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化

に関する法律」を「地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化

に関する法律」に、「第１０条第１項」を「第９条第１項」に、「同意企業立地

重点促進区域」を「重点促進区域」に改める。 

 第３条表以外の部分中「同意企業立地重点促進区域」を「重点促進区域」に

改め、同条の表区域の種別の項中「同意企業立地重点促進区域名」を「重点促

進区域名」に改める。 
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   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第２０号 

 

   かすみがうら市企業立地促進条例の一部を改正する条例の制定に    

   ついて    

 

 かすみがうら市企業立地促進条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

る。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市企業立地促進条例（平成２１年かすみがうら市条例第２８号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第５条第７号中「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び

活性化に関する法律（平成１９年法律第４０号）第１４条」を「地域経済牽引

事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成１９年法律第

４０号）第１３条」に、「企業立地計画」を「地域経済牽引事業計画」に、「同

条第３項」を「同条第４項」に改め、「又は同法第１６条の規定に基づく事業高

度化計画を作成し同条第３項に基づき茨城県知事の承認を得ていること」を削

る。 

 附則第２項中「平成３２年３月３１日」を「平成３５年３月３１日」に改め

る。 

   附 則 
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 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第２１号 

 

   かすみがうら市生産物直売所の設置及び管理に関する条例の一部    

   を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市生産物直売所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市生産物直売所の設置及び管理に関する条例の一部    

   を改正する条例 

 かすみがうら市生産物直売所の設置及び管理に関する条例（平成１９年かす

みがうら市条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条の表中かすみがうら市生産物直売所の項を削る。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第２２号 

 

   かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例の一部    

   を改正する条例の制定について    

 

 かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例の一部    

   を改正する条例    

 かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例（平成２７年かす

みがうら市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条に次の１号を加える。 

（４） シャワー室 

 第７条中「第４条」を「第４条（第４号を除く。）」に改める。 

 第１７条第６号中「調理実習室の使用に係る使用料（以下「利用料金」とい

う。）」を「利用料金」に改める。 

 第１８条中「利用料金」を「交流センターの使用に係る使用料（以下「利用

料金」という。）」に改める。 

 別表に次のように加える。 

シャワー室 １５分当たり２００円  
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 別表備考中「使用」を「直売所又は食堂の使用」に改める。 

   附 則 

 この条例 は、平成３０年４月１日から施行する。 
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 議案第２３号 

 

   かすみがうら市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について   

 

 かすみがうら市火災予防条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

   かすみがうら市火災予防条例の一部を改正する条例 

 かすみがうら市火災予防条例（平成１８年かすみがうら市条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

 

 目次中「第４７条」を「第４８条」に、「第４８条・第４９条」を「第４９条・

第５０条」に改める。 

 第４９条を第５０条とし、第４８条を第４９条とし、第４７条を第４８条と

し、第４６条の次に次の１条を加える。 

 （防火対象物の消防用設備等の状況の公表） 

第４７条 消防長は、防火対象物を利用しようとする者の防火安全性の判断に

資するため、当該防火対象物の消防用設備等の状況が、法、令若しくはこれ

に基づく命令又はこの条例の規定に違反する場合は、その旨を公表すること

ができる。 

２ 消防長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該防火対象物

の関係者にその旨を通知するものとする。 

３ 第１項の規定による公表の対象となる防火対象物及び違反の内容並びに公
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表の手続は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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 議案第２４号 

 

   平成２９年度かすみがうら市一般会計補正予算（第６号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６３，５１７千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１７，２１９，３６１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 

 予算補正」による。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

6
9



第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

18  繰 入 金       861,183        63,517△       797,666

 1  基 金 繰 入 金       834,176        63,517△       770,659

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計              17,282,878        63,517△    17,219,361

7
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  議 会 費       142,942           253       143,195

 1  議 会 費       142,942           253       143,195

 2  総 務 費     1,994,524        46,605△     1,947,919

 1  総 務 管 理 費     1,628,512        42,200△     1,586,312

 2  徴 税 費       220,110         1,350       221,460

 3  戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費        87,262         5,755△        81,507

 3  民 生 費     6,248,632         3,805△     6,244,827

 1  社 会 福 祉 費     3,172,993         1,085△     3,171,908

 2  児 童 福 祉 費     2,454,581           340△     2,454,241

 3  生 活 保 護 費       621,058         2,380△       618,678

 4  衛 生 費     1,068,907           420△     1,068,487

 1  保 健 衛 生 費     1,068,907           420△     1,068,487

 6  農 林 水 産 業 費       653,567           100       653,667

 1  農 業 費       637,528           100       637,628

 7  商 工 費       332,211           350       332,561

 1  商 工 費       332,211           350       332,561

 8  土 木 費     2,179,384         2,700△     2,176,684

 1  土 木 管 理 費        89,488           400        89,888

 4  都 市 計 画 費     1,569,972         3,100△     1,566,872

 9  消 防 費     1,083,550         2,100△     1,081,450

 1  消 防 費     1,083,550         2,100△     1,081,450

10  教 育 費     1,355,935         8,590△     1,347,345
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款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  教 育 総 務 費       207,363         2,800△       204,563

 4  社 会 教 育 費       291,963         5,940△       286,023

 5  保 健 体 育 費       135,036           150       135,186

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計              17,282,878        63,517△    17,219,361
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  市 税         5,443,052                 0         5,443,052

 2  地 方 譲 与 税           235,000                 0           235,000

 3  利 子 割 交 付 金             5,000                 0             5,000

 4  配 当 割 交 付 金            28,000                 0            28,000

 5  株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金            15,000                 0            15,000

 6  地 方 消 費 税 交 付 金           644,000                 0           644,000

 7  ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金           110,000                 0           110,000

 8  自 動 車 取 得 税 交 付 金            30,000                 0            30,000

 9  地 方 特 例 交 付 金            15,000                 0            15,000

10  地 方 交 付 税         3,650,000                 0         3,650,000

11  交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金             7,171                 0             7,171

12  分 担 金 及 び 負 担 金           222,917                 0           222,917

13  使 用 料 及 び 手 数 料            54,084                 0            54,084

14  国 庫 支 出 金         2,374,690                 0         2,374,690

15  県 支 出 金         1,245,052                 0         1,245,052

16  財 産 収 入             8,231                 0             8,231

17  寄 附 金                 1                 0                 1

18  繰 入 金           861,183            63,517    △           797,666

19  繰 越 金           342,811                 0           342,811

20  諸 収 入           172,186                 0           172,186

21  市 債         1,819,500                 0         1,819,500

歳          入          合          計        17,282,878            63,517    △        17,219,361

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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歳    出

 1  議 会 費     142,942         253     143,195         253

 2  総 務 費   1,994,524      46,605△   1,947,919      46,605△

 3  民 生 費   6,248,632       3,805△   6,244,827       3,805△

 4  衛 生 費   1,068,907         420△   1,068,487         420△

 5  労 働 費      24,107           0      24,107

 6  農 林 水 産 業 費     653,567         100     653,667         100

 7  商 工 費     332,211         350     332,561         350

 8  土 木 費   2,179,384       2,700△   2,176,684       2,700△

 9  消 防 費   1,083,550       2,100△   1,081,450       2,100△

10  教 育 費   1,355,935       8,590△   1,347,345       8,590△

11  災 害 復 旧 費           2           0           2

12  公 債 費   2,169,117           0   2,169,117

13  予 備 費      30,000           0      30,000

歳     出     合     計  17,282,878      63,517△  17,219,361      63,517△

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 18 繰入金 （項） 1 基金繰入金

1 財政調整基金繰入金 △63,517 494,663 431,146 1 財 政 調 整 基 金

繰 入 金

△63,517  財政調整基金

△63,517 834,176 770,659 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 議会費 （項） 1 議会費

1 議 会 費 253 142,942 143,195    253 3 253 職 員
手当等

02 市議会運営事業 253 
 3   議員期末手当 253 

253 142,942 143,195 計      253 

（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費
1 一般管理
費

△42,200 962,979 920,779    △42,200 2 △23,000 給 料
3 △13,100 職 員
手当等

4 △6,100 共済費

01 職員等人件費 △42,200 
 2   一般職給料 △23,000 
 3   管理職手当 △800 
 3   期末手当 △6,520 
 3   勤勉手当 △3,200 
 3   特別職期末手当 70 
 3   退職手当 △2,150 
 3   児童手当 △500 
 4   共済組合負担金 △6,100 

△42,200 1,628,512 1,586,312 計      △42,200 

（款） 2 総務費 （項） 2 徴税費
1 税務総務
費

1,350 147,787 149,137    1,350 2 150 給 料
3 700 職 員
手当等

4 500 共済費

01 職員等人件費 1,350 
 2   一般職給料 150 
 3   勤勉手当 700 
 4   共済組合負担金 500 

1,350 220,110 221,460 計      1,350 

（款） 2 総務費 （項） 3 戸籍住民基本台帳費
1 戸籍住民
基本台帳
費

△5,755 86,751 80,996    △5,755 2 △4,855 給 料
3 △900 職 員
手当等

01 職員等人件費 △5,755 
 2   一般職給料 △4,855 
 3   扶養手当 △300 
 3   期末手当 △600 

△5,755 87,262 81,507 計      △5,755 

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費
1 社会福祉
総 務 費

△1,145 881,466 880,321    △1,145 2 △1,145 給 料 01 職員等人件費 △1,145 
 2   一般職給料 △1,145 

4 国民年金
費

60 7,237 7,297    60 2 10 給 料
3 50 職 員
手当等

01 職員等人件費 60 
 2   一般職給料 10 
 3   勤勉手当 50 

△1,085 3,172,993 3,171,908 計      △1,085 

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費
3 保育所費 4,070 475,969 480,039    4,070 2 2,400 給 料 01 職員等人件費 4,070 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

3 1,420 職 員
手当等

4 250 共済費

 2   一般職給料 2,400 
 3   期末手当 170 
 3   勤勉手当 1,250 
 4   共済組合負担金 250 

5 児童館費 △4,410 64,949 60,539    △4,410 2 △2,260 給 料
3 △850 職 員
手当等

4 △1,300 共済費

01 職員等人件費 △4,410 
 2   一般職給料 △2,260 
 3   期末手当 △850 
 4   共済組合負担金 △1,300 

△340 2,454,581 2,454,241 計      △340 

（款） 3 民生費 （項） 3 生活保護費
1 生活保護
総 務 費

△2,380 137,937 135,557    △2,380 2 △1,400 給 料
3 △480 職 員
手当等

4 △500 共済費

01 職員等人件費 △2,380 
 2   一般職給料 △1,400 
 3   期末手当 △480 
 4   共済組合負担金 △500 

△2,380 621,058 618,678 計      △2,380 

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費
1 保健衛生
総 務 費

△420 411,991 411,571    △420 2 △500 給 料
4 80 共済費

01 職員等人件費 △420 
 2   一般職給料 △500 
 4   共済組合負担金 80 

△420 1,068,907 1,068,487 計      △420 

（款） 6 農林水産業費 （項） 1 農業費
1 農業委員
会 費

100 45,142 45,242    100 3 80 職 員
手当等

4 20 共済費

01 職員等人件費 100 
 3   勤勉手当 80 
 4   共済組合負担金 20 

100 637,528 637,628 計      100 

（款） 7 商工費 （項） 1 商工費
1 商工総務
費

350 84,350 84,700    350 2 100 給 料
4 250 共済費

01 職員等人件費 350 
 2   一般職給料 100 
 4   共済組合負担金 250 

350 332,211 332,561 計      350 

（款） 8 土木費 （項） 1 土木管理費
1 土木総務
費

400 89,488 89,888    400 2 100 給 料
3 300 職 員
手当等

01 職員等人件費 400 
 2   一般職給料 100 
 3   勤勉手当 300 

400 89,488 89,888 計      400 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 8 土木費 （項） 4 都市計画費

1 都市計画
総 務 費

△3,100 1,167,984 1,164,884    △3,100 2 △1,800 給 料
3 △800 職 員
手当等

4 △500 共済費

01 職員等人件費 △3,100 
 2   一般職給料 △1,800 
 3   住居手当 △300 
 3   期末手当 △500 
 4   共済組合負担金 △500 

△3,100 1,569,972 1,566,872 計      △3,100 

（款） 9 消防費 （項） 1 消防費
1 常備消防
費

△2,100 690,965 688,865    △2,100 2 △200 給 料
3 △1,900 職 員
手当等

01 職員等人件費 △2,100 
 2   消防職給料 △200 
 3   住居手当 600 
 3   勤勉手当 1,000 
 3   休日勤務手当 △3,500 

△2,100 1,083,550 1,081,450 計      △2,100 

（款） 10 教育費 （項） 1 教育総務費
2 事務局費 △2,800 101,445 98,645    △2,800 2 △1,700 給 料

3 △700 職 員
手当等

4 △400 共済費

01 職員等人件費 △2,800 
 2   一般職給料 △1,700 
 3   期末手当 △700 
 4   共済組合負担金 △400 

△2,800 207,363 204,563 計      △2,800 

（款） 10 教育費 （項） 4 社会教育費
1 社会教育
総 務 費

△6,580 80,473 73,893    △6,580 2 △3,700 給 料
3 △1,880 職 員
手当等

4 △1,000 共済費

01 職員等人件費 △6,580 
 2   一般職給料 △3,700 
 3   住居手当 △300 
 3   期末手当 △980 
 3   勤勉手当 △600 
 4   共済組合負担金 △1,000 

2 公民館費 190 90,918 91,108    190 2 50 給 料
3 120 職 員
手当等

4 20 共済費

01 職員等人件費 190 
 2   一般職給料 50 
 3   勤勉手当 120 
 4   共済組合負担金 20 

4 図書館費 100 38,749 38,849    100 3 100 職 員
手当等

01 職員等人件費 100 
 3   勤勉手当 100 

5 歴 史
博物館費

350 73,255 73,605    350 2 50 給 料
3 200 職 員
手当等

4 100 共済費

01 職員等人件費 350 
 2   一般職給料 50 
 3   勤勉手当 200 
 4   共済組合負担金 100 

△5,940 291,963 286,023 計      △5,940 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 10 教育費 （項） 5 保健体育費

1 保健体育
総 務 費

150 50,111 50,261    150 2 50 給 料
4 100 共済費

01 職員等人件費 150 
 2   一般職給料 50 
 4   共済組合負担金 100 

150 135,036 135,186 計      150 
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職員数（人）

3

16

1,665

16

107,7771,665 635

23,004

20,789

635

27,602

6,1786,900 (3.15)

38,460

90,051

107,777

236,2882,308

△ 2,150

230,422

管理職員
特別勤務

手当

休日勤務
手当

勤勉手当 住居手当 退職手当

31,424

27,924

△ 3,500

2,1787,663

7,663

補正前

比 　較

50,538

△ 300 △ 800

344,337

△ 10,460

扶養手当 期末手当

47,791

48,091

17,736 25,298 66,246 4,093

区　分

補正後

補正前

比    較

職員数（人）
報　　　酬 給　　　料 職員手当

354,797 230,422 17,736 25,298 66,246 4,093 51,338

△ 37,650

職員
手当
等の
内訳

区　分

補正後

（単位　千円）

369

369 1,508,406

2,050 198,743

196,593

給　　　　　　　与　　　　　　　費

計

2,493,625

2,050

1,040,079

2,955,217

3,018,557

2,178

323

合　　　　　　　計

38,390

89,798

1,022,869

その他の特別職

計

323

235,965

70

1,470,756

20,789

合　　　　　計

253253

（１）総　括

議　　　　　員

議　　　　　員

その他の特別職

共　済　費

6,178

通勤手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
管理職
手当

宿日直
手当

夜間勤務
手当

（単位　千円）

△ 63,340

（単位　千円）

6,970

(3.15)

32,212

69,009

107,142

208,363

2,308 32,282

69,262

107,142

208,686

１　特　別　職

2,548,485

△ 54,860

共　済　費

461,592

470,072

△ 8,480

159,762

期末手当 年間支給率
                     （月分）

長　　　　　等

1,684

3

1,684

長　　　　　等

議　　　　　員

2,308

27,602

△ 17,210

253

計

２　一　般　職

給　与　費　明　細　表

70

23,289

給　　　　　　与　　　　　　費

報　　酬 給　　料
その他
の手当

計

その他の特別職

計

区　　　　分

補　正　後

補　正　前

比   　　較

23,004

52,620

159,762 23,004

長　　　　　等

323

2,308

70

(3.15)

(3.15)23,004

107,142

16,389

23,612

52,620 16,642

107,142
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 議案第２５号 

 

   平成２９年度かすみがうら市一般会計補正予算（第７号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５１，０７１千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１７，０６８，２９０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

   平成３０年３月１日提出 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

12  分 担 金 及 び 負 担 金       222,917         7,028△       215,889

 1  負 担 金       222,917         7,028△       215,889

14  国 庫 支 出 金     2,374,690        32,707△     2,341,983

 1  国 庫 負 担 金     1,590,257         3,871     1,594,128

 2  国 庫 補 助 金       773,193        36,578△       736,615

15  県 支 出 金     1,245,052        19,629△     1,225,423

 1  県 負 担 金       605,748         7,869       613,617

 2  県 補 助 金       429,468        27,200△       402,268

 4  県 交 付 金        87,265           298△        86,967

18  繰 入 金       797,666       437,829△       359,837

 1  基 金 繰 入 金       770,659       437,829△       332,830

19  繰 越 金       342,811       413,895       756,706

 1  繰 越 金       342,811       413,895       756,706

20  諸 収 入       172,186           273△       171,913

 3  貸 付 金 元 利 収 入        13,273           273△        13,000

21  市 債     1,819,500        67,500△     1,752,000

 1  市 債     1,819,500        67,500△     1,752,000

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計              17,219,361       151,071△    17,068,290
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 2  総 務 費     1,947,919       139,704     2,087,623

 1  総 務 管 理 費     1,586,312       139,704     1,726,016

 3  民 生 費     6,244,827        25,277△     6,219,550

 1  社 会 福 祉 費     3,171,908        22,537△     3,149,371

 2  児 童 福 祉 費     2,454,241         2,740△     2,451,501

 4  衛 生 費     1,068,487        32,226△     1,036,261

 1  保 健 衛 生 費     1,068,487        32,226△     1,036,261

 6  農 林 水 産 業 費       653,667        15,961△       637,706

 1  農 業 費       637,628        15,464△       622,164

 2  林 業 費        13,071           497△        12,574

 7  商 工 費       332,561        10,373△       322,188

 1  商 工 費       332,561        10,373△       322,188

 8  土 木 費     2,176,684       113,989△     2,062,695

 2  道 路 橋 梁 費       517,284        44,400△       472,884

 4  都 市 計 画 費     1,566,872        69,589△     1,497,283

 9  消 防 費     1,081,450        26,633△     1,054,817

 1  消 防 費     1,081,450        26,633△     1,054,817

10  教 育 費     1,347,345        66,316△     1,281,029

 1  教 育 総 務 費       204,563           652△       203,911

 2  小 学 校 費       468,048        24,165△       443,883

 3  中 学 校 費       253,525        23,740△       229,785

 4  社 会 教 育 費       286,023         5,056△       280,967
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款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 5  保 健 体 育 費       135,186        12,703△       122,483

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計              17,219,361       151,071△    17,068,290
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１　追　加 （単位　千円）

款 項 金　　　　額

　３　民生費 ２　児童福祉費 ６６，８５２

　８　土木費 ２　道路橋梁費 １５，０００

４　都市計画費 ２９２，７７３

２３９，４８２

　７　観光費 １　商工費 ５，９００

６２０，００７合　　計

神立駅周辺整備事業（政策）

市道整備事業（政策）

第　２　表　　　繰　越　明　許　費　補　正

事　　業　　名

放課後児童健全育成事業（政策）

街路整備事業（政策）

歩崎公園管理運営事業（政策）
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　１　変　更 （単位　千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 利率 償還の方法

交流施設整備事業 ２１，６００ １７，２００

道整備交付金事業 ５０，８００ ２９，８００

市道整備事業 ７５，２００ ６３，９００

神立駅周辺整備事業 ３８８，３００ ３７８，８００

神立停車場線整備事業 １９５，５００ １９９，１００

防災無線整備事業 ２２，９００ １８，９００

消防水利整備事業 １０，０００ ７，３００

消防自動車整備事業 １２３，２００ １１２，５００

下稲吉小学校施設整備事業 ４７，５００ ４０，０００

第　３　表　　　地　方　債　補　正

補正後

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を短縮
し、又は繰
上償還もし
くは低利に
借り換えす
ることがで
きる。

普通貸借又
は証券発行

　３．０％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
政府資金及
び地方公共
団体機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を短縮
し、又は繰
上償還もし
くは低利に
借り換えす
ることがで
きる。

　３．０％
以内（ただ
し、利率見
直し方式で
借り入れる
政府資金及
び地方公共
団体機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

起債の目的
補正前

起債の方法

普通貸借又
は証券発行
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  市 税         5,443,052                 0         5,443,052

 2  地 方 譲 与 税           235,000                 0           235,000

 3  利 子 割 交 付 金             5,000                 0             5,000

 4  配 当 割 交 付 金            28,000                 0            28,000

 5  株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金            15,000                 0            15,000

 6  地 方 消 費 税 交 付 金           644,000                 0           644,000

 7  ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金           110,000                 0           110,000

 8  自 動 車 取 得 税 交 付 金            30,000                 0            30,000

 9  地 方 特 例 交 付 金            15,000                 0            15,000

10  地 方 交 付 税         3,650,000                 0         3,650,000

11  交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金             7,171                 0             7,171

12  分 担 金 及 び 負 担 金           222,917             7,028    △           215,889

13  使 用 料 及 び 手 数 料            54,084                 0            54,084

14  国 庫 支 出 金         2,374,690            32,707    △         2,341,983

15  県 支 出 金         1,245,052            19,629    △         1,225,423

16  財 産 収 入             8,231                 0             8,231

17  寄 附 金                 1                 0                 1

18  繰 入 金           797,666           437,829    △           359,837

19  繰 越 金           342,811           413,895           756,706

20  諸 収 入           172,186               273    △           171,913

21  市 債         1,819,500            67,500    △         1,752,000

歳          入          合          計        17,219,361           151,071    △        17,068,290

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計
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歳    出

 1  議 会 費     143,195           0     143,195

 2  総 務 費   1,947,919     139,704   2,087,623       7,730△       4,400△     151,834

 3  民 生 費   6,244,827      25,277△   6,219,550      19,149       7,028△      37,398△

 4  衛 生 費   1,068,487      32,226△   1,036,261       4,714△       2,285△      25,227△

 5  労 働 費      24,107           0      24,107

 6  農 林 水 産 業 費     653,667      15,961△     637,706       6,309△       9,652△

 7  商 工 費     332,561      10,373△     322,188      10,373△

 8  土 木 費   2,176,684     113,989△   2,062,695      36,543△      38,200△      39,246△

 9  消 防 費   1,081,450      26,633△   1,054,817      12,244△      17,400△       3,011

10  教 育 費   1,347,345      66,316△   1,281,029       3,945△       7,500△       4,398△      50,473△

11  災 害 復 旧 費           2           0           2

12  公 債 費   2,169,117           0   2,169,117

13  予 備 費      30,000           0      30,000

歳     出     合     計  17,219,361     151,071△  17,068,290      52,336△      67,500△      13,711△      17,524△

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 12 分担金及び負担金 （項） 1 負担金

1 民 生 費 負 担 金 △7,028 222,917 215,889 2 児童福祉費負担金 △7,028  市立保育所保育料 △9,436 

 私立保育園保育料 2,202 

 管外保育所保育料 206 

△7,028 222,917 215,889 計 

（款） 14 国庫支出金 （項） 1 国庫負担金

1 民生費国庫負担金 3,871 1,590,257 1,594,128 2 児童福祉費負担金 5,881  児童手当交付金 △16,895 

 教育・保育給付費負担金 22,776 

3 児 童 扶 養 手 当

給 付 費 負 担 金

△521  児童扶養手当給付費負担金

5 国 民 健 康 保 険

事 業 費 負 担 金

△1,489  保険基盤安定負担金

3,871 1,590,257 1,594,128 計 

（款） 14 国庫支出金 （項） 2 国庫補助金

1 総務費国庫補助金 △19,974 128,631 108,657 1 総 務 費 補 助 金 △19,974 社会保障・税番号制度システム整備費補助金

（総務省） △1,458 

 防衛施設周辺民生安定施設整備事業補助金 △12,244 

 地方創生推進交付金 5,979 

 地方創生拠点整備交付金 △12,251 

2 民生費国庫補助金 22,447 257,164 279,611 3 子ども・子育て支

援 交 付 金

5,026  放課後児童健全育成事業

4 子ども・子育て支

援 整 備 交 付 金

17,421  放課後児童健全育成事業

3 衛生費国庫補助金 1,387 9,748 11,135 1 保健衛生費補助金 1,387  循環型社会形成推進交付金

5 教育費国庫補助金 △3,945 50,904 46,959 1 小学校費補助金 △455  へき地児童生徒援助費等補助金

2 中学校費補助金 △3,272  特別支援教育奨励費補助金 △125 

 へき地児童生徒援助費等補助金 △3,147 

3 幼稚園費補助金 △218  幼稚園就園奨励費補助金

6 社会資本整備総合交

付 金

△13,092 225,196 212,104 1 社会資本整備総合

交 付 金

△13,092  防災安全社会資本整備交付金
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 14 国庫支出金 （項） 2 国庫補助金

7 地域再生基盤強化交

付 金

△23,401 56,551 33,150 1 地域再生基盤強化

交 付 金

△23,401  道整備交付金

△36,578 773,193 736,615 計 

（款） 15 県支出金 （項） 1 県負担金

1 民 生 費 県 負 担 金 7,869 605,748 613,617 2 児童福祉費負担金 12,042  児童手当交付金 654 

 教育・保育給付費負担金 11,388 

4 国 民 健 康 保 険

事 業 費 負 担 金

△4,173  保険基盤安定負担金

7,869 605,748 613,617 計 

（款） 15 県支出金 （項） 2 県補助金

2 民 生 費 県 補 助 金 △15,038 260,488 245,450 3 医療福祉費補助金 △4,922  医療費補助金

4 児童福祉費補助金 863  施設型給付費補助金 △1,418 

 多子世帯保育料軽減事業費助成金 2,281 

5 子ども・子育て支

援 交 付 金

5,026  放課後児童健全育成事業

6 子ども・子育て支

援 整 備 交 付 金

△16,005  放課後児童健全育成事業

3 衛 生 費 県 補 助 金 △6,101 29,941 23,840 1 保健衛生費補助金 △6,101  浄化槽設置整備事業費補助金

4 農 林 水 産 業 費

県 補 助 金

△6,011 50,807 44,796 1 農 業 費 補 助 金 △5,813  機構集積協力金交付事業費補助金 △1,970 

 農業経営基盤強化資金利子助成補助金 △93 

 青年就農給付金経営開始型補助金 △3,750 

2 林 業 費 補 助 金 △198  県単林業事業補助金

6 土 木 費 県 補 助 金 △50 29,900 29,850 1 土 木 費 補 助 金 △50  茨城県宅地耐震化推進事業補助金

△27,200 429,468 402,268 計 

（款） 15 県支出金 （項） 4 県交付金

3 農 林 水 産 業 費

県 交 付 金

△298 84,543 84,245 1 農 業 費 交 付 金 △298  多面的事業推進事業費 △151 

 環境保全型農業直接支払交付金 △147 

△298 87,265 86,967 計 
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 18 繰入金 （項） 1 基金繰入金

1 財政調整基金繰入金 △431,146 431,146 0 1 財 政 調 整 基 金

繰 入 金

△431,146  財政調整基金

2 霞ヶ浦水質浄化対策

基 金 繰 入 金

△2,285 6,858 4,573 1 霞ヶ浦水質浄化

対策基金繰入金

△2,285  浄化槽設置整備事業

4 地域振興基金繰入金 △4,398 128,835 124,437 1 地域振興基金繰入

金

△4,398  中学校管理運営事業 △3,801 

 小学校管理運営事業 △597 

△437,829 770,659 332,830 計 

（款） 19 繰越金 （項） 1 繰越金

1 繰 越 金 413,895 342,811 756,706 1 繰 越 金 413,895  前年度繰越金

413,895 342,811 756,706 計 

（款） 20 諸収入 （項） 3 貸付金元利収入

1 貸 付 金 元 利 収 入 △273 13,273 13,000 1 社会福祉施設整備

資金等貸付金収入

△273  高齢者住宅整備資金貸付金元利収入

△273 13,273 13,000 計 

（款） 21 市債 （項） 1 市債

1 総 務 債 △4,400 21,600 17,200 1 地方創生拠点整備

事 業 債

△4,400  サイクリング拠点施設整備事業債

2 土 木 債 △38,200 709,800 671,600 1 道路整備事業債 △32,300  道整備交付金事業債 △21,000 

 市道整備事業債 △11,300 

2 都市計画事業債 △5,900  神立駅周辺整備事業債 △9,500 

 神立停車場線整備事業債 3,600 

3 消 防 債 △17,400 156,100 138,700 1 防災無線整備事業

債

△4,000  防災無線整備事業債

2 防災基盤整備事業

債

△2,700  消防水利整備事業債

3 消防自動車整備事

業 債

△10,700  消防自動車整備事業債
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 21 市債 （項） 1 市債

4 教 育 債 △7,500 247,500 240,000 1 下稲吉小学校施設

整 備 事 業 債

△7,500  下稲吉小学校施設整備事業債

△67,500 1,819,500 1,752,000 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 2 総務費 （項） 1 総務管理費

1 一般管理
費

10,444 920,779 931,223    10,444 3 10,444 職 員
手当等

01 職員等人件費 10,444 
 3   退職手当特別負担金 10,444 

5 会計管理
費

△500 4,916 4,416    △500 12 △500 役務費 02 会計管理事業 △500 
12   手数料 △500 

6 財産管理
費

142,065 181,724 323,789    142,065 12 △790 役務費
13 △1,426 委託料
14 △4,840 使用料

及 び
賃借料

25 149,121 積立金

02 霞ヶ浦庁舎財産管理事業 △1,600 
14   大型バス借上料 △1,600 

03 千代田庁舎等財産管理事業 △4,570 
12   電話料 △390 
12   保険料 △400 
13   未利用財産測量業務委託 △540 
14   電話設備借上料 △3,240 

06 公有財産調整事業（政策） △886 
13   建物劣化度診断調査委託 △886 

07 基金運用事業 149,121 
25   地域づくり基金積立金 18,291 
25   公共施設等整備基金積立金 130,830 

11 情報管理
費

△5,434 163,132 157,698 △1,458   △3,976 13 △2,657 委託料
14 △1,400 使用料

及 び
賃借料

19 △1,377 負担金
、補助
及 び
交付金

02 イントラネット整備事業 △1,800 
13   電算機器保守委託 △400 
14   機器借上料 △1,400 

04 基幹系電算システム管理事業 △2,257 
13   電算機器保守委託 △800 
13   マイナンバーシステム改修
   業務委託 △1,457 

07 電子自治体推進事業（政策） △1,377 
19   茨城県共同システム整備運
   営協議会負担金 △1,377 

14 地方創生
費

△6,871 61,859 54,988 △6,272 △4,400  3,801 8 △325 報償費
13 △1,638 委託料
14 △408 使用料

及 び
賃借料

15 △4,500 工 事
請負費

04 ひと創生事業（政策） △2,371 
 8   講師謝礼 △325 
13   子どもミライプロジェクト
   業務委託 △1,503 
13   同窓会プロジェクト業務委
   託 △135 
14   会場等使用料 △38 
14   バス借上料 △370 

05 しごと創生事業（政策） △4,500 
15   サイクリング拠点施設整備
   工事 △4,500 

139,704 1,586,312 1,726,016 計   △7,730 △4,400  151,834 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費

1 社会福祉
総 務 費

△7,549 880,321 872,772 △5,662   △1,887 28 △7,549 繰出金 13 国民健康保険特別会計繰出事業 △7,549 
28   国民健康保険特別会計繰出
   金 △7,549 

2 老人福祉
費

△2,000 118,985 116,985    △2,000 20 △2,000 扶助費 02 老人ホーム入所措置事務事業 △2,000 
20   老人保護措置費 △2,000 

5 医療福祉
費

△7,127 322,019 314,892 △4,922   △2,205 20 △7,127 扶助費 02 医療福祉事業 △7,127 
20   医療費（県補助） △7,127 

6 老人医療
費

△1,009 473,551 472,542    △1,009 19 △1,009 負担金
、補助
及 び
交付金

03 後期高齢者医療事業 △1,009 
19   茨城県後期高齢者医療広域
   連合負担金 △1,009 

7 介護保険
費

△4,852 530,904 526,052    △4,852 28 △4,852 繰出金 04 介護保険特別会計繰出事業 △4,852 
28   介護保険特別会計繰出金 △4,852 

△22,537 3,171,908 3,149,371 計   △10,584   △11,953 

（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費
2 児童措置
費

△26,521 836,771 810,250 △16,762   △9,759 12 △382 役務費
20 △26,139 扶助費

02 児童扶養手当事業 △1,564 
20   児童扶養手当 △1,564 

05 児童手当事業 △24,957 
12   通信運搬費 △382 
20   児童手当 △24,575 

3 保育所費 △32,944 480,039 447,095   △9,436 △23,508 7 △30,234 賃 金
13 △2,710 委託料

03 第一保育所管理運営事業 △425 
 7   臨時職員賃金 △425 

05 やまゆり保育所管理運営事業 △7,067 
 7   臨時職員賃金 △7,067 

07 さくら保育所管理運営事業 △20,357 
 7   臨時職員賃金 △15,497 
 7   産休等代替保育士賃金 △1,457 
 7   調理員代替賃金 △106 
 7   保育所保健師賃金 △587 
13   施設解体工事設計業務委託 △2,710 

09 わかぐり保育所管理運営事業 △5,095 
 7   臨時職員賃金 △4,950 
 7   保育所バス代替運転手賃金 △145 

4 児童福祉
施 設 費

54,694 879,435 934,129 32,746  2,408 19,540 13 10,056 委託料
20 44,638 扶助費

02 広域委託事業 △6,292 
13   広域入所委託 △6,292 

03 私立保育所事業 16,348 
13   私立保育園入所委託 16,348 

05 認定こども園事業 37,954 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

20   市内私立認定こども園給付
   費 32,287 
20   市外私立認定こども園給付
   費 5,667 

06 家庭的保育等事業 6,684 
20   市内地域型保育給付費 2,989 
20   市外地域型保育給付費 3,695 

6 放課後児
童健全育
成事業費

△2,530 178,678 176,148 11,468   △13,998 19 △2,530 負担金
、補助
及 び
交付金

03 放課後児童健全育成事業（政策
 ） △2,530 

19   放課後児童クラブ民営補助
   金 △2,530 

7 少子化対
策事業費

4,561 8,988 13,549 2,281   2,280 19 4,561 負担金
、補助
及 び
交付金

03 子育て支援事業（政策） 4,561 
19   多子世帯保育料軽減事業費
   助成金 4,561 

△2,740 2,454,241 2,451,501 計   29,733  △7,028 △25,445 

（款） 4 衛生費 （項） 1 保健衛生費
1 保健衛生
総 務 費

△5,206 411,571 406,365 △4,714  △2,285 1,793 19 △5,206 負担金
、補助
及 び
交付金

11 浄化槽設置整備事業（政策） △5,206 
19   浄化槽等設置事業費補助金 △5,206 

4 予 防 費 △16,600 113,461 96,861    △16,600 13 △16,600 委託料 02 法定予防接種事業 △13,400 
13   予防接種委託 △13,400 

04 任意予防接種事業（政策） △3,200 
13   予防接種委託 △3,200 

6 環境保全
対 策 費

△10,420 450,488 440,068    △10,420 1 △260 報 酬
13 △10,160 委託料

05 公害防止対策事業（政策） △794 
13   河川水質等調査業務委託 △150 
13   臭気測定調査委託 △615 
13   自動車騒音常時監視調査業
   務委託 △29 

06 不法投棄対策事業 △110 
 1   廃棄物不法投棄監視員報酬 △20 
 1   環境保全監視員報酬 △90 

09 一般廃棄物処理事業（政策） △9,366 
13   家庭系一般廃棄物収集業務
   委託 △9,366 

12 環境保全推進事業 △150 
 1   環境審議会委員報酬 △150 

△32,226 1,068,487 1,036,261 計   △4,714  △2,285 △25,227 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 6 農林水産業費 （項） 1 農業費

1 農業委員
会 費

△612 45,242 44,630    △612 1 △612 報 酬 02 農業委員会運営事業 △612 
 1   委員報酬 △612 

2 農業総務
費

△8,217 363,494 355,277    △8,217 28 △8,217 繰出金 04 農業集落排水事業特別会計繰出
 事業 △8,217 

28   農業集落排水事業特別会計
   繰出金 △8,217 

3 農業振興
費

△6,332 40,364 34,032 △5,960   △372 1 △135 報 酬
19 △6,197 負担金

、補助
及 び
交付金

06 園芸振興事業（政策） △96 
19   食の安全・安心対策事業補
   助金 △96 

09 農業振興事業 △3,885 
 1   農業振興地域整備促進協議
   会委員報酬 △135 
19   青年就農給付金経営開始型
   補助金 △3,750 

10 農業振興事業（政策） △382 
19   農業経営基盤強化資金利子
   助成補助金 △186 
19   環境保全型農業直接支援対
   策事業交付金 △196 

13 農地中間管理事業（政策） △1,969 
19   機構集積協力金 △1,969 

8 農 地 費 △303 140,589 140,286 △151   △152 13 △152 委託料
19 △151 負担金

、補助
及 び
交付金

04 土地改良助成事業 △66 
19   茨城県土地改良事業団体連
   合会負担金 △66 

05 土地改良助成事業（政策） △85 
19   土地改良区等事業費補助金 △85 

08 農地維持・資源向上対策事業 △152 
13   現地確認業務委託 △152 

△15,464 637,628 622,164 計   △6,111   △9,353 

（款） 6 農林水産業費 （項） 2 林業費
1 林業振興
費

△497 13,071 12,574 △198   △299 15 △497 工 事
請負費

03 林業振興事業（政策） △497 
15   林道法面補修工事 △497 

△497 13,071 12,574 計   △198   △299 

（款） 7 商工費 （項） 1 商工費
2 商工振興
費

△473 107,746 107,273    △473 9 △473 旅 費 10 企業立地促進事業（政策） △473 
 9   職員普通旅費 △473 

4 歩崎公園
管 理 費

△9,900 55,013 45,113    △9,900 11 △2,300 需用費
13 △7,600 委託料

03 歩崎公園管理運営事業 △600 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 7 商工費 （項） 1 商工費

13   歩崎公園トイレ基本・実施
   設計業務委託 △600 

06 水族館管理運営事業（政策） △2,300 
11   修繕料 △2,300 

14 農村環境改善センター管理運営
 事業（政策） △7,000 

13   農村環境改善センター改修
   設計等委託 △7,000 

△10,373 332,561 322,188 計      △10,373 

（款） 8 土木費 （項） 2 道路橋梁費
1 道路橋梁
維 持 費

△3,000 172,445 169,445 △4,576   1,576 15 △3,000 工 事
請負費

03 道路維持管理事業（政策） △3,000 
15   道路改修工事 △3,000 

2 道路橋梁
新設改良
費

△7,000 231,136 224,136 △8,415 △11,300  12,715 15 △7,000 工 事
請負費

05 市道整備事業（政策） △7,000 
15   道路改良工事 △4,000 
15   道路舗装補修工事 △3,000 

3 地域再生
基盤整備
事 業 費

△34,400 113,703 79,303 △23,401 △21,000  10,001 15 △33,000 工 事
請負費

22 △1,400 補償、
補 填
及 び
賠償金

02 道整備交付金事業（政策） △34,400 
15   道路改良工事 △33,000 
22   物件等補償 △1,400 

△44,400 517,284 472,884 計   △36,392 △32,300  24,292 

（款） 8 土木費 （項） 4 都市計画費
1 都市計画
総 務 費

△61,207 1,164,884 1,103,677 △151 △9,500  △51,556 13 △1,475 委託料
19 △19,667 負担金

、補助
及 び
交付金

28 △40,065 繰出金

04 都市計画調整事業（政策） △1,475 
13   大規模盛土造成地の変動予
   測調査業務委託 △302 
13   用途地域変更業務委託 △573 
13   都市施設再生調査業務委託 △600 

07 下水道事業特別会計繰出事業 △40,065 
28   下水道事業特別会計繰出金 △40,065 

09 神立駅周辺整備事業（政策） △19,667 
19   土浦・かすみがうら土地区
   画整理一部事務組合負担金 △15,167 
19   神立駅西口自転車駐車場整
   備事業負担金 △4,500 

2 公 園 費 △1,200 16,288 15,088    △1,200 13 △1,200 委託料 02 都市公園維持管理事業 △1,200 
13   公園等管理委託 △1,200 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 8 土木費 （項） 4 都市計画費

3 街路事業
費

△7,182 385,700 378,518  3,600  △10,782 17 △2,000 公有財
産購入
費

22 △5,182 補償、
補 填
及 び
賠償金

03 街路整備事業（政策） △7,182 
17   付替道路等用地取得費 △2,000 
22   物件等補償費 △1,325 
22   電柱等移設補償費 △3,857 

△69,589 1,566,872 1,497,283 計   △151 △5,900  △63,538 

（款） 9 消防費 （項） 1 消防費
1 常備消防
費

△2,328 688,865 686,537    △2,328 19 △2,328 負担金
、補助
及 び
交付金

03 常備消防事業 △2,228 
19   茨城消防救急無線・指令セ
   ンター運営協議会負担金 △2,228 

04 常備消防事業（政策） △100 
19   民間企業消防協力隊補助金 △100 

2 非 常 備
消 防 費

△5,472 65,007 59,535    △5,472 1 △381 報 酬
8 △5,091 報償費

02 消防団運営事業 △5,472 
 1   団員報酬 △381 
 8   消防団員退職報償金 △5,091 

3 消防施設
整 備 費

△1,473 195,728 194,255  △13,400  11,927 13 △892 委託料
18 △581 備 品

購入費

02 消防車両整備事業（政策） △909 
13   車載無線機・車両運用端末
   装置設置業務委託 △328 
18   消防署指揮車 △581 

04 消防水利整備事業（政策） △564 
13   防火水槽設計委託 △564 

4 災害対策
費

△17,360 131,850 114,490 △12,244 △4,000  △1,116 13 △1,512 委託料
15 △15,848 工 事

請負費

08 防災無線整備事業（政策） △17,360 
13   緊急情報配信システム導入
   委託 △1,512 
15   防災行政無線デジタル化整
   備工事 △15,848 

△26,633 1,081,450 1,054,817 計   △12,244 △17,400  3,011 

（款） 10 教育費 （項） 1 教育総務費
3 教育振興
対 策 費

△652 103,159 102,507 △218   △434 19 △652 負担金
、補助
及 び
交付金

26 幼稚園教育振興事業（政策） △652 
19   私立幼稚園就園奨励費補助
   金 △652 

△652 204,563 203,911 計   △218   △434 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 10 教育費 （項） 2 小学校費

1 小学校管
理 費

△15,665 328,798 313,133 △455  △597 △14,613 13 △15,665 委託料 05 小学校管理運営事業（政策） △2,092 
13   小学校スクールバス運行委
   託 △2,092 

08 小学校保健事業 △550 
13   保健管理委託 △400 
13   教職員健康診断委託 △150 

10 小学校給食管理運営事業（政策
 ） △13,023 

13   学校給食業務委託 △13,023 
3 小学校整
備 費

△8,500 91,608 83,108  △7,500  △1,000 15 △5,500 工 事
請負費

18 △3,000 備 品
購入費

07 下稲吉小学校施設整備事業（政
 策） △5,500 

15   下稲吉小学校施設整備工事 △5,500 
09 美並小学校施設統合環境整備事
 業（政策） △3,000 

18   南小学校備品 △3,000 
△24,165 468,048 443,883 計   △455 △7,500 △597 △15,613 

（款） 10 教育費 （項） 3 中学校費
1 中学校管
理 費

△20,490 169,191 148,701 △3,147  △3,801 △13,542 13 △18,490 委託料
15 △2,000 工 事

請負費

03 中学校管理運営事業（政策） △6,948 
13   霞ヶ浦中学校スクールバス
   運行委託 △6,948 

05 中学校施設維持管理事業（政策
 ） △2,400 

13   霞ヶ浦中学校武道館耐震化
   設計業務委託 △400 
15   千代田中学校校舎屋根補修
   工事 △2,000 

08 中学校給食管理運営事業（政策
 ） △11,142 

13   学校給食業務委託 △11,142 
2 中学校教
育振興費

△1,250 39,381 38,131 △125   △1,125 20 △1,250 扶助費 09 中学校就学支援事業 △1,250 
20   就学援助費 △1,000 
20   特別支援教育就学奨励費 △250 

3 中学校整
備 費

△2,000 44,953 42,953    △2,000 18 △2,000 備 品
購入費

07 霞ヶ浦中学校施設統合環境整備
 事業（政策） △2,000 

18   霞ヶ浦中学校備品 △2,000 
△23,740 253,525 229,785 計   △3,272  △3,801 △16,667 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 10 教育費 （項） 4 社会教育費

1 社会教育
総 務 費

△1,400 73,893 72,493    △1,400 13 △400 委託料
19 △1,000 負担金

、補助
及 び
交付金

02 生涯学習推進事業 △1,000 
19   派遣社会教育主事市町村負
   担金 △1,000 

09 学校家庭地域の連携協力推進事
 業（政策） △400 

13   土曜日の教育支援体制等構
   築業務委託 △400 

2 公民館費 △500 91,108 90,608    △500 8 △500 報償費 16 公民館コミュニティ活動事業（
 政策） △500 

 8   記念品 △500 
3 文化振興
費

△191 8,568 8,377    △191 14 △191 使用料
及 び
賃借料

04 埋蔵文化財事業 △191 
14   試掘作業用重機借上料 △191 

5 歴 史
博物館費

△2,965 73,605 70,640    △2,965 13 △1,885 委託料
15 △1,080 工 事

請負費

03 歴史博物館管理運営事業（政策
 ） △1,080 

15   歴史博物館舗装等工事 △1,080 
05 ジオパーク推進事業（政策） △1,885 

13   ジオパーク案内看板整備委
   託 △1,885 

△5,056 286,023 280,967 計      △5,056 

（款） 10 教育費 （項） 5 保健体育費
1 保健体育
総 務 費

△2,700 50,261 47,561    △2,700 11 △2,700 需用費 04 市民ふれあいスポーツ推進事業 △2,700 
11   光熱水費 △2,700 

2 体育施設
管 理 費

△10,003 84,925 74,922    △10,003 13 △10,003 委託料 03 わかぐり運動公園管理運営事業 △2,550 
13   施設管理委託 △2,550 

04 多目的運動広場管理運営事業 △3,400 
13   施設管理委託 △3,400 

05 戸沢公園運動広場管理運営事業 △2,102 
13   施設管理委託 △2,102 

06 第１常陸野公園管理運営事業 △1,951 
13   施設管理委託 △1,951 

△12,703 135,186 122,483 計      △12,703 
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職員数（人）

3

16

1,665

16

107,7771,665 635

23,004

20,789

635

27,602

6,1786,970 (3.15)

38,460

90,051

106,389

234,9002,308

230,422

管理職員
特別勤務

手当

休日勤務
手当

勤勉手当 住居手当 退職手当

27,924

27,924

2,1787,663

7,663

補正前

比 　較

50,538344,337

扶養手当 期末手当

47,791

47,791

17,736 25,298 66,246 4,093

区　分

補正後

補正前

比    較

職員数（人）
報　　　酬 給　　　料 職員手当

344,337 230,422 17,736 25,298 66,246 4,093 50,538

職員
手当
等の
内訳

区　分

補正後

（単位　千円）

369

369 1,470,756

2,050 196,593

196,593

給　　　　　　　与　　　　　　　費

計

2,493,625

2,050

1,022,869

2,955,217

2,955,217

2,178

△ 1,388

合　　　　　　　計

38,460

90,051

1,022,869

その他の特別職

計

△ 1,388

△ 1,388

236,288

1,470,756

20,789

合　　　　　計

（１）総　括

議　　　　　員

議　　　　　員

その他の特別職

共　済　費

6,178

通勤手当
時間外

勤務手当
特殊勤務

手当
管理職
手当

宿日直
手当

夜間勤務
手当

（単位　千円）

（単位　千円）

6,970

(3.15)

32,282

69,262

107,142

208,686

2,308

△ 1,388

32,282

69,262

105,754

207,298

１　特　別　職

2,493,625

共　済　費

461,592

461,592

159,762

期末手当 年間支給率
                     （月分）

長　　　　　等

1,684

3

1,684

長　　　　　等

議　　　　　員

2,308

27,602

計

２　一　般　職

給　与　費　明　細　表

23,612

給　　　　　　与　　　　　　費

報　　酬 給　　料
その他
の手当

計

その他の特別職

計

区　　　　分

補　正　後

補　正　前

比   　　較

23,004

△ 1,388

52,620

158,374 23,004

長　　　　　等

△ 1,388

2,308

(3.15)

(3.15)23,004

107,142

16,642

23,612

52,620 16,642

105,754

1
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 議案第２６号 

 

   平成２９年度かすみがうら市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２３９，５３１千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

５，６２２，７５２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  国 民 健 康 保 険 税     1,114,092        50,945△     1,063,147

 1  国 民 健 康 保 険 税     1,114,092        50,945△     1,063,147

 3  国 庫 支 出 金     1,178,849       117,379△     1,061,470

 1  国 庫 負 担 金       941,950       117,379△       824,571

 7  共 同 事 業 交 付 金     1,267,903        63,658△     1,204,245

 1  共 同 事 業 交 付 金     1,267,903        63,658△     1,204,245

 9  繰 入 金       605,394         7,549△       597,845

 1  一 般 会 計 繰 入 金       455,394         7,549△       447,845

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計               5,862,283       239,531△     5,622,752
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  総 務 費        42,075           756△        41,319

 1  総 務 管 理 費        40,548           756△        39,792

 2  保 険 給 付 費     3,488,212        49,939△     3,438,273

 1  療 養 諸 費     3,062,019        49,939△     3,012,080

 3  後 期 高 齢 者 支 援 金 等       637,870         1,859△       636,011

 1  後 期 高 齢 者 支 援 金 等       637,870         1,859△       636,011

 6  介 護 納 付 金       247,249         2,429△       244,820

 1  介 護 納 付 金       247,249         2,429△       244,820

 7  共 同 事 業 拠 出 金     1,343,117       184,548△     1,158,569

 1  共 同 事 業 拠 出 金     1,343,117       184,548△     1,158,569

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計               5,862,283       239,531△     5,622,752
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  国 民 健 康 保 険 税         1,114,092            50,945    △         1,063,147

 2  使 用 料 及 び 手 数 料             1,000                 0             1,000

 3  国 庫 支 出 金         1,178,849           117,379    △         1,061,470

 4  療 養 給 付 費 交 付 金            82,825                 0            82,825

 5  前 期 高 齢 者 交 付 金         1,328,771                 0         1,328,771

 6  県 支 出 金           262,047                 0           262,047

 7  共 同 事 業 交 付 金         1,267,903            63,658    △         1,204,245

 8  財 産 収 入                 9                 0                 9

 9  繰 入 金           605,394             7,549    △           597,845

10  繰 越 金             2,260                 0             2,260

11  諸 収 入            19,133                 0            19,133

歳          入          合          計         5,862,283           239,531    △         5,622,752

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

1
0
5



歳    出

 1  総 務 費      42,075         756△      41,319         756△

 2  保 険 給 付 費   3,488,212      49,939△   3,438,273     112,465△      62,526

 3  後 期 高 齢 者 支 援 金 等     637,870       1,859△     636,011       4,137△       2,278

 4  前 期 高 齢 者 納 付 金 等       2,344           0       2,344

 5  老 人 保 健 拠 出 金          14           0          14

 6  介 護 納 付 金     247,249       2,429△     244,820         777△       1,652△

 7  共 同 事 業 拠 出 金   1,343,117     184,548△   1,158,569      63,658△     120,890△

 8  保 健 事 業 費      46,070           0      46,070

 9  基 金 積 立 金           9           0           9

10  諸 支 出 金      40,323           0      40,323

11  予 備 費      15,000           0      15,000

歳     出     合     計   5,862,283     239,531△   5,622,752     117,379△      63,658△      58,494△

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

1
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 国民健康保険税 （項） 1 国民健康保険税

1 一 般 被 保 険 者

国 民 健 康 保 険 税

△42,091 1,089,710 1,047,619 1 医 療 給 付 費 分

現 年 課 税 分

△27,258  現年課税分

2 後期高齢者支援金

分 現 年 課 税 分

△8,395  現年課税分

3 介 護 納 付 金 分

現 年 課 税 分

△6,438  現年課税分

2 退 職 被 保 険 者 等

国 民 健 康 保 険 税

△8,854 24,382 15,528 1 医 療 給 付 費 分

現 年 課 税 分

△5,587  現年課税分

2 後期高齢者支援金

分 現 年 課 税 分

△1,876  現年課税分

3 介 護 納 付 金 分

現 年 課 税 分

△1,391  現年課税分

△50,945 1,114,092 1,063,147 計 

（款） 3 国庫支出金 （項） 1 国庫負担金

1 療養給付費等負担金 △117,379 894,112 776,733 1 現年度療養給付費

等 負 担 金

△117,379  療養給付費等負担金 △112,465 

 介護納付金負担金 △777 

 後期高齢者支援金分 △4,137 

△117,379 941,950 824,571 計 

（款） 7 共同事業交付金 （項） 1 共同事業交付金

1 高額医療費共同事業

交 付 金

10,183 111,785 121,968 1 高額医療費共同

事 業 交 付 金

10,183  高額医療費共同事業交付金

2 保険財政共同安定化

事 業 交 付 金

△73,841 1,156,118 1,082,277 1 保険財政共同安定

化 事 業 交 付 金

△73,841  保険財政共同安定化事業交付金

△63,658 1,267,903 1,204,245 計 

（款） 9 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

1 一 般 会 計 繰 入 金 △7,549 455,394 447,845 1 一般会計繰入金 △7,549  保険基盤安定繰入金（支援分） △2,978 

 保険基盤安定繰入金（軽減分） △4,571 

△7,549 455,394 447,845 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 総務費 （項） 1 総務管理費

1 一般管理
費

△756 38,881 38,125    △756 13 △756 委託料 02 一般管理事業 △756 
13   電算システム改修委託 △756 

△756 40,548 39,792 計      △756 

（款） 2 保険給付費 （項） 1 療養諸費
1 一 般
被保険者
療養給付
費

△49,939 2,938,000 2,888,061 △112,465   62,526 19 △49,939 負担金
、補助
及 び
交付金

01 一般被保険者療養給付事業 △49,939 
19   一般被保険者療養給付費 △49,939 

△49,939 3,062,019 3,012,080 計   △112,465   62,526 

（款） 3 後期高齢者支援金等 （項） 1 後期高齢者支援金等
1 後期高齢
者支援金

△1,859 637,823 635,964 △4,137   2,278 19 △1,859 負担金
、補助
及 び
交付金

01 後期高齢者支援事業 △1,859 
19   後期高齢者支援金 △1,859 

△1,859 637,870 636,011 計   △4,137   2,278 

（款） 6 介護納付金 （項） 1 介護納付金
1 介護納付
金

△2,429 247,249 244,820 △777   △1,652 19 △2,429 負担金
、補助
及 び
交付金

01 介護納付金事業 △2,429 
19   介護納付金 △2,429 

△2,429 247,249 244,820 計   △777   △1,652 

（款） 7 共同事業拠出金 （項） 1 共同事業拠出金
1 高額医療
費拠出金

△59,669 165,607 105,938   10,183 △69,852 19 △59,669 負担金
、補助
及 び
交付金

01 高額医療費拠出金事業 △59,669 
19   高額医療費拠出金 △59,669 

2 保険財政
共同安定
化事業拠
出 金

△124,879 1,177,508 1,052,629   △73,841 △51,038 19 △124,879 負担金
、補助
及 び
交付金

01 保険財政共同安定化事業拠出金 △124,879 
19   保険財政共同安定化事業拠
   出金 △124,879 

△184,548 1,343,117 1,158,569 計     △63,658 △120,890 
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 議案第２７号 

 

   平成２９年度かすみがうら市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９，５３２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

７３７，３８４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料       264,706        19,532       284,238

 1  後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料       264,706        19,532       284,238

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計                 717,852        19,532       737,384

1
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 2  後 期高齢者医療広域連合納付 金       710,680        19,532       730,212

 1  後 期高齢者医療広域連合納付 金       710,680        19,532       730,212

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計                 717,852        19,532       737,384

1
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料           264,706            19,532           284,238

 2  使 用 料 及 び 手 数 料                 1                 0                 1

 3  繰 入 金           447,291                 0           447,291

 4  繰 越 金             2,921                 0             2,921

 5  諸 収 入             2,933                 0             2,933

歳          入          合          計           717,852            19,532           737,384

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

1
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歳    出

 1  総 務 費       3,014           0       3,014

 2  後期高齢者医療広域連合納付金     710,680      19,532     730,212      19,532

 3  諸 支 出 金       3,158           0       3,158

 4  予 備 費       1,000           0       1,000

歳     出     合     計     717,852      19,532     737,384      19,532

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

1
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 後期高齢者医療保険料 （項） 1 後期高齢者医療保険料

1 特 別 徴 収 保 険 料 10,059 173,812 183,871 1 現年度分特別徴収

保 険 料

10,059  現年度分

2 普 通 徴 収 保 険 料 9,473 90,894 100,367 1 現年度分普通徴収

保 険 料

8,658  現年度分

2 滞納繰越分普通徴

収 保 険 料

815  滞納繰越分

19,532 264,706 284,238 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 2 後期高齢者医療広域連合納付金 （項） 1 後期高齢者医療広域連合納付金

1 後期高齢
者医療広
域連合納
付 金

19,532 710,680 730,212    19,532 19 19,532 負担金
、補助
及 び
交付金

01 後期高齢者医療広域連合納付事
 業 19,532 

19   被保険者保険料等 19,532 

19,532 710,680 730,212 計      19,532 
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 議案第２８号 
 
   平成２９年度かすみがうら市下水道事業特別会計補正予算（第２号） 
 
 平成２９年度かすみがうら市の下水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 
 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３０，６９１千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
１，１２８，２７９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出 
 予算補正」による。 

 （繰越明許費） 
第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明

許費」による。 
 （地方債の補正） 
第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 
   平成３０年３月１日提出 
 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 3  国 庫 支 出 金         4,300         2,583△         1,717

 1  国 庫 補 助 金         4,300         2,583△         1,717

 4  繰 入 金       619,203        40,065△       579,138

 1  一 般 会 計 繰 入 金       619,203        40,065△       579,138

 5  繰 越 金         5,000        18,000        23,000

 1  繰 越 金         5,000        18,000        23,000

 6  諸 収 入         9,402         4,043△         5,359

 2  雑 入         9,401         4,043△         5,358

 7  市 債       176,700         2,000△       174,700

 1  市 債       176,700         2,000△       174,700

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計               1,158,970        30,691△     1,128,279

1
1
7



歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  下 水 道 費       540,897        30,691△       510,206

 1  下 水 道 管 理 費       419,739        21,598△       398,141

 2  下 水 道 建 設 費       121,158         9,093△       112,065

 2  公 債 費       613,073             0       613,073

 1  公 債 費       613,073             0       613,073

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計               1,158,970        30,691△     1,128,279

1
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（単位　千円）

款 項 金　　　　額

　１ 下水道費 ２ 下水道建設費 １，６４９流域下水道事業整備事業

第　２　表　　　繰　越　明　許　費　補　正

事　　業　　名

1
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　１　変　更 （単位　千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共下水道資本費平準化債 ８，１００ ８，８００

特定環境保全公共下水道資
本費平準化債

４７，２００ ４７，９００

公共下水道公営企業法適用
推進事業債

３８，７００ ３６，０００

流域下水道事業債 ６，３００ ５，６００

第　３　表　　　地　方　債　補　正

起債の目的
補正前 補正後

普通貸借又は
証券発行

３．０％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる政府資
金及び地方公共団体
機構資金について、
利率の見直しを行っ
た後においては、当
該見直し後の利率）

政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、市財政
の都合により据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借り
換えすることができ
る。

普通貸借又は
証券発行

３．０％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる政府資
金及び地方公共団体
機構資金について、
利率の見直しを行っ
た後においては、当
該見直し後の利率）

政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、市財政
の都合により据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借り
換えすることができ
る。
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  分 担 金 及 び 負 担 金             8,210                 0             8,210

 2  使 用 料 及 び 手 数 料           336,155                 0           336,155

 3  国 庫 支 出 金             4,300             2,583    △             1,717

 4  繰 入 金           619,203            40,065    △           579,138

 5  繰 越 金             5,000            18,000            23,000

 6  諸 収 入             9,402             4,043    △             5,359

 7  市 債           176,700             2,000    △           174,700

歳          入          合          計         1,158,970            30,691    △         1,128,279

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

1
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歳    出

 1  下 水 道 費     540,897      30,691△     510,206       2,583△       3,400△       4,043△      20,665△

 2  公 債 費     613,073           0     613,073       1,400       1,400△

 3  予 備 費       5,000           0       5,000

歳     出     合     計   1,158,970      30,691△   1,128,279       2,583△       2,000△       4,043△      22,065△

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

1
2
2



補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 3 国庫支出金 （項） 1 国庫補助金

1 下水道費国庫補助金 △2,583 4,300 1,717 1 下水道費補助金 △2,583  社会資本総合整備交付金

△2,583 4,300 1,717 計 

（款） 4 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

1 一 般 会 計 繰 入 金 △40,065 619,203 579,138 1 一般会計繰入金 △40,065  一般会計繰入金

△40,065 619,203 579,138 計 

（款） 5 繰越金 （項） 1 繰越金

1 繰 越 金 18,000 5,000 23,000 1 繰 越 金 18,000  繰越金

18,000 5,000 23,000 計 

（款） 6 諸収入 （項） 2 雑入

1 雑 入 △4,043 9,401 5,358 1 雑 入 △4,043  神立駅周辺整備事業下水道建設負担金

△4,043 9,401 5,358 計 

（款） 7 市債 （項） 1 市債

1 下 水 道 債 △2,000 176,700 174,700 1 公 共 下 水 道 債 △800  公共下水道資本費平準化債 700 

 公営企業法適用推進事業債 △1,500 

2 特 定 環 境 保 全

公 共 下 水 道 債

△500  特定環境保全公共下水道資本費平準化債 700 

 公営企業法適用推進事業債 △1,200 

3 流 域 下 水 道 債 △700  流域下水道事業債

△2,000 176,700 174,700 計 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 下水道費 （項） 1 下水道管理費

1 下 水 道
総 務 費

△2,323 77,505 75,182    △2,323 13 △5,361 委託料
27 3,038 公課費

02 下水道総務事業 3,038 
27   消費税納付金 3,038 

03 下水道総務事業（政策） △5,361 
13   下水道事業認可変更業務委
   託 △2,310 
13   下水道排水設備等管理業務
   委託 △503 
13   公共下水道雨水計画更新委
   託 △2,548 

2 下 水 道
維 持 費

△13,114 251,340 238,226 △2,583 △1,500  △9,031 13 △7,806 委託料
19 △5,308 負担金

、補助
及 び
交付金

02 下水道維持事業 △6,464 
13   管路マンホール調査業務委
   託 △1,156 
19   霞ヶ浦湖北流域下水道維持
   管理負担金 △5,308 

03 下水道維持事業（政策） △6,650 
13   長寿命化計画策定に係る調
   査業務委託 △5,165 
13   下水道資産台帳作成業務委
   託 △1,485 

3 特定環境
保全公共
下 水 道
維 持 費

△6,161 89,805 83,644  △1,200  △4,961 13 △3,118 委託料
15 △2,649 工 事

請負費
19 △394 負担金

、補助
及 び
交付金

02 特定環境保全公共下水道維持事
 業 △4,993 

13   管渠布設替工事設計業務委
   託 △1,650 
13   公共汚水桝設置工事設計業
   務委託 △300 
15   公共桝設置工事 △211 
15   管渠布設替工事 △2,438 
19   霞ヶ浦湖北流域下水道維持
   管理負担金 △394 

03 特定環境保全公共下水道維持事
 業（政策） △1,168 

13   下水道資産台帳作成業務委
   託 △1,168 

△21,598 419,739 398,141 計   △2,583 △2,700  △16,315 

（款） 1 下水道費 （項） 2 下水道建設費
1 公共下水
道 整 備
事 業 費

△8,377 94,523 86,146   △4,043 △4,334 13 △6,371 委託料
15 △2,006 工 事

請負費

02 公共下水道整備事業 △8,377 
13   管渠布設工事設計委託 △4,668 
13   制御盤移設設計委託 △1,703 
15   単独汚水管渠布設工事 △2,006 
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 下水道費 （項） 2 下水道建設費

3 流域下水
道 整 備
事 業 費

△716 6,668 5,952  △700  △16 19 △716 負担金
、補助
及 び
交付金

01 流域下水道整備事業 △716 
19   霞ヶ浦湖北流域下水道建設
   負担金 △716 

△9,093 121,158 112,065 計    △700 △4,043 △4,350 

（款） 2 公債費 （項） 1 公債費
1 元 金 0 483,531 483,531  1,400  △1,400 01 下水道事業起債元金償還事業

 （財源振替）  
0 613,073 613,073 計    1,400  △1,400 
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 議案第２９号 

 

   平成２９年度かすみがうら市農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ８０３千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

４４４，３８７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 5  繰 入 金       285,874         8,217△       277,657

 1  一 般 会 計 繰 入 金       285,874         8,217△       277,657

 6  繰 越 金         3,000         5,414         8,414

 1  繰 越 金         3,000         5,414         8,414

 8  市 債        73,700         2,000        75,700

 1  市 債        73,700         2,000        75,700

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計                 445,190           803△       444,387
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 1  農 業 集 落 排 水 事 業 費       174,509           803△       173,706

 1  農 業 集 落 排 水 事 業 費       174,509           803△       173,706

 2  公 債 費       267,681             0       267,681

 1  公 債 費       267,681             0       267,681

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計                 445,190           803△       444,387
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　１　変　更 （単位　千円）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

農業集落排水事業資本費平
準化債

６２，８００ ６５，６００

公営企業法適用推進事業債 １０，９００ １０，１００

第　２　表　　　地　方　債　補　正

起債の目的
補正前 補正後

普通貸借又は
証券発行

３．０％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる政府資
金及び地方公共団体
機構資金について、
利率の見直しを行っ
た後においては、当
該見直し後の利率）

政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、市財政
の都合により据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借り
換えすることができ
る。

普通貸借又は
証券発行

３．０％以内（ただ
し、利率見直し方式
で借り入れる政府資
金及び地方公共団体
機構資金について、
利率の見直しを行っ
た後においては、当
該見直し後の利率）

政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合にはその債権者
と協定するものによ
る。ただし、市財政
の都合により据置期
間及び償還期限を短
縮し、又は繰上償還
もしくは低利に借り
換えすることができ
る。1
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  分 担 金 及 び 負 担 金             2,900                 0             2,900

 2  使 用 料 及 び 手 数 料            78,633                 0            78,633

 3  県 費 支 出 金             1,080                 0             1,080

 4  財 産 収 入                 1                 0                 1

 5  繰 入 金           285,874             8,217    △           277,657

 6  繰 越 金             3,000             5,414             8,414

 7  諸 収 入                 2                 0                 2

 8  市 債            73,700             2,000            75,700

歳          入          合          計           445,190               803    △           444,387

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

1
3
0



歳    出

 1  農 業 集 落 排 水 事 業 費     174,509         803△     173,706         800△           3△

 2  公 債 費     267,681           0     267,681       2,800       2,800△

 3  予 備 費       3,000           0       3,000

歳     出     合     計     445,190         803△     444,387       2,000       2,803△

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

1
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 5 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

1 一 般 会 計 繰 入 金 △8,217 285,874 277,657 1 一般会計繰入金 △8,217  一般会計繰入金

△8,217 285,874 277,657 計 

（款） 6 繰越金 （項） 1 繰越金

1 繰 越 金 5,414 3,000 8,414 1 繰 越 金 5,414  繰越金

5,414 3,000 8,414 計 

（款） 8 市債 （項） 1 市債

1 農業集落排水事業債 2,000 73,700 75,700 1 農業集落排水事業

債

2,000  農業集落排水事業資本費平準化債 2,800 

 公営企業法適用推進事業債 △800 

2,000 73,700 75,700 計 

1
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 1 農業集落排水事業費 （項） 1 農業集落排水事業費

1 施設管理
費

△803 174,509 173,706  △800  △3 13 △803 委託料 03 農業集落排水維持管理事業（政
 策） △803 

13   農集台帳作成業務委託 △803 
△803 174,509 173,706 計    △800  △3 

（款） 2 公債費 （項） 1 公債費
1 元 金 0 215,366 215,366  2,800  △2,800 01 農業集落排水事業起債元金償還

 事業
 （財源振替）  

0 267,681 267,681 計    2,800  △2,800 

1
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 議案第３０号 

 

   平成２９年度かすみがうら市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

 

 平成２９年度かすみがうら市の介護保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３５，５９９千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

３，４３０，２１９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

1
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第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 3  国 庫 支 出 金       723,027        12,257△       710,770

 1  国 庫 負 担 金       562,833         9,600△       553,233

 2  国 庫 補 助 金       160,194         2,657△       157,537

 4  支 払 基 金 交 付 金       900,403        13,733△       886,670

 1  支 払 基 金 交 付 金       900,403        13,733△       886,670

 5  県 支 出 金       482,399         6,131△       476,268

 1  県 負 担 金       475,299         6,000△       469,299

 3  県 補 助 金         7,098           131△         6,967

 7  繰 入 金       526,304         4,852△       521,452

 1  一 般 会 計 繰 入 金       526,303         4,852△       521,451

 8  繰 越 金        60,018           346        60,364

 1  繰 越 金        60,018           346        60,364

 9  諸 収 入         5,303         1,028         6,331

 2  雑 入         5,202         1,028         6,230

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計               3,465,818        35,599△     3,430,219

1
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歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 2  保 険 給 付 費     3,206,076        36,862△     3,169,214

 4  高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費       118,770        38,062△        80,708

 5  市 町 村 特 別 給 付 費        11,823         1,200        13,023

 4  地 域 支 援 事 業 費        49,989         1,263        51,252

 2  一 般 介 護 予 防 事 業 費         2,938         1,044△         1,894

 3  包 括 的 支 援 事 業 ・ 任 意 事 業 費        28,074         2,307        30,381

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計               3,465,818        35,599△     3,430,219

1
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  保 険 料           758,214                 0           758,214

 2  使 用 料 及 び 手 数 料               100                 0               100

 3  国 庫 支 出 金           723,027            12,257    △           710,770

 4  支 払 基 金 交 付 金           900,403            13,733    △           886,670

 5  県 支 出 金           482,399             6,131    △           476,268

 6  財 産 収 入                50                 0                50

 7  繰 入 金           526,304             4,852    △           521,452

 8  繰 越 金            60,018               346            60,364

 9  諸 収 入             5,303             1,028             6,331

10  介 護 サ ー ビ ス 収 入            10,000                 0            10,000

歳          入          合          計         3,465,818            35,599    △         3,430,219

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

1
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歳    出

 1  総 務 費     109,429           0     109,429

 2  保 険 給 付 費   3,206,076      36,862△   3,169,214      18,000△      19,440△         578

 3  財 政 安 定 化 基 金 拠 出 金           1           0           1

 4  地 域 支 援 事 業 費      49,989       1,263      51,252         388△       2,014         363△

 5  介 護 サ ー ビ ス 事 業 費      14,525           0      14,525

 6  基 金 積 立 金      15,488           0      15,488

 7  諸 支 出 金      60,310           0      60,310

 8  予 備 費      10,000           0      10,000

歳     出     合     計   3,465,818      35,599△   3,430,219      18,388△      17,426△         215

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特      定      財      源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

1
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 3 国庫支出金 （項） 1 国庫負担金

1 介護給付費負担金 △9,600 562,833 553,233 1 現 年 度 分 △9,600  介護給付費国庫負担金

△9,600 562,833 553,233 計 

（款） 3 国庫支出金 （項） 2 国庫補助金

1 調 整 交 付 金 △2,448 146,315 143,867 1 現 年 度 分 △2,448  介護給付費調整交付金

2 地域支援事業交付金

（介護予防・日常生

活支援総合事業）

△209 4,295 4,086 1 現 年 度 分 △209 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支

援総合事業）

△2,657 160,194 157,537 計 

（款） 4 支払基金交付金 （項） 1 支払基金交付金

1 介護給付費交付金 △13,440 894,390 880,950 1 現 年 度 分 △13,440  支払基金交付金

2 地域支援事業支援交

付 金

△293 6,013 5,720 1 現 年 度 分 △293  地域支援事業支援交付金

△13,733 900,403 886,670 計 

（款） 5 県支出金 （項） 1 県負担金

1 介護給付費負担金 △6,000 475,299 469,299 1 現 年 度 分 △6,000  介護給付費県負担金

△6,000 475,299 469,299 計 

（款） 5 県支出金 （項） 3 県補助金

1 地域支援事業交付金

（介護予防・日常生

活支援総合事業）

△131 2,684 2,553 1 現 年 度 分 △131 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支

援総合事業）

△131 7,098 6,967 計 

（款） 7 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

1 介護給付費繰入金 △6,000 399,281 393,281 1 現 年 度 分 △6,000  介護給付費繰入金

2 地域支援事業繰入金

（介護予防・日常生

活支援総合事業）

△131 2,684 2,553 1 現 年 度 分 △131 地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支

援総合事業）

1
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補正前の額 補　正　額 計目 
  区　　　分 金　　額

節 
              説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 7 繰入金 （項） 1 一般会計繰入金

3 地域支援事業繰入金

（介護予防・日常生

活支援総合事業以外

）

1,279 4,414 5,693 1 現 年 度 分 1,279 地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支

援総合事業以外）

△4,852 526,303 521,451 計 

（款） 8 繰越金 （項） 1 繰越金

1 繰 越 金 346 60,018 60,364 1 繰 越 金 346  前年度繰越金

346 60,018 60,364 計 

（款） 9 諸収入 （項） 2 雑入

3 雑 入 1,028 5,200 6,228 1 雑 入 1,028  「食」の自立支援事業費負担金

1,028 5,202 6,230 計 

1
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補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額 　 計 　
        補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源     目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源   区　分 金　　額

節
       説　　　　　　　　　明

（単位  千円）（款） 2 保険給付費 （項） 4 高額介護サービス等諸費

1 高額介護
サービス
費

△38,062 118,500 80,438 △18,000  △19,440 △622 19 △38,062 負担金
、補助
及 び
交付金

01 高額介護サービス事業 △38,062 
19   高額介護サービス費 △38,062 

△38,062 118,770 80,708 計   △18,000  △19,440 △622 

（款） 2 保険給付費 （項） 5 市町村特別給付費
1 市町村特
別給付費

1,200 11,823 13,023    1,200 19 1,200 負担金
、補助
及 び
交付金

02 市町村特別給付事業（政策） 1,200 
19   市町村特別給付費 1,200 

1,200 11,823 13,023 計      1,200 

（款） 4 地域支援事業費 （項） 2 一般介護予防事業費
1 一般介護
予防事業
費

△1,044 2,938 1,894 △388  △293 △363 13 △1,044 委託料 02 介護予防普及啓発事業 △1,044 
13   一般介護予防事業委託 △1,044 

△1,044 2,938 1,894 計   △388  △293 △363 

（款） 4 地域支援事業費 （項） 3 包括的支援事業・任意事業費
3 任意事業
費

2,307 12,626 14,933   2,307  13 2,307 委託料 01 任意事業 2,307 
13   「食」の自立支援事業委託 2,307 

2,307 28,074 30,381 計     2,307  

1
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 議案第３８号 

 

   市道路線の認定について 

 

 市道に認定することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条

第２項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   平成３０年３月１日提出 

 

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 

路線名 道路区域(区間） 敷地の幅員 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) 
最小～最大

(m) 
(m) 

その他 8-2925 
下稲吉 

2607番 8 

下稲吉 

2605番 20 
2.50～2.50 93.80 
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路線認定位置図（千代田地区）　　

Ｒ６ 

Ｒ６ 

常磐自動車道 

常磐自動車道 

市役所(千代田庁舎) 

市道8-2925号線 
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詳細位置図(認定図）

起点 
終点 

市道8-2925号線 

県営千代田アパート 

シティーナ神立 
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 議案第３９号 

 

   市道路線の廃止について 

 

 市道路線を廃止することについて、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第

１０条第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

   平成３０年３月１日提出 

                                    

かすみがうら市長  坪 井  透   

 

 

路線名 道路区域(区間） 総延長 

種別 番号 起点側(地番) 終点側(地番) (m) 

その他 2121 宍倉 4883番 宍倉 4885番 91.95 

145



路線廃止位置図（霞ヶ浦地区） 

市道2121号線 

1
4
6



詳細位置図

菱木川 

起点 

終点 

旧かすみがうら市立宍倉小学校 

 市道2121号線 

多聞寺池 
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（参考資料） 
 付議事件（条例）条文新旧対照表（新規制定条例及び廃止条例は除く。） 
 
かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照

表(かすみがうら市廃棄物減量等推進審議会条例 附則第 2項関係) 

【改正前】 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

職名 報酬 旅費 

執行

機関 

 年額 月額 日額 車賃(1キ

ロメート

ルにつ

き) 

日当(1日

につき) 

宿泊料

(1夜に

つき) 

食卓料

(1夜に

つき) 

(略) 

附属

機関 

(略) 

環境美化委員会議委員   7,500 37 2,100 12,500 2,100 

(略) 

補助

機関 
(略) 

備考 (略) 

 

【改正後】 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

職名 報酬 旅費 

執行

機関 

  年額 月額 日額 車賃(1キ

ロメート

ルにつ

き) 

日当(1日

につき) 

宿泊料

(1夜に

つき) 

食卓料

(1夜に

つき) 

(略) 

附属

機関 

(略) 

環境美化委員会議委員   7,500 37 2,100 12,500 2,100 

廃棄物減量等推進審議

会委員 
  

7,500 37 2,100 12,500 2,100 

(略) 

補助

機関 
(略) 
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備考 (略) 

 
かすみがうら市議会議員及びかすみがうら市長の選挙における選挙運動用自動車の使用及

び選挙運動用ポスターの作成の公費負担に関する条例 新旧対照表(公職選挙法の一部を

改正する法律及び公職選挙法施行令の一部を改正する政令の施行に伴う関係条例の整理に

関する条例 第 1条関係) 

改正前 改正後 

 (選挙運動用自動車の使用の公費負担額及

び支払手続) 

 (選挙運動用自動車の使用の公費負担額及

び支払手続) 

第 4条 (略) 第 4条 (略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 当該契約が一般運送契約以外の契約で

ある場合 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れに定める金額 

(2) 当該契約が一般運送契約以外の契約で

ある場合 次に掲げる区分に応じ、それぞ

れに定める金額 

  ｱ 当該契約が選挙運動用自動車の借入

れ契約(以下「自動車借入れ契約」と

いう。)である場合 当該選挙運動用

自動車(同一の日において自動車借入

れ契約により 2 台以上の選挙運動用

自動車が使用される場合には、当該候

補者が指定するいずれか 1 台の選挙

運動用自動車に限る。)のそれぞれに

つき、選挙運動用自動車として使用さ

れた各日についてその使用に対し支

払うべき金額(当該金額が 1 万 5,300

円を超える場合には、1 万 5,300 円)

の合計金額 

  ｱ 当該契約が選挙運動用自動車の借入

れ契約(以下「自動車借入れ契約」と

いう。)である場合 当該選挙運動用

自動車(同一の日において自動車借入

れ契約により 2 台以上の選挙運動用

自動車が使用される場合には、当該候

補者が指定するいずれか 1 台の選挙

運動用自動車に限る。)のそれぞれに

つき、選挙運動用自動車として使用さ

れた各日についてその使用に対し支

払うべき金額(当該金額が 1 万 5,800

円を超える場合には、1 万 5,800 円)

の合計金額 

  ｲ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料

供給に関する契約である場合 当該

契約に基づき当該選挙運動用自動車

に供給した燃料の代金(当該選挙運動

用自動車(これに代わり使用される他

の選挙運動用自動車を含む。)が既に

前条の届出に係る契約に基づき供給

を受けた燃料の代金と合算して、

  ｲ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料

供給に関する契約である場合 当該

契約に基づき当該選挙運動用自動車

に供給した燃料の代金(当該選挙運動

用自動車(これに代わり使用される他

の選挙運動用自動車を含む。)が既に

前条の届出に係る契約に基づき供給

を受けた燃料の代金と合算して、
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7,350 円に当該候補者につき法第 86

条の 4第 1項、第 2項、第 5項、第 6

項又は第 8 項の規定による候補者の

届出があった日から当該選挙の期日

の前日までの日数を乗じて得た金額

に達するまでの部分の金額であるこ

とにつき、委員会が定めるところによ

り、当該候補者からの申請に基づき、

委員会が確認したものに限る。) 

7,560 円に当該候補者につき法第 86

条の 4第 1項、第 2項、第 5項、第 6

項又は第 8 項の規定による候補者の

届出があった日から当該選挙の期日

の前日までの日数を乗じて得た金額

に達するまでの部分の金額であるこ

とにつき、委員会が定めるところによ

り、当該候補者からの申請に基づき、

委員会が確認したものに限る。) 

 ｳ (略)  ｳ (略) 

 (選挙運動用ポスターの作成の公費負担額

及び支払手続) 

 (選挙運動用ポスターの作成の公費負担額

及び支払手続) 

第 8 条 本市は、候補者(前条の規定による

届出をした者に限る。)が同条に規定する

契約に基づきポスター作成業者に支払う

べき金額のうち、当該契約に基づき作成さ

れた選挙運動用ポスターの 1 枚当たりの

作成単価(当該作成単価が 1,000 円を超え

るときは、1,000円)に、作成枚数(当該作

成枚数が当該選挙におけるポスター掲示

場の数に 1.1 を乗じて得た数を超えると

きは、当該 1.1 を乗じて得た数。この場合

において、1未満の端数が生じたときは、

これを 1 に切り上げる。)を乗じて得た金

額を、第 6条において準用する第 2条ただ

し書に規定する要件に該当する場合に限

り、当該ポスター作成業者からの請求によ

り、当該ポスター作成業者に支払うものと

する。 

第 8 条 本市は、候補者(前条の規定による

届出をした者に限る。)が同条に規定する

契約に基づきポスター作成業者に支払う

べき金額のうち、当該契約に基づき作成さ

れた選挙運動用ポスターの 1 枚当たりの

作成単価(当該作成単価が 1,030 円を超え

るときは、1,030円)に、作成枚数(当該作

成枚数が当該選挙におけるポスター掲示

場の数に 1.1 を乗じて得た数を超えると

きは、当該 1.1を乗じて得た数。この場合

において、1未満の端数が生じたときは、

これを 1 に切り上げる。)を乗じて得た金

額を、第 6条において準用する第 2条ただ

し書に規定する要件に該当する場合に限

り、当該ポスター作成業者からの請求によ

り、当該ポスター作成業者に支払うものと

する。 

 

かすみがうら市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例 新旧対照表(公職

選挙法の一部を改正する法律及び公職選挙法施行令の一部を改正する政令の施行に伴う関

係条例の整理に関する条例 第 2条関係) 

改正前 改正後 

 かすみがうら市長の選挙におけるビラの  かすみがうら市議会議員及びかすみがう
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作成の公費負担に関する条例 ら市長の選挙におけるビラの作成の公費負

担に関する条例 

 (趣旨)  (趣旨) 

第 1条 この条例は、公職選挙法(昭和 25年

法律第 100号。以下「法」という。)第 142

条第 11 項の規定に基づき、かすみがうら

市長の選挙における法第 142条第 1項第 6

号のビラの作成の公費負担に関し必要な

事項を定めるものとする。 

第 1条 この条例は、公職選挙法(昭和 25年

法律第 100号。以下「法」という。)第 142

条第 11 項の規定に基づき、かすみがうら

市議会議員及びかすみがうら市長の選挙

における法第 142条第 1項第 6号のビラの

作成の公費負担に関し必要な事項を定め

るものとする。 

 (ビラの作成の公費負担)  (ビラの作成の公費負担) 

第 2 条 かすみがうら市長の選挙における

候補者(以下「候補者」という。)は、第 5

条に定める額の範囲内で、前条のビラを無

料で作成できる。ただし、当該候補者に係

る供託物が法第 93条第 1項(同条第 2項に

おいて準用する場合を含む。)の規定によ

りかすみがうら市(以下「市」という。)

に帰属することとならない場合に限る。 

第 2 条 かすみがうら市議会議員及びかす

みがうら市長の選挙における候補者(以下

「候補者」という。)は、第 5 条に定める

額の範囲内で、前条のビラを無料で作成で

きる。ただし、当該候補者に係る供託物が

法第 93条第 1項(同条第 2項において準用

する場合を含む。)の規定によりかすみが

うら市(以下「市」という。)に帰属するこ

ととならない場合に限る。 

 (ビラの作成の公費負担額及び支払手続)  (ビラの作成の公費負担額及び支払手続) 

第 4条 市は、前条の規定による届出をした

候補者が同条の契約に基づき当該契約の

相手方であるビラ作成業者に支払うべき

金額のうち、当該契約に基づき作成された

ビラの 1 枚当たりの作成単価(当該作成単

価が 7円 30 銭を超える場合にあっては、7

円 30 銭)に当該ビラの作成枚数(当該候補

者を通じて、法第 142条第 1項第 6号に定

める枚数の範囲内のものであることにつ

き、委員会が定めるところにより、当該候

補者からの申請に基づき、委員会が確認し

たものに限る。)を乗じて得た金額を、第

2条ただし書きに規定する要件に該当する

場合に限り、当該ビラ作成業者からの請求

第 4条 市は、前条の規定による届出をした

候補者が同条の契約に基づき当該契約の

相手方であるビラ作成業者に支払うべき

金額のうち、当該契約に基づき作成された

ビラの 1 枚当たりの作成単価(当該作成単

価が 7円 51銭を超える場合にあっては、7

円 51 銭)に当該ビラの作成枚数(当該候補

者を通じて、法第 142条第 1項第 6号に定

める枚数の範囲内のものであることにつ

き、委員会が定めるところにより、当該候

補者からの申請に基づき、委員会が確認し

たものに限る。)を乗じて得た金額を、第

2条ただし書きに規定する要件に該当する

場合に限り、当該ビラ作成業者からの請求
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に基づき、当該ビラ作成業者に対し支払う

ものとする。 

に基づき、当該ビラ作成業者に対し支払う

ものとする。 

 (公費負担の限度額)  (公費負担の限度額) 

第 5条 第 2条の規定による公費負担の限度

額は、候補者 1 人について、7 円 30 銭に

ビラの作成枚数(当該作成枚数が法第 142

条第 1項第 6号に定める枚数を超える場合

には、同号に定める枚数)を乗じて得た額

とする。 

第 5条 第 2条の規定による公費負担の限度

額は、候補者 1 人について、7 円 51 銭に

ビラの作成枚数(当該作成枚数が法第 142

条第 1項第 6号に定める枚数を超える場合

には、同号に定める枚数)を乗じて得た額

とする。 

 

かすみがうら市監査委員条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(定例監査の期日等) (定例監査の期日の通知) 

第5条 法第199条第4項の規定による監査

は、毎年10月に行う。 

第5条 法第199条第4項の規定による監査を

行うときは、その期日の7日前までに監査

の対象となる機関に通知するものとする。 

2 監査委員は、前項の監査を行うときは、

その期日の7日前までに監査の対象となる

機関に通知するものとする。 

 

 (臨時監査等の期日の通知)  (臨時監査等の期日の通知) 

第6条 監査委員は、法第199条第2項、第5

項及び第7項並びに第235条の2第2項の規

定による監査を行うときはその期日の7日

前までに、法第199条第5項の規定による監

査にあっては監査の対象となる機関に、法

第199条第7項及び第235条の2第2項の規定

による監査にあっては監査の対象となる

もの及び関係機関に通知するものとする。

ただし、特別の理由があると認めたとき

は、この限りでない。 

第6条 監査委員は、法第199条第2項及び第5

項の規定による監査を行うときは、その期

日の7日前までに監査の対象となる機関に

通知するものとする。ただし、特別の理由

があると認めるときは、この限りでない。 

 2 監査委員は法第199条第7項及び第235条

の2第2項並びに地方公営企業法(昭和27年

法律第292号。以下「公企法」という。)

第27条の2第1項の規定による監査を行う

ときは、その期日の7日前までに監査の対
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象となるもの及び関係機関に通知するも

のとする。ただし、特別の理由があると認

めるときは、この限りでない。 

(請求又は要求に基づく監査) (請求又は要求に基づく監査) 

第7条 監査委員は、法第75条第1項、第98

条第2項、第199条第6項及び第7項並びに第

235条の2第2項の規定による監査の請求又

は要求があった場合において監査を行う

ときは、当該請求又は要求があった日から

60日以内に監査を行わなければならない。

ただし、特別の理由があるときは、この限

りでない。 

第7条 監査委員は、法第75条第1項、第98

条第2項、第199条第6項、同条第7項及び第

235条の2第2項並びに公企法第27条の2第1

項の規定による監査の請求又は要求があ

った場合において監査を行うときは、当該

請求又は要求があった日から60日以内に

監査を行わなければならない。ただし、特

別の理由があるときは、この限りでない。 

 (請願の処理) 

 第7条の2 監査委員は、法第125条の規定に

よる議会からの請願の送付を受けたとき

は、90日以内に処理しなければならない。 

(決算書類等の審査) (決算書類等の審査) 

第9条 監査委員は、法第233条第2項及び第2

41条第5項並びに地方公営企業法(昭和27

年法律第292号)第30条第2項の規定により

決算及び証書類等並びに基金の運用状況

を示す書類が審査に付されたときは、60

日以内に意見書を市長に提出しなければ

ならない。 

第9条 監査委員は、法第233条第2項及び第2

41条第5項並びに公企法第30条第2項の規

定により決算及び証書類等並びに基金の

運用状況を示す書類が審査に付されたと

きは、90日以内に意見書を市長に提出しな

ければならない。 

(健全化判断比率等の審査) (健全化判断比率等の審査) 

第10条 監査委員は、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律(平成19年法律第94

号)第3条第1項及び第22条第1項の規定に

より健全化判断比率及び資金不足比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載し

た書類が審査に付されたときは、60日以内

に意見書を市長に提出しなければならな

い。 

第10条 監査委員は、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律(平成19年法律第94

号)第3条第1項及び第22条第1項の規定に

より健全化判断比率及び資金不足比率並

びにその算定の基礎となる事項を記載し

た書類が審査に付されたときは、90日以内

に意見書を市長に提出しなければならな

い。 

(職員の賠償責任の監査等) (職員の賠償責任の監査等) 

第11条 監査委員は、法第243条の2第3項本 第11条 監査委員は、法第243条の2第3項若
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文又は第8項後段の規定により市長から監

査又は意見を求められたときは、30日以内

に監査結果報告書又は意見書を提出しな

ければならない。ただし、特別の事由があ

ると認めるときは、この限りでない。 

しくは第8項後段又は公企法第34条の規定

により市長から監査又は意見を求められ

たときは、60日以内に監査結果報告書又は

意見書を提出しなければならない。ただ

し、特別の事由があると認めるときは、こ

の限りでない。 

    附 則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行す

る。 

 

かすみがうら市個人情報保護条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (定義)  (定義) 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 個人情報 生存する個人に関する情報

であって、当該情報に含まれる氏名､生年

月日その他の記述等により特定の個人を

識別することができるもの(他の情報と照

合することができ､それにより特定の個人

を識別することができることとなる者を

含む。)をいう。 

(3) 個人情報 生存する個人に関する情報

であって、次のいずれかに該当するものを

いう｡ 

  ｱ 当該情報に含まれる氏名、生年月日そ

の他の記述等(文書、図画若しくは電磁

的記録(電磁的方式(電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識す

ることができない方式をいう。)で作ら

れる記録をいう。以下同じ。)に記載さ

れ、若しくは記録され、又は音声、動作

その他の方法を用いて表された一切の

事項(個人識別符号を除く。)をいう。以

下同じ。)により特定の個人を識別する

ことができるもの(他の情報と照合する

ことができ、それにより特定の個人を識
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別することができることとなるものを

含む。) 

  ｲ 個人識別符号が含まれるもの 

 (4) 個人識別符号 行政機関の保有する個

人情報の保護に関する法律(平成 15 年法

律第 58号)第 2条第 3項に規定する個人識

別符号をいう。 

 (5) 要配慮個人情報 本人の人種、信条、

社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪によ

り害を被った事実その他本人に対する不

当な差別、偏見その他の不利益が生じない

ようにその取扱いに特に配慮を要するも

のとして規則で定める記述等が含まれる

個人情報をいう。 

(4)～(11) (略) (6)～(13) (略) 

 (収集の制限)  (収集の制限) 

第 9条 (略) 第 9条 (略) 

2 実施機関は、思想、信教及び信条に関す

る個人情報並びに社会的差別の原因とな

る個人情報については、収集してはならな

い。ただし、法令又は条例若しくはこれに

基づく規則(以下「法令等」という。)に定

めがある場合及び個人情報を取り扱う事

務の目的を達成するために当該個人情報

が必要かつ不可欠である場合は、この限り

でない。 

2 実施機関は、要配慮個人情報については、

収集してはならない。ただし、法令又は条

例若しくはこれに基づく規則（以下「法令

等」という。)に定めがある場合及び個人

情報を取り扱う事務の目的を達成するた

めに当該個人情報が必要かつ不可欠であ

る場合は、この限りでない。 

3及び 4 (略) 3及び 4 (略) 

 

かすみがうら市情報公開条例 新旧対照表(かすみがうら市個人情報保護条例の一部を改

正する条例 附則第 2条関係) 

改正前 改正後 

 (公開しないことができる市政情報)  (公開しないことができる市政情報) 

第 9条 実施機関は、次の各号のいずれかに

該当する市政情報(以下「非公開情報」と

いう。)については、公開をしないことが

できる。 

第 9条 実施機関は、次の各号のいずれかに

該当する市政情報(以下「非公開情報」と

いう。)については、公開をしないことが

できる。 
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(1) (略) (1) (略) 

(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。)で、特定

の個人を識別することができるもの(他の

情報と照合することにより、特定の個人を

識別することができることとなるものも

含む。)又は特定の個人を識別することは

できないが、公にすることにより、なお個

人の権利利益を害するおそれがあるもの。

ただし、次に掲げる情報を除く。 

(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。)であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他

の記述等(文書、図面若しくは電磁的記録

に記載され、若しくは記録され、又は音声、

動作その他の方法を用いて表された一切

の事項をいう。次条第 2項において同じ。)

により特定の個人を識別することができ

るもの(他の情報と照合することにより、

特定の個人を識別することができること

となるものを含む。)又は特定の個人を識

別することはできないが､公にすることに

より、なお個人の権利利益を害するおそれ

があるもの。ただし、次に掲げる情報を除

く。 

ｱ～ｴ (略) ｱ～ｴ (略) 

(3)～(9) (略) (3)～(9) (略) 

 

かすみがうら市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(給与に関する特例) (給与に関する特例) 

第7条 第2条第1項の規定により任期を定め

て採用された職員(以下「特定任期付職員」

という。)には、次の給料表を適用する。 

号給 給料月額 

1 372,000円 

2 420,000円 

3 471,000円 

4 532,000円 

5 607,000円 

6 709,000円 

7 829,000円 
 

第7条 第2条第1項の規定により任期を定め

て採用された職員(以下「特定任期付職員」

という。)には、次の給料表を適用する。 

号給 給料月額 

1 373,000円 

2 421,000円 

3 471,000円 

4 532,000円 

5 607,000円 

6 709,000円 

7 829,000円 
 

(給与条例の適用除外) (給与条例の適用除外) 

第8条 (略) 第8条 (略) 
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2 特定任期付職員に対する給与条例第2条

第1項及び第20条第2項の規定の適用につ

いては、給与条例第2条第1項中「この条例」

とあるのは「この条例及びかすみがうら市

一般職の任期付職員の採用及び給与の特

例に関する条例(平成29年かすみがうら市

条例第15号）第7条の規定」と、給与条例

第20条第2項中「100分の122.5」及び「10

0分の137.5」とあるのは「100分の162.5」

とする。 

2 特定任期付職員に対する給与条例第2条

第1項及び第20条第2項の規定の適用につ

いては、給与条例第2条第1項中「この条例」

とあるのは「この条例及びかすみがうら市

一般職の任期付職員の採用及び給与の特

例に関する条例(平成29年かすみがうら市

条例第15号）第7条の規定」と、給与条例

第20条第2項中「100分の122.5」及び「10

0分の137.5」とあるのは「100分の165」と

する。 

    附 則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行す

る。 

 
かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照

表 

改正前 改正後 

 (費用弁償)  (費用弁償) 

第 5条 (略) 第 5条 (略) 

2～11 (略) 2～11 (略) 

 12 前項の規定により費用弁償の支給を受

ける者が高速自動車国道を利用すること

により通勤事情の改善に資すると認めら

れる場合は、その利用に係る料金の 2 分

の 1 に相当する額を、前項に規定する額

に加算して支給することができる。ただ

し、1箇月当たり 20,000円を限度とする。 

12 前2項に規定する費用弁償は、通勤の事

実があった日の属する月の翌月の報酬支

給日に支給する。 

13 前 3 項に規定する費用弁償は、通勤の

事実があった日の属する月の翌月の報酬

支給日に支給する。 

    附 則 

  この条例は、平成 30年 4月 1日から施行

する。 

 

【改正前】 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 
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職名 報酬 旅費 

執行

機関 

  年額 月額 日額 車賃(1

キロメ

ートル

につき) 

日当(1

日につ

き) 

宿泊料

(1夜に

つき) 

食卓料

(1夜に

つき) 

(略) 

附属

機関 

(略) 

公民館運営審議会委員   7,500 37 2,100 12,500 2,100 

補助

機関 

(略) 

消費生活

相談員 

週4日の勤

務 

 120,000  37 2,100 12,500 2,100 

週4日未満

の勤務 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

(略) 

備考 

 1～8 (略) 

 9 学校生活相談員については、時間単位の勤務を行う場合の勤務1時間当たりの額は

1,250円とする 

 10～12 (略) 

 

【改正後】 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

職名 報酬 旅費 

執行

機関 

  年額 月額 日額 車賃(1

キロメ

ートル

につき) 

日当(1

日につ

き) 

宿泊料

(1夜に

つき) 

食卓料

(1夜に

つき) 

(略) 

附属

機関 

(略) 

公民館運営審議会委員   7,500 37 2,100 12,500 2,100 

消防施設等整備検討

委員会委員 
  

7,500 37 2,100 12,500 2,100 

補助

機関 

(略) 

消費生活

相談員 

週4日の勤

務 

 120,000  37 2,100 12,500 2,100 
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週4日未満

の勤務 

  7,500 37 2,100 12,500 2,100 

土木技術指導員   8,750 37 2,100 12,500 2,100 

(略) 

備考 

 1～8 (略) 

 9 学校生活相談員及び土木技術指導員については、時間単位の勤務を行う場合の勤務1

時間当たりの額は1,250円とする 

 10～12 (略) 

 

【改正前】 

別表第4(第5条関係) 

職名 区分(片道距離) 日額 月限度額 

生活保護相談員、生活保護

就労支援員、主任介護支援

専門員、介護支援専門員、

主任家庭児童相談員、家庭

児童相談員、母子・父子自

立支援員、ハートフル相談

員、環境保全監視員、消費

生活相談員、学校生活相談

員及び社会教育指導員、社

会教育指導員及び小中学

校非常勤講師 

2キロメートル以上5キロ

メートル未満 

円 

100 

円 

2,000 

5キロメートル以上10キロ

メートル未満 

200 4,200 

10キロメートル以上15キ

ロメートル未満 

340 7,100 

15キロメートル以上20キ

ロメートル未満 

480 10,000 

20キロメートル以上25キ

ロメートル未満 

610 12,900 

25キロメートル以上 750 15,800 

 

【改正後】 

別表第4(第5条関係) 

職名 区分(片道距離) 日額 月限度額 

生活保護相談員、生活保護

就労支援員、主任介護支援

専門員、介護支援専門員、

主任家庭児童相談員、家庭

児童相談員、母子・父子自

立支援員、ハートフル相談

員、環境保全監視員、消費

生活相談員、土木技術指導

2キロメートル以上5キロ

メートル未満 

円 

100 

円 

2,000 

5キロメートル以上10キロ

メートル未満 

200 4,200 

10キロメートル以上15キ

ロメートル未満 

340 7,100 

15キロメートル以上20キ

ロメートル未満 

480 10,000 
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員、学校生活相談員及び社

会教育指導員、社会教育指

導員及び小中学校非常勤

講師 

20キロメートル以上25キ

ロメートル未満 

610 12,900 

25キロメートル以上30キ

ロメートル未満 

750 15,800 

30キロメートル以上35キ

ロメートル未満 

890 18,700 

35キロメートル以上40キ

ロメートル未満 

1,030 21,600 

40キロメートル以上45キ

ロメートル未満 

1,160 24,400 

45キロメートル以上50キ

ロメートル未満 

1,250 26,200 

50キロメートル以上55キ

ロメートル未満 

1,330 28,000 

55キロメートル以上60キ

ロメートル未満 

1,420 29,800 

60キロメートル以上 1,500 31,600 

 

かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 新旧対照表 

(第1条関係) 

改正前 改正後 

(期末手当) (期末手当) 

第 4 条 市長等の期末手当の額は、給与条

例第 20条第 2項、第 4項及び第 5項の規

定を準用して算出された額とする。この

場合において、同条第 2 項中「100 分の

122.5」とあるのは「100 分の 155」と、

「100分の 137.5」とあるのは「100分の

170」とし、同条第 5 項中「行政職給料表

の適用を受ける職員でその職務の級が 3

級以上のもの並びに同表以外の各給料表

の適用を受ける職員で職務の複雑、困難

及び責任の度等を考慮してこれに相当す

る職員として当該各給料表につき規則で

定めるもの」とあるのは「規則で定める

職員」と、「職員の職の職制上の段階、職

第 4 条 市長等の期末手当の額は、給与条

例第 20条第 2項、第 4項及び第 5項の規

定を準用して算出された額とする。この

場合において、同条第 2 項中「100 分の

122.5」とあるのは「100 分の 155」と、

「100分の 137.5」とあるのは「100分の

175」とし、同条第 5項中「行政職給料表

の適用を受ける職員でその職務の級が 3

級以上のもの並びに同表以外の各給料表

の適用を受ける職員で職務の複雑、困難

及び責任の度等を考慮してこれに相当す

る職員として当該各給料表につき規則で

定めるもの」とあるのは「規則で定める

職員」と、「職員の職の職制上の段階、職
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務の級等を考慮して規則で定める職員の

区分に応じて」とあるのは「職務等に応

じて」と読み替えるものとする。 

務の級等を考慮して規則で定める職員の

区分に応じて」とあるのは「職務等に応

じて」と読み替えるものとする。 

 

かすみがうら市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 新旧対照表 

(第2条関係) 

改正前 改正後 

(期末手当) (期末手当) 

第 4条 市長等の期末手当の額は、給与条

例第 20条第 2項、第 4項 及び 第 5項

の規定を準用して算出された額とする。

この場合において、同条第 2項 中「100

分の 122.5」とあるのは「100分の 155」

と、「100分の 137.5」とあるのは「100

分の 175」とし、同条第 5項 中「行政職

給料表の適用を受ける職員でその職務の

級が 3級以上のもの並びに同表以外の各

給料表の適用を受ける職員で職務の複

雑、困難及び責任の度等を考慮してこれ

に相当する職員として当該各給料表につ

き規則で定めるもの」とあるのは「規則

で定める職員」と、「職員の職の職制上の

段階、職務の級等を考慮して規則で定め

る職員の区分に応じて」とあるのは「職

務等に応じて」と読み替えるものとする。 

第 4 条 市長等の期末手当の額は、給与条

例第 20 条第 2 項、第 4 項 及び 第 5 項

の規定を準用して算出された額とする。

この場合において、同条第 2 項 中「100

分の 122.5」とあるのは「100分の 157.5」

と、「100 分の 137.5」とあるのは「100

分の 172.5」とし、同条第 5 項 中「行政

職給料表の適用を受ける職員でその職務

の級が 3 級以上のもの並びに同表以外の

各給料表の適用を受ける職員で職務の複

雑、困難及び責任の度等を考慮してこれ

に相当する職員として当該各給料表につ

き規則で定めるもの」とあるのは「規則

で定める職員」と、「職員の職の職制上の

段階、職務の級等を考慮して規則で定め

る職員の区分に応じて」とあるのは「職

務等に応じて」と読み替えるものとする。 

    附 則 

  (施行期日等) 

 1 この条例は、公布の日から施行する。た

だし、第 2条の規定は、平成 30年 4月 1

日から施行する。 

 2 第 1条の規定による改正後のかすみが

うら市特別職の職員で常勤のものの給与

及び旅費に関する条例(以下「改正後の条

例」という。)の規定は、平成 29年 4月

1日から適用する。 

  (給与の内払) 
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 3 改正後の条例の規定を適用する場合に

おいては、改正前のかすみがうら市特別

職の職員で常勤のものの給与及び旅費に

関する条例の規定に基づいて支給された

給与は、改正後の条例の規定による給与

の内払とみなす。 

 

かすみがうら市職員の給与に関する条例 新旧対照表 (第 1条関係) 

改正前 改正後 

 (勤勉手当)  (勤勉手当) 

第 21条 (略) 第 21条 (略) 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任

命権者が規則で定める基準に従って定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合

において、各任命権者が支給する勤勉手

当の額の、その者に所属する次の各号に

掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞ

れ当該各号に定める額を超えてはならな

い。 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任

命権者が規則で定める基準に従って定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合

において、各任命権者が支給する勤勉手

当の額の、その者に所属する次の各号に

掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞ

れ当該各号に定める額を超えてはならな

い。 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該

職員がそれぞれの基準日現在(退職し、若

しくは失職し、又は死亡した職員にあっ

ては、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日現在。次項及び附則第7項第3号

において同じ。)において受けるべき扶養

手当の月額を加算した額に100分の85を

乗じて得た額の総額 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該

職員がそれぞれの基準日現在(退職し、若

しくは失職し、又は死亡した職員にあっ

ては、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日現在。次項及び附則第 7 項第 3

号において同じ。)において受けるべき扶

養手当の月額を加算した額に 6 月に支給

する場合においては 100分の 85、12月に

支給する場合においては 100分の 95を乗

じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該

再任用職員の勤勉手当基礎額に100分の

40を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該

再任用職員の勤勉手当基礎額に 6 月に支

給する場合においては 100分の 40、12月

に支給する場合においては 100分の 45を

乗じて得た額の総額 

3～5 (略) 3～5 (略) 
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   附 則    附 則 

1～6 (略) 1～6 (略) 

(特定減額職員に対する給与に関する特

例措置) 

(特定減額職員に対する給与に関する特

例措置) 

7 (略) 7 （略） 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

8及び 9 (略) 8及び 9 (略) 

10 附則第 7 項の規定が適用される間、第

21 条第 2項第 1号に定める額は、同号の

規定にかかわらず、同号の規定により算

出した額から、同号に掲げる職員で附則

第 7 項の規定により給与が減ぜられて支

給されるものの勤勉手当減額対象額に

100分の 1.275を乗じて得た額(最低号給

に達しない場合にあっては、勤勉手当減

額基礎額に 100 分の 85 を乗じて得た額)

の総額に相当する額を減じた額とする。 

10 附則第 7 項の規定が適用される間、第

21条第 2項第 1号に定める額は、同号の

規定にかかわらず、同号の規定により算

出した額から、同号に掲げる職員で附則

第 7 項の規定により給与が減ぜられて支

給されるものの勤勉手当減額対象額に 6

月に支給する場合においては 100 分の

1.275、12 月に支給する場合においては

100分の 1.425を乗じて得た額(最低号給

に達しない場合にあっては、勤勉手当減

額基礎額に 6 月に支給する場合において

は 100分の 85、12月に支給する場合にお

いては 100 分の 95 を乗じて得た額)の総

額に相当する額を減じた額とする。 

別表第 2(第 5条関係) 別表第 2(第 5条関係) 

 行政職給料表 (略)  行政職給料表 (略) 

別表第 3(第 5条関係) 別表第 3(第 5条関係) 

 消防職給料表 (略)  消防職給料表 (略) 

 

かすみがうら市職員の給与に関する条例 新旧対照表 (第 2条関係) 

改正前 改正後 

  (地域手当) 

第 12条の 2 削除 第 12条の 2 地域手当は、当該地域におけ

る民間の賃金水準を基礎とし、当該地域

における物価等を考慮して規則で定める

地域に勤務する職員に支給する。 

 2 地域手当の月額は、給料、管理職手当及

び扶養手当の月額の合計額に、100 分の

20を超えない範囲内で規則で定める割合
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を乗じて得た額とする。 

 (期末手当)  (期末手当) 

第 20条 期末手当は、6月 1日及び 12月 1

日(以下この条から第 20条の 3まで及び

附則第 7項第 2 号においてこれらの日を

「基準日」という。)にそれぞれ在職する

職員に対して、それぞれ基準日の属する

月の規則で定める日(次条及び第 20条の

3 においてこれらの日を「支給日」とい

う。)に支給する。これらの基準日前 1箇

月以内に退職し、若しくは法第 16条第 1

号に該当して法第 28条第 4項の規定によ

り失職し、又は死亡した職員(第 24条第

7項の規定の適用を受ける職員及び規則

で定める職員を除く。)についても同様と

する。 

第 20条 期末手当は、6月 1日及び 12月 1

日(以下この条から第 20 条の 3 までにお

いてこれらの日を「基準日」という。)

にそれぞれ在職する職員に対して、それ

ぞれ基準日の属する月の規則で定める日

(次条及び第 20 条の 3 第 1 項においてこ

れらの日を「支給日」という。)に支給す

る。これらの基準日前 1 箇月以内に退職

し、若しくは法第 16条第 1号に該当して

法第 28条第 4項の規定により失職し、又

は死亡した職員(第 24 条第 7 項の規定の

適用を受ける職員及び規則で定める職員

を除く。)についても同様とする。 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、6

月に支給する場合においては100分の12

2.5、12月に支給する場合においては100

分の137.5を乗じて得た額に、基準日以前

6箇月以内の期間における職員の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各号に定める割合を乗じて得た額とす

る。 

2 期末手当の額は、期末手当基礎額に、6

月に支給する場合には100分の122.5、12

月に支給する場合には100分の137.5を乗

じて得た額に、基準日以前6箇月以内の期

間における職員の在職期間の次の各号に

掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

3 (略) 3 (略) 

4 第 2項の期末手当基礎額は、それぞれそ

の基準日現在(退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、

若しくは失職し、又は死亡した日現在。

附則第 7項第 2 号において同じ。)におい

て職員が受けるべき給料及び扶養手当の

月額の合計額とする。 

4 第 2項の期末手当基礎額は、それぞれそ

の基準日現在(退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、

若しくは失職し、又は死亡した日現在)

において職員が受けるべき給料及び扶養

手当並びにこれらに対する地域手当の月

額の合計額とする。 

5 行政職給料表の適用を受ける職員でそ

の職務の級が 3 級以上であるもの並びに

同表以外の各給料表の適用を受ける職員

5 行政職給料表の適用を受ける職員でそ

の職務の級が 3 級以上であるもの並びに

同表以外の各給料表の適用を受ける職員
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で職務の複雑、困難及び責任の度等を考

慮してこれに相当する職員として当該各

給料表につき規則で定めるものについて

は、前項の規定にかかわらず、同項に規

定する合計額に、給料の月額に職員の職

の職制上の段階、職務の級等を考慮して

規則で定める職員の区分に応じて 100 分

の 15 を超えない範囲内で規則で定める

割合を乗じて得た額を加算した額を第 2

項の期末手当基礎額とする。 

で職務の複雑、困難及び責任の度等を考

慮してこれに相当する職員として当該各

給料表につき規則で定めるものについて

は、前項の規定にかかわらず、同項に規

定する合計額に、給料の月額及びこれに

対する地域手当の月額の合計額に職員の

職の職制上の段階、職務の級等を考慮し

て規則で定める職員の区分に応じて 100

分の 15 を超えない範囲内で規則で定め

る割合を乗じて得た額を加算した額を第

2項の期末手当基礎額とする。 

6 (略) 6 (略) 

 (勤勉手当)  (勤勉手当) 

第21条 勤勉手当は、6月1日及び12月1日

(以下この条及び附則第7項第3号におい

てこれらの日を「基準日」という。)にそ

れぞれ在職する職員に対し、その者の基

準日以前における直近の人事評価の結果

及び基準日以前6箇月以内の期間におけ

る勤務の状況に応じて、それぞれ基準日

の属する月の規則で定める日に支給す

る。これらの基準日前1箇月以内に退職

し、若しくは法第16条第1号に該当して法

第28条第4項の規定により失職し、又は死

亡した職員(規則で定める職員を除く。)

についても同様とする。 

第21条 勤勉手当は、6月1日及び12月1日

(以下この条においてこれらの日を「基準

日」という。)にそれぞれ在職する職員に

対し、その者の基準日以前における直近

の人事評価の結果及び基準日以前6箇月

以内の期間における勤務の状況に応じ

て、それぞれ基準日の属する月の規則で

定める日に支給する。これらの基準日前1

箇月以内に退職し、若しくは法第16条第1

号に該当して法第28条第4項の規定によ

り失職し、又は死亡した職員(規則で定め

る職員を除く。)についても同様とする。 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任

命権者が規則で定める基準に従って定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合

において、各任命権者が支給する勤勉手

当の額の、その者に所属する次の各号に

掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞ

れ当該各号に定める額を超えてはならな

い。 

2 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任

命権者が規則で定める基準に従って定め

る割合を乗じて得た額とする。この場合

において、各任命権者が支給する勤勉手

当の額の、その者に所属する次の各号に

掲げる職員の区分ごとの総額は、それぞ

れ当該各号に定める額を超えてはならな

い。 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の

職員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該
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職員がそれぞれの基準日現在(退職し、若

しくは失職し、又は死亡した職員にあっ

ては、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日現在。次項及び附則第 7 項第 3

号において同じ。)において受けるべき扶

養手当の月額を加算した額に 6 月に支給

する場合においては 100分の 85、12月に

支給する場合においては 100分の 95を乗

じて得た額の総額 

職員がそれぞれの基準日現在(退職し、若

しくは失職し、又は死亡した職員にあっ

ては、退職し、若しくは失職し、又は死

亡した日現在。次項において同じ。)にお

いて受けるべき扶養手当の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を加算

した額に100分の90を乗じて得た額の総

額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該

再任用職員の勤勉手当基礎額に 6 月に支

給する場合においては 100分の 40、12月

に支給する場合においては 100分の 45を

乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該

再任用職員の勤勉手当基礎額に100分の

42.5を乗じて得た額の総額 

3 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその

基準日現在において職員が受けるべき給

料の月額とする。 

3 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその

基準日現在において職員が受けるべき給

料の月額及びこれに対する地域手当の月

額の合計額とする。 

4 第 20 条第 5 項の規定は、第 2 項の勤勉

手当基礎額について準用する。この場合

において、同条第 5 項中「前項」とある

のは「第 21条第 3項」と読み替えるもの

とする。 

4 第 20 条第 5 項の規定は、第 2 項の勤勉

手当基礎額について準用する。この場合

において、同条第 5 項中「前項」とある

のは「第 21 条第 3 項」と、「同項に規定

する合計額」とあるのは「給料の月額及

びこれに対する地域手当の月額の合計

額」と読み替えるものとする。 

5 (略) 5 (略) 

附 則 附 則 

1～6 (略) 1～6 (略) 

(特定減額職員に対する給与に関する特

例措置) 

7 平成30年3月31日までの間、職員(次の表

の給料表欄に掲げる給料表の適用を受け

る職員(再任用職員を除く。)のうち、そ

の職務の級が次の表の職務の級欄に掲げ

る職務の級以上である者であってその号

給がその職務の級における最低の号給で
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ないものに限る。以下この項及び次項に

おいて「特定減額職員」という。)に対す

る次に掲げる給与の支給に当たっては、

当該特定減額職員が55歳に達した日後に

おける最初の4月1日(特定減額職員以外

の者が55歳に達した日後における最初の

4月1日後に特定減額職員となった場合に

あっては、特定減額職員となった日)以

後、次の各号に掲げる給与の額から、そ

れぞれ当該各号に定める額に相当する額

を減ずる。 

(1) 給料月額 当該特定減額職員の給料

月額に100分の1.5を乗じて得た額(当該

特定減額職員の給料月額に100分の98.5

を乗じて得た額が、当該特定減額職員の

属する職務の級における最低の号給の給

料月額に達しない場合(以下この項、附則

第9項及び第10項において「最低号給に達

しない場合」という。)にあっては、当該

特定減額職員の給料月額から当該特定減

額職員の属する職務の級における最低の

号給の給料月額を減じた額(以下この項

及び附則第9項において「給料月額減額基

礎額」という。)) 

(2) 期末手当 それぞれその基準日現在

において当該特定減額職員が受けるべき

給料月額(第20条第5項の規定の適用を受

ける職員にあっては、当該額に、当該額

に同項に規定する100分の15を超えない

範囲内で規則で定める割合を乗じて得た

額を加算した額)に、当該特定減額職員に

支給される期末手当に係る同条第2項各

号列記以外の部分に規定する割合を乗じ

て得た額に、当該特定減額職員に支給さ

れる期末手当に係る同項各号に定める割

合を乗じて得た額に、100分の1.5を乗じ
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て得た額(最低号給に達しない場合にあ

っては、それぞれその基準日現在におい

て当該特定減額職員が受けるべき給料月

額減額基礎額(同条第5項の規定の適用を

受ける職員にあっては、当該額に、当該

額に同項に規定する100分の15を超えな

い範囲内で規則で定める割合を乗じて得

た額を加算した額)に、当該特定減額職員

に支給される期末手当に係る同条第2項

各号列記以外の部分に規定する割合を乗

じて得た額に、当該特定減額職員に支給

される期末手当に係る同項各号に定める

割合を乗じて得た額) 

(3) 勤勉手当 それぞれその基準日現在

において当該特定減額職員が受けるべき

給料月額(第21条第4項において準用する

第20条第5項の規定の適用を受ける職員

にあっては、当該額に、当該額に同項に

規定する100分の15を超えない範囲内で

規則で定める割合を乗じて得た額を加算

した額。附則第10項において「勤勉手当

減額対象額」という。)に、当該特定減額

職員に支給される勤勉手当に係る第21条

第2項前段に規定する割合を乗じて得た

額に100分の1.5を乗じて得た額(最低号

給に達しない場合にあっては、それぞれ

その基準日現在において当該特定減額職

員が受けるべき給料月額減額基礎額(同

条第4項において準用する第20条第5項の

規定の適用を受ける職員にあっては、当

該額に、当該額に同項に規定する100分の

15を超えない範囲内で規則で定める割合

を乗じて得た額を加算した額。附則第10

項において「勤勉手当減額基礎額」とい

う。)に、当該特定減額職員に支給される

勤勉手当に係る第21条第2項前段に規定
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する割合を乗じて得た額) 

(4) 第24条第1項から第5項まで又は第7項

の規定により支給される給与 当該特定

減額職員に適用される次に掲げる規定の

区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 ｱ 第24条第1項 前3号に定める額 

 ｲ 第24条第2項又は第3項 第1号及び第

2号に定める額に100分の80を乗じて得

た額 

 ｳ 第24条第4項 第1号に定める額に、同

項の規定により当該特定減額職員に支

給される給与に係る割合を乗じて得た

額 

 ｴ 第24条第5項 第1号及び第2号に定め

る額に、同項の規定により当該特定減

額職員に支給される給与に係る割合を

乗じて得た額 

 ｵ 第24条第7項 第2号に定める額に100

分の80を乗じて得た額(同条第5項の規

定により給与の支給を受ける職員にあ

っては、同号に定める額に、同項の規

定により当該職員に支給される給与に

係る割合を乗じて得た額) 

給料表 職務の級 

行政職給料表 6級 

消防職給料表 6級 
 

 

8 前項に規定するもののほか、特定減額職

員以外の者が月の初日以外の日に特定減

額職員となった場合における同項の減ず

る額の計算その他同項の規定の実施に関

し必要な事項は、規則で定める。 

 

9 附則第7項の規定により給与が減ぜられ

て支給される職員についての第13条から

第16条までに規定する勤務1時間当たり

の給与額は、第17条の規定にかかわらず、

第1号に掲げる額から第2号に掲げる額を
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減じた額とする。 

(1) 第17条の規定により算出した給与額 

(2) 給料月額に12を乗じ、その額を1週間

当たりの勤務時間に52を乗じたものから

第17条の規則で定める時間を減じたもの

(以下この号において「総勤務時間数」と

いう。)で除して得た額に100分の1.5を乗

じて得た額(最低号給に達しない場合に

あっては、給料月額減額基礎額に12を乗

じ、その額を総勤務時間数で除して得た

額) 

10 附則第7項の規定が適用される間、第21

条第2項第1号に定める額は、同号の規定

にかかわらず、同号の規定により算出し

た額から、同号に掲げる職員で附則第7

項の規定により給与が減ぜられて支給さ

れるものの勤勉手当減額対象額に100分

の1.275を乗じて得た額(最低号給に達し

ない場合にあっては、勤勉手当減額基礎

額に100分の85を乗じて得た額)の総額に

相当する額を減じた額とする。 

 

    附 則 

  (施行期日等) 

 1 この条例は、公布の日から施行する。た

だし、第 2条の規定は、平成 30年 4月 1

日から施行する。 

 2 第 1 条の規定による改正後のかすみが

うら市職員の給与に関する条例(以下「改

正後の給与条例」という。)の規定は、平

成 29年 4月 1日から適用する。 

  (給与の内払) 

 3 改正後の給与条例の規定を適用する場

合においては、第 1 条の規定による改正

前の給与条例の規定に基づいて支給され

た給与(かすみがうら市職員の給与に関

する条例の一部を改正する条例(平成 27
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年条例第 13 号。以下「平成 27 年改正条

例」という。)附則第 2項から第 4項まで

の規定に基づいて支給された給料を含

む。)は、改正後の給与条例の規定による

給与(平成 27 年改正条例附則第 2 項から

第 3 項までの規定による給料を含む。)

の内払とみなす。 

  (規則への委任) 

 4 前各項に定めるもののほか、この条例の

施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 
かすみがうら市職員の勤務時間、休暇等に関する条例 新旧対照表(かすみがうら市職員の

給与に関する条例の一部を改正する条例 附則第 5項関係) 

改正前 改正後 

 (給与条例附則第 7 項の規定により給料

が減ぜられて支給される職員に関する読

替え) 

  

3 給与条例附則第 7 項の規定により給与

が減ぜられて支給される職員に対する第

15条第 3項の規定の適用については、同

項中「第 17 条」とあるのは、「附則第 9

項」とする。 

 

 
かすみがうら市職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表(かすみがうら市職員の給与

に関する条例の一部を改正する条例 附則第 6項関係) 

改正前 改正後 

 (給与条例附則第 7 項の規定により給料

が減ぜられて支給される職員に関する読

替え) 

  

3 かすみがうら市職員の給与に関する条

例(平成 17 年かすみがうら市条例第 46

号。以下「給与条例」という。)附則第 7

項の規定により給与が減ぜられて支給さ

れる職員に対する第 11 条の規定の適用

については、同項中「第 17条」とあるの

は、「附則第 9項」とする。 
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かすみがうら市手数料条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

別表第2(第2条関係) 別表第2(第2条関係) 

事務 名称 区分 手

数

料 

(略) 

(2) 消

防

法

第

1

1

条

第

1

項

前

段

の

規

定

に

よ

る

設

置

の

許

可

の

申

請

製

造

所

、

貯

蔵

所

又

は

取

扱

所

の

設

置

許

可

申

請

手

数

料 

(略) 

貯

蔵

所 

(略) 

準特定屋外タンク貯蔵

所(岩盤タンクに係る

屋外タンク貯蔵所を除

く。) 

53

0,0

00

円 

特定屋

外タン

ク貯蔵

所(浮き

屋根を

有する

特定屋

外貯蔵

タンク

のうち

総務省

令で定

めるも

のに係

る特定

屋外タ

ンク貯

蔵所(以

下「浮き

屋根式

危険物の貯蔵

最大数量が1,

000キロリッ

トル以上5,00

0キロリット

ル未満のもの 

83

0,0

00

円 

危険物の貯蔵

最大数量が5,

000キロリッ

トル以上1万

キロリットル

未満のもの 

1,0

10,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が1

万キロリット

ル以上5万キ

ロリットル未

満のもの 

1,1

20,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が5

1,4

20,

事務 名称 区分 手

数

料 

(略) 

(2) 消

防

法

第

1

1

条

第

1

項

前

段

の

規

定

に

よ

る

設

置

の

許

可

の

申

請

製

造

所

、

貯

蔵

所

又

は

取

扱

所

の

設

置

許

可

申

請

手

数

料 

(略) 

貯

蔵

所 

(略) 

準特定屋外タンク貯蔵

所(岩盤タンクに係る

屋外タンク貯蔵所を除

く。) 

57

0,0

00

円 

特定屋

外タン

ク貯蔵

所(浮き

屋根を

有する

特定屋

外貯蔵

タンク

のうち

総務省

令で定

めるも

のに係

る特定

屋外タ

ンク貯

蔵所(以

下「浮き

屋根式

危険物の貯蔵

最大数量が1,

000キロリッ

トル以上5,00

0キロリット

ル未満のもの 

88

0,0

00

円 

危険物の貯蔵

最大数量が5,

000キロリッ

トル以上1万

キロリットル

未満のもの 

1,0

70,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が1

万キロリット

ル以上5万キ

ロリットル未

満のもの 

1,2

00,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が5

1,5

20,
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に

対

す

る

審

査 

特定屋

外タン

ク貯蔵

所」とい

う。)、

浮き蓋

付きの

特定屋

外貯蔵

タンク

のうち

総務省

令で定

めるも

のに係

る特定

屋外タ

ンク貯

蔵所(以

下「浮き

蓋付特

定屋外

タンク

貯蔵所」

とい

う。)及

び岩盤

タンク

に係る

屋外タ

ンク貯

蔵所を

除く。) 

万キロリット

ル以上10万キ

ロリットル未

満のもの 

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が10

万キロリット

ル以上20万キ

ロリットル未

満のもの 

1,6

60,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が20

万キロリット

ル以上30万キ

ロリットル未

満のもの 

3,8

80,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が30

万キロリット

ル以上40万キ

ロリットル未

満のもの 

5,1

00,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が40

万キロリット

ル以上のもの 

6,2

90,

000

円 

浮き屋

根式特

危険物の貯蔵

最大数量が1,

1,1

30,

に

対

す

る

審

査 

特定屋

外タン

ク貯蔵

所」とい

う。)、

浮き蓋

付きの

特定屋

外貯蔵

タンク

のうち

総務省

令で定

めるも

のに係

る特定

屋外タ

ンク貯

蔵所(以

下「浮き

蓋付特

定屋外

タンク

貯蔵所」

とい

う。)及

び岩盤

タンク

に係る

屋外タ

ンク貯

蔵所を

除く。) 

万キロリット

ル以上10万キ

ロリットル未

満のもの 

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が10

万キロリット

ル以上20万キ

ロリットル未

満のもの 

1,7

80,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が20

万キロリット

ル以上30万キ

ロリットル未

満のもの 

4,0

70,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が30

万キロリット

ル以上40万キ

ロリットル未

満のもの 

5,3

40,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が40

万キロリット

ル以上のもの 

6,4

90,

000

円 

浮き屋

根式特

危険物の貯蔵

最大数量が1,

1,1

80,
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定屋外

タンク

貯蔵所

及び浮

き蓋付

特定屋

外タン

ク貯蔵

所 

000キロリッ

トル以上5,00

0キロリット

ル未満のもの 

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が5,

000キロリッ

トル以上1万

キロリットル

未満のもの 

1,3

40,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が1

万キロリット

ル以上5万キ

ロリットル未

満のもの 

1,5

00,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が5

万キロリット

ル以上10万キ

ロリットル未

満のもの 

1,8

30,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が10

万キロリット

ル以上20万キ

ロリットル未

満のもの 

2,1

40,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が20

万キロリット

ル以上30万キ

ロリットル未

満のもの 

4,3

50,

000

円 

定屋外

タンク

貯蔵所

及び浮

き蓋付

特定屋

外タン

ク貯蔵

所 

000キロリッ

トル以上5,00

0キロリット

ル未満のもの 

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が5,

000キロリッ

トル以上1万

キロリットル

未満のもの 

1,4

10,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が1

万キロリット

ル以上5万キ

ロリットル未

満のもの 

1,5

80,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が5

万キロリット

ル以上10万キ

ロリットル未

満のもの 

1,9

40,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が10

万キロリット

ル以上20万キ

ロリットル未

満のもの 

2,2

60,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が20

万キロリット

ル以上30万キ

ロリットル未

満のもの 

4,5

50,

000

円 

174



危険物の貯蔵

最大数量が30

万キロリット

ル以上40万キ

ロリットル未

満のもの 

5,5

70,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が40

万キロリット

ル以上のもの 

6,7

70,

000

円 

岩盤タ

ンクに

係る屋

外タン

ク貯蔵

所 

危険物の貯蔵

最大数量が40

万キロリット

ル未満のもの 

5,7

50,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が40

万キロリット

ル以上50万キ

ロリットル未

満のもの 

7,2

50,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が50

万キロリット

ル以上のもの 

10,

70

0,0

00

円 

(略) 

(略) 

(略) 

(5) 消

防

法

第

1

1

完

成

検

査

前

検

(略) 

基

礎

・

地

盤

危険物の貯蔵最大数量

が1,000キロリットル

以上5,000キロリット

ル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

41

0,0

00

円 

危険物の貯蔵

最大数量が30

万キロリット

ル以上40万キ

ロリットル未

満のもの 

5,8

20,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が40

万キロリット

ル以上のもの 

7,0

70,

000

円 

岩盤タ

ンクに

係る屋

外タン

ク貯蔵

所 

危険物の貯蔵

最大数量が40

万キロリット

ル未満のもの 

5,9

30,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が40

万キロリット

ル以上50万キ

ロリットル未

満のもの 

7,4

70,

000

円 

危険物の貯蔵

最大数量が50

万キロリット

ル以上のもの 

10,

90

0,0

00

円 

(略) 

(略) 

(略) 

(5) 消

防

法

第

1

1

完

成

検

査

前

検

(略) 

基

礎

・

地

盤

危険物の貯蔵最大数量

が1,000キロリットル

以上5,000キロリット

ル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

42

0,0

00

円 
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条

の

2

第

1

項

の

規

定

に

よ

る

設

置

の

許

可

に

係

る

完

成

検

査

前

検

査

の

実

施 

査

手

数

料

(

設

置

) 

検

査 

危険物の貯蔵最大数量

が5,000キロリットル

以上1万キロリットル

未満の特定屋外タンク

貯蔵所 

54

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が1万キロリットル以

上5万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

70

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5万キロリットル以

上10万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

92

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が10万キロリットル以

上20万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,0

40,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が20万キロリットル以

上30万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,6

00,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が30万キロリットル以

上40万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,8

20,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上の特定屋外タンク貯

蔵所 

2,0

30,

000

円 

条

の

2

第

1

項

の

規

定

に

よ

る

設

置

の

許

可

に

係

る

完

成

検

査

前

検

査

の

実

施 

査

手

数

料

(

設

置

) 

検

査 

危険物の貯蔵最大数量

が5,000キロリットル

以上1万キロリットル

未満の特定屋外タンク

貯蔵所 

56

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が1万キロリットル以

上5万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

73

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5万キロリットル以

上10万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

96

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が10万キロリットル以

上20万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,0

90,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が20万キロリットル以

上30万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,6

60,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が30万キロリットル以

上40万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,9

00,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上の特定屋外タンク貯

蔵所 

2,1

20,

000

円 

176



溶

接

部

検

査 

危険物の貯蔵最大数量

が1,000キロリットル

以上5,000キロリット

ル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

49

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5,000キロリットル

以上1万キロリットル

未満の特定屋外タンク

貯蔵所 

63

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が1万キロリットル以

上5万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

99

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5万キロリットル以

上10万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,3

10,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が10万キロリットル以

上20万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,7

20,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が20万キロリットル以

上30万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

3,3

20,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が30万キロリットル以

上40万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

4,0

60,

000

円 

溶

接

部

検

査 

危険物の貯蔵最大数量

が1,000キロリットル

以上5,000キロリット

ル未満の特定屋外タン

ク貯蔵所 

53

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5,000キロリットル

以上1万キロリットル

未満の特定屋外タンク

貯蔵所 

68

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が1万キロリットル以

上5万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,0

30,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5万キロリットル以

上10万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,4

10,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が10万キロリットル以

上20万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

1,7

80,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が20万キロリットル以

上30万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

蔵所 

3,4

30,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が30万キロリットル以

上40万キロリットル未

満の特定屋外タンク貯

4,1

90,

000

円 

177



蔵所 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上の特定屋外タンク貯

蔵所 

4,6

50,

000

円 

岩

盤

タ

ン

ク

検

査 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル未

満の屋外タンク貯蔵所 

9,1

00,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上50万キロリットル未

満の屋外タンク貯蔵所 

12,

40

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が50万キロリットル以

上の屋外タンク貯蔵所 

17,

00

0,0

00

円 

(略) 

(6) 消

防

法

第

1

4

条

の

3

第

1

項

又

は

保

安

検

査

手

数

料 

特

定

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

所

(

岩

盤

タ

危険物の貯蔵最大数量

が1,000キロリットル

以上5,000キロリット

ル未満のもの 

31

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5,000キロリットル

以上1万キロリットル

未満のもの 

43

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が1万キロリットル以

上5万キロリットル未

満のもの 

72

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5万キロリットル以

96

0,0

蔵所 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上の特定屋外タンク貯

蔵所 

4,8

00,

000

円 

岩

盤

タ

ン

ク

検

査 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル未

満の屋外タンク貯蔵所 

9,3

20,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上50万キロリットル未

満の屋外タンク貯蔵所 

12,

60

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が50万キロリットル以

上の屋外タンク貯蔵所 

17,

30

0,0

00

円 

(略) 

(6) 消

防

法

第

1

4

条

の

3

第

1

項

又

は

保

安

検

査

手

数

料 

特

定

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

所

(

岩

盤

タ

危険物の貯蔵最大数量

が1,000キロリットル

以上5,000キロリット

ル未満のもの 

32

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5,000キロリットル

以上1万キロリットル

未満のもの 

46

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が1万キロリットル以

上5万キロリットル未

満のもの 

75

0,0

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が5万キロリットル以

1,0

20,
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第

2

項

の

規

定

に

よ

る

保

安

に

関

す

る

検

査

の

実

施 

ン

ク

に

係

る

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

所

を

除

く

。

) 

上10万キロリットル未

満のもの 

00

円 

危険物の貯蔵最大数量

が10万キロリットル以

上20万キロリットル未

満のもの 

1,2

10,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が20万キロリットル以

上30万キロリットル未

満のもの 

2,9

50,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が30万キロリットル以

上40万キロリットル未

満のもの 

3,6

20,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上のもの 

4,1

70,

000

円 

岩

盤

タ

ン

ク

に

係

る

特

定

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

危険物の貯蔵最大数量

が1,000キロリットル

以上40万キロリットル

未満のもの 

2,6

60,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上50万キロリットル未

満のもの 

3,1

90,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が50万キロリットル以

上のもの 

4,7

90,

000

円 

第

2

項

の

規

定

に

よ

る

保

安

に

関

す

る

検

査

の

実

施 

ン

ク

に

係

る

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

所

を

除

く

。

) 

上10万キロリットル未

満のもの 

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が10万キロリットル以

上20万キロリットル未

満のもの 

1,3

00,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が20万キロリットル以

上30万キロリットル未

満のもの 

3,1

50,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が30万キロリットル以

上40万キロリットル未

満のもの 

3,8

70,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上のもの 

4,4

60,

000

円 

岩

盤

タ

ン

ク

に

係

る

特

定

屋

外

タ

ン

ク

貯

蔵

危険物の貯蔵最大数量

が1,000キロリットル

以上40万キロリットル

未満のもの 

2,6

90,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が40万キロリットル以

上50万キロリットル未

満のもの 

3,2

30,

000

円 

危険物の貯蔵最大数量

が50万キロリットル以

上のもの 

4,8

30,

000

円 
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所 

(略) 

(略) 
 

所 

(略) 

(略) 
 

    附 則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行す

る。 

 
かすみがうら市産業活動の活性化及び雇用機会の創出のための固定資産税の特例措置に関

する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(定義) (定義) 

第 2条 この条例において「特例法人」とは、

市内に事務所又は事業所(製造業、情報通

信業、運輸業、卸売業、小売業その他規則

で定める事業の用に供するものに限る。た

だし、これらのうち規則で定める適用を除

外する事業については除く。以下「事務所

等」という。)の新設又は増設(合併、分割

その他規則で定める事由によるものでな

いものであって、次に掲げるものに限る。)

をした法人をいう。 

   規則で定めるところにより算定した

当該法人の従業者(市内在住者であって

雇用保険法(昭和 49 年法律第 116 号)第

4 条第 1 項に規定する被保険者(同法第

38 条第 1 項に規定する短期雇用特例被

保険者及び同法第 43 条第 1 項に規定す

る日雇労働被保険者を除く。)に限る。)

を 5人以上増加させるもの。ただし、中

小企業基本法(昭和 38 年法律第 154 号)

第 2 条に定める中小企業者による増設

にあっては 3人以上とする。 

第 2条 この条例において「特例法人」とは、

市内に事務所又は事業所(製造業、情報通

信業、運輸業、卸売業、小売業その他規則

で定める事業の用に供するものに限る。た

だし、これらのうち規則で定める適用を除

外する事業については除く。以下「事務所

等」という。)の新増設をした法人であっ

て、地域経済牽引事業の促進による地域の

成長発展の基盤強化に関する法律(平成

19年法律第 40号)第 24条に基づく国の確

認を受けた承認地域経済牽引事業計画を

行う承認地域経済牽引事業者をいう。 

 2 この条例において「新増設」とは、合併、

分割その他規則で定める事由によるもの

でないものであって、規則で定めるところ
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により算定した当該法人の従業者(市内在

住者であって雇用保険法(昭和 49 年法律

第 116 号)第 4 条第 1 項に規定する被保険

者(同法第38条第 1項に規定する短期雇用

特例被保険者及び同法第 43 条第 1 項に規

定する日雇労働被保険者を除く。)に限

る。)を 5 人以上増加させる新設又は増設

(中小企業基本法(昭和38年法律第154号)

第 2 条に定める中小企業者による新設又

は増設にあっては 3 人以上増加させるも

の)をいう。 

2 この条例において「特例資産」とは、特

例法人が当該事務所等の新設又は増設(以

下「新増設」という。)により取得し、及

び所有する固定資産(当該特例法人と実質

的に同一と認められる法人であって規則

で定めるものが取得し、及び所有する固定

資産を含む。)のうち、次に掲げるものを

いう。 

3 この条例において「特例資産」とは、特

例法人が当該事務所等の新増設により取

得し、及び所有する固定資産(当該特例法

人と実質的に同一と認められる法人であ

って規則で定めるものが取得し、及び所有

する固定資産を含む。)のうち、次に掲げ

るものをいう。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

 (4) 第 1 号から第 3 号までの取得価額の合

計が 1億円以上 

3～6 (略) 4～7 (略) 

(課税免除) (課税免除) 
第 4条 特例資産に対しては、市税条例の規

定にかかわらず、事務所等の新増設をした

日の属する年の翌年(当該日が 1 月 1 日で

ある場合においては当該日の属する年)の

4 月 1 日の属する年度(以下「第 1 年度」

という。)から、企業立地の促進等による

地域における産業集積の形成及び活性化

に関する法律(平成19年法律第40号)に基

づく基本計画に定める同意企業立地重点

促進区域については 5年度分、その他の区

域については 3 年度分の固定資産税に限

り、固定資産税を課さない。ただし、当該

第 4条 特例資産に対しては、市税条例の規

定にかかわらず、事務所等の新増設をした

日の属する年の翌年（当該日が 1月 1日で

ある場合においては当該日の属する年）の

4月 1日の属する年度（以下「第 1年度」

という。）から、地域経済牽引事業の促進

による地域の成長発展の基盤強化に関す

る法律に基づく基本計画に定める重点促

進区域については 5年度分、促進区域につ

いては 3年度分の固定資産税に限り、固定

資産税を課さない。ただし、当該特例資産

について第 1 年度の翌年度以降の各年度
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特例資産について第 1 年度の翌年度以降

の各年度分の固定資産税については、当該

特例法人が当該各年度の初日の属する年

の１月１日において市内に有する事務所

等の従業員数から当該特例法人が当該事

務所等の新増設をした日の前日において

市内に有していた事務所等の従業員数を

控除して得た数が第 2条第 1項に定める人

数未満であるときは、この限りでない。 

分の固定資産税については、当該特例法人

が当該各年度の初日の属する年の 1月 1日

において市内に有する事務所等の従業員

数から当該特例法人が当該事務所等の新

増設をした日の前日において市内に有し

ていた事務所等の従業員数を控除して得

た数が第 2条第 1項に定める人数未満であ

るときは、この限りでない。 

2 (略) 2 (略) 

   附 則    附 則 

 (施行期日)  (施行期日) 

第 1条 (略) 第 1条 (略) 

 (失効)  (失効) 

第 2条 この条例は、平成 32 年 3月 31日限

り、その効力を失う。 

第 2 条 この条例は、平成 35年 3月 31日限

り、その効力を失う。 

 (失効後の経過措置)  (失効後の経過措置) 

第 3条及び第 4条 (略) 第 3条及び第 4条 (略) 

    附 則 

  この条例は、平成 30 年 4 月 1 日から施行

する。 

 

かすみがうら市公の施設の使用料等に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

別表(第3条、第4条、第5条、第6条関係) 

施設名 

等 

区分 1時間あたり

使用料 

市内 市外 

（略） 

霞ヶ浦 

公民館 

（略） 

陶芸工作棟 480円  

（略） 
 

別表(第3条、第4条、第5条、第6条関係) 

施設名 

等 

区分 1時間あたり

使用料 

市内 市外 

（略） 

霞ヶ浦 

公民館 

（略） 

陶芸工

作棟 

陶芸

室 

260円  

工作

室 

220円  

（略） 
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    附 則 

  この条例は、平成 30 年 4 月 1 日から施行

する。 

 

かすみがうら市後期高齢者医療に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (保険料を徴収すべき被保険者)  (保険料を徴収すべき被保険者) 

第3条 (略) 第3条 (略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律(昭

和57年法律第80号。以下「法」という。)

第55条第1項の規定の適用を受ける被保険

者であって、病院等(同項に規定する病院

等をいう。以下同じ。)に入院等(同項に規

定する入院等をいう。以下同じ。)をした

際市内に住所を有していた被保険者 

(2) 高齢者の医療の確保に関する法律(昭

和57年法律第80号。以下「法」という。)

第55条第1項(法第55条の2第2項において

準用する場合を含む。)の規定の適用を受

ける被保険者であって、病院等(法第55条

第1項に規定する病院等をいう。以下同

じ。)に入院等(法第55条第1項に規定する

入院等をいう。以下同じ。)をした際市内

に住所を有していた被保険者 

(3) 法第55条第2項第1号の規定の適用を受

ける被保険者であって、継続して入院等を

している2以上の病院等のうち最初の病院

等に入院等をした際市内に住所を有して

いた被保険者 

(3) 法第55条第2項第1号(法第55条の2第2

項において準用する場合を含む。)の規定

の適用を受ける被保険者であって、継続し

て入院等をしている2以上の病院等のうち

最初の病院等に入院等をした際市内に住

所を有していた被保険者 

(4) 法第55条第2項第2号の規定の適用を受

ける被保険者であって、最後に行った同号

に規定する特定住所変更に係る同号に規

定する継続入院等の際市内に住所を有し

ていた被保険者 

(4) 法第55条第2項第2号(法第55条の2第2

項において準用する場合を含む。)の規定

の適用を受ける被保険者であって、最後に

行った法第55条第2項第2号に規定する特

定住所変更に係る同号に規定する継続入

院等の際市内に住所を有していた被保険

者 

 (5) 法第55条の2第1項の規定の適用を受け

る被保険者であって、国民健康保険法(昭

和33年法律第192号)第116条の2第1項及び

第2項の規定の適用を受け、これらの規定
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により市内に住所を有するものとみなさ

れた国民健康保険の被保険者であった被

保険者 

   附 則    附 則 

 (施行期日)  

第1条 この条例は、平成20年4月1日から施

行する。 

 この条例は、平成20年4月1日から施行す

る。 

(平成20年度における被扶養者であった被

保険者にかかる保険料の徴収の特例) 

 

第2条 平成20年度における被扶養者であっ

た被保険者(法第99条第2項に規定する被

扶養者であった被保険者をいう。以下同

じ。)に係る普通徴収の方法によって徴収

する保険料の納期は、第4条第1項の規定に

かかわらず、次のとおりとする。 

 

第4期 10月1日から同月31日まで  

第5期 11月1日から同月30日まで  

第6期 12月1日から同月31日まで  

第7期 1月1日から同月31日まで  

第8期 2月1日から同月28日まで  

2 平成20年度において、被扶養者であった

被保険者に係る普通徴収の方法によって

徴収する保険料の納期について第4条第2

項の規定を適用する場合においては、同項

中「市長が別に定める」とあるのは、「1

0月1日以降における市長が別に定める時

期とする」とする。 

 

    附 則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行す

る。 

 

かすみがうら市国民健康保険条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

目次 目次 

 第1章 市が行う国民健康保険(第1条)  第1章 市が行う国民健康保険の事務(第1

184



条) 

 第2章 国民健康保険運営協議会(第2条)  第2章 市の国民健康保険事業の運営に関

する協議会(第2条) 

第3章～第9章 (略) 第3章～第9章 (略) 

 附則  附則 

   第1章 市が行う国民健康保険    第1章 市が行う国民健康保険の事務 

 (市が行う国民健康保険)  (市が行う国民健康保険の事務) 

第1条 市が行う国民健康保険については、法

令に定めがあるもののほか、この条例の定

めるところによる。 

第1条 市が行う国民健康保険の事務につい

ては、法令に定めがあるもののほか、この

条例の定めるところによる。 

   第2章 国民健康保険運営協議会    第2章 市の国民健康保険事業の運営

に関する協議会 

 (国民健康保険運営協議会の委員の定数)  (市の国民健康保険事業の運営に関する協

議会の委員の定数) 

第2条 国民健康保険運営協議会の委員の定

数は、次の各号に定めるところによる。 

第2条 市の国民健康保険事業の運営に関す

る協議会の委員の定数は、次の各号に定め

るところによる。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

    附 則 

  (施行期日) 

 1 この条例は、平成30年4月1日から施行す

る。 

  (かすみがうら市特別職の職員で非常勤の

ものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正) 

 2 かすみがうら市特別職の職員で非常勤の

ものの報酬及び費用弁償に関する条例(平

成17年かすみがうら市条例第43号)の一部

を次のように改正する。 

   別表第1附属機関の部中「国民健康保険運

営協議会委員」を「市の国民健康保険事業

の運営に関する協議会委員」に改める。 

 

かすみがうら市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例 新旧対照

表(かすみがうら市国民健康保険条例の一部を改正する条例 附則第2項関係) 
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【改正前】 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

職名 報酬 旅費 

執行

機関 

 年額 月額 日額 車賃(1キ

ロメート

ルにつ

き) 

日当(1日

につき) 

宿泊料

(1夜に

つき) 

食卓料

(1夜に

つき) 

(略) 

附属

機関 

(略) 

国民健康保

険運営協議

会委員 

会長   8,000 37 2,100 12,500 2,100 

委員   7,500 37 2,100 12,500 2,100 

(略) 

補助

機関 
(略) 

備考 (略) 

 

【改正後】 

別表第1(第2条、第5条、第6条関係) 

職名 報酬 旅費 

執行

機関 

 年額 月額 日額 車賃(1キ

ロメート

ルにつ

き) 

日当(1日

につき) 

宿泊料

(1夜に

つき) 

食卓料

(1夜に

つき) 

(略) 

附属

機関 

(略) 

市の国民健

康保険事業

の運営に関

する協議会

委員 

会長   8,000 37 2,100 12,500 2,100 

委員   7,500 37 2,100 12,500 2,100 

(略) 

補助

機関 
(略) 

備考 (略) 

186



 
かすみがうら市国民健康保険税条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (課税額)  (課税額) 

第2条 前条の世帯主に対して課する国民健

康保険税の課税額は、世帯主及びその世帯

に属する国民健康保険の被保険者につき

算定した基礎課税額(国民健康保険税のう

ち、国民健康保険に要する費用(高齢者の

医療の確保に関する法律(昭和57年法律第

80号)の規定による後期高齢者支援金(以

下この条において「後期高齢者支援金等」

という。)及び介護保険法(平成9年法律第1

23号)の規定による納付金の納付に要する

費用を除く。)に充てるための国民健康保

険税の課税をいう。以下同じ。)、後期高

齢者支援金等課税額(国民健康保険税のう

ち、後期高齢者支援金等の納付に要する費

用に充てるための国民健康保険税の課税

額をいう。以下同じ。)、並びに当該世帯

主及び当該世帯に属する国民健康保険の

被保険者のうち介護保険法第9条第2号に

規定する被保険者であるものにつき算定

した介護納付金課税額(国民健康保険税の

うち、同法の規定による納付金の納付に要

する費用に充てるための国民健康保険税

の課税額をいう。以下同じ。)の合算額と

する。 

第2条 前条の者に対して課する国民健康保

険税の課税額は、世帯主及びその世帯に属

する国民健康保険の被保険者につき算定

した次に掲げる額の合算額とする。 

 (1) 基礎課税額(国民健康保険税のうち、国

民健康保険に関する特別会計において負

担する国民健康保険事業に要する費用(国

民健康保険法(昭和33年法律第192号)の規

定による国民健康保険事業費納付金(以下

この条において「国民健康保険事業費納付

金」という。)の納付に要する費用のうち、
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県の国民健康保険に関する特別会計にお

いて負担する高齢者の医療の確保に関す

る法律(昭和57年法律第80号)の規定によ

る後期高齢者支援金等(以下この条におい

て「後期高齢者支援金等」という。)及び

介護保険法(平成9年法律第123号)の規定

による納付金(以下この条において「介護

納付金」という。)の納付に要する費用に

充てる部分を除く。)に充てるための国民

健康保険税の課税額をいう。以下同じ。) 

 (2) 後期高齢者支援金等課税額(国民健康

保険税のうち、国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用(県の国民健康保険に

関する特別会計において負担する後期高

齢者支援金等の納付に要する費用に充て

る部分に限る。)に充てるための国民健康

保険税の課税額をいう。以下同じ。) 

 (3) 介護納付金課税被保険者(国民健康保

険の被保険者のうち、介護保険法第9条第2

号に規定する第2号被保険者であるものを

いう。以下同じ。)につき算定した介護納

付金課税額(国民健康保険税のうち、国民

健康保険事業費納付金の納付に要する費

用(県の国民健康保険に関する特別会計に

おいて負担する介護納付金の納付に要す

る費用に充てる部分に限る。)に充てるた

めの国民健康保険税の課税額をいう。以下

同じ。) 

2 前項の基礎課税額は、世帯主(前条第2項

の世帯主を除く。)及びその世帯に属する

国民健康保険の被保険者につき算定した

所得割額及び資産割額並びに被保険者均

等割額及び世帯別平等割額の合算額とす

る。ただし、当該合算額が54万円を超える

場合においては、基礎課税額は、54万円と

する。 

2 前項第1号の基礎課税額は、世帯主(前条

第2項の世帯主を除く。)及びその世帯に属

する国民健康保険の被保険者につき算定

した所得割額及び資産割額並びに被保険

者均等割額及び世帯別平等割額の合算額

とする。ただし、当該合算額が54万円を超

える場合においては、基礎課税額は、54

万円とする。 
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3 第1項の後期高齢者支援金等課税額は、世

帯主(前条第2項の世帯主を除く。)及びそ

の世帯に属する国民健康保険の被保険者

につき算定した所得割額及び資産割額並

びに被保険者均等割額及び世帯別平等割

額の合算額とする。ただし、当該合算額が

19万円を超える場合においては、後期高齢

者支援金等課税額は、19万円とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額

は、世帯主(前条第2項の世帯主を除く。)

及びその世帯に属する国民健康保険の被

保険者につき算定した所得割額及び資産

割額並びに被保険者均等割額及び世帯別

平等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が19万円を超える場合においては、後

期高齢者支援金等課税額は、19万円とす

る。 

4 第1項の介護納付金課税額は、介護納付金

課税被保険者(国民健康保険の被保険者の

うち介護保険法第9条第2号に規定する被

保険者であるものをいう。以下同じ。)で

ある世帯主(前条第2項の世帯主を除く。)

及びその世帯に属する介護納付金課税被

保険者につき算定した所得割額及び資産

割額並びに被保険者均等割額及び世帯別

平等割額の合算額とする。ただし、当該合

算額が16万円を超える場合においては、介

護納付金課税額は、16万円とする。 

4 第1項第3号の介護納付金課税額は、介護

納付金課税被保険者である世帯主(前条第

2項の世帯主を除く。)及びその世帯に属す

る介護納付金課税被保険者につき算定し

た所得割額及び資産割額並びに被保険者

均等割額及び世帯別平等割額の合算額と

する。ただし、当該合算額が16万円を超え

る場合においては、介護納付金課税額は、

16万円とする。 

(国民健康保険の被保険者に係る世帯別平

等割額) 

(国民健康保険の被保険者に係る世帯別平

等割額) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

(1) 特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健

康保険法(昭和33年法律第192号)第6条第8

号の規定により被保険者の資格を喪失し

た者であって、当該資格を喪失した日の前

日以後継続して同一の世帯に属するもの

をいう。以下同じ。)と同一の世帯に属す

る被保険者が属する世帯であって同日の

属する月(以下この号において「特定月」

という。)以後5年を経過する月までの間に

あるもの(当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。)をいう。次号、第10条及

び第27条において同じ。)及び特定継続世

帯(特定同一世帯所属者と同一の世帯に属

(1) 特定世帯(特定同一世帯所属者(国民健

康保険法第6条第8号の規定により被保険

者の資格を喪失した者であって、当該資格

を喪失した日の前日以後継続して同一の

世帯に属するものをいう。以下同じ。)と

同一の世帯に属する被保険者が属する世

帯であって同日の属する月(以下この号に

おいて「特定月」という。)以後5年を経過

する月までの間にあるもの(当該世帯に他

の被保険者がいない場合に限る。)をいう。

次号、第10条及び第27条において同じ。)

及び特定継続世帯(特定同一世帯所属者と

同一の世帯に属する被保険者が属する世
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する被保険者が属する世帯であって特定

月以後5年を経過する月の翌月から特定月

以後8年を経過する月までの間にあるもの

(当該世帯に他の被保険者がいない場合に

限る。)をいう。第3号、第10条及び第27

条において同じ。)以外の世帯 2万円 

帯であって特定月以後5年を経過する月の

翌月から特定月以後8年を経過する月まで

の間にあるもの(当該世帯に他の被保険者

がいない場合に限る。)をいう。第3号、第

10条及び第27条において同じ。)以外の世

帯 2万円 

(2)及び(3) (略) (2)及び(3) (略)

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成30年4月1日から施行す

る。 

 (適用区分) 

2 この条例による改正後のかすみがうら市

国民健康保険税条例の規定は、平成30年度

以降の年度分の国民健康保険税について

適用し、平成29年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 

かすみがうら市介護保険条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (保険料率)  (保険料率) 

第4条 平成27年度から平成29年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第1号被保険者の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

第4条 平成30年度から平成32年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第1号被保険者の区分に応じ、当該各号

に定める額とする。 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412

号。以下「令」という。)第39条第1項第1

号に掲げる者 32,400円 

(1) 介護保険法施行令(平成10年政令第412

号。以下「令」という。)第39条第1項第1

号に掲げる者 31,800円 

(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 48,6

00円 

(2) 令第39条第1項第2号に掲げる者 47,7

00円 

(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 48,6

00円 

(3) 令第39条第1項第3号に掲げる者 47,7

00円 

(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 58,3

00円 

(4) 令第39条第1項第4号に掲げる者 57,2

00円 

(5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 64,8 (5) 令第39条第1項第5号に掲げる者 63,6
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00円 00円 

(6) 次のいずれかに該当する者 77,700円 (6) 次のいずれかに該当する者 76,300円

ｲ 地方税法(昭和25年法律第226号)第292

条第1項第13号に規定する合計所得金額

(以下「合計所得金額」という。)(租税

特別措置法第33条の4第1項若しくは第2

項、第34条第1項、第34条の2第1項、第

34条の3第1項、第35条第1項、第35条の2

第1項又は第36条の規定の適用がある場

合には、当該合計所得金額から特別控除

額を控除して得た額とする。以下この項

において同じ。)が120万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当

しないもの

ｲ 地方税法(昭和25年法律第226号)第292

条第1項第13号に規定する合計所得金額

(以下「合計所得金額」という。)(租税

特別措置法第33条の4第1項若しくは第2

項、第34条第1項、第34条の2第1項、第3

4条の3第1項、第35条第1項、第35条の2

第1項又は第36条の規定の適用がある場

合には、当該合計所得金額から令第38

条第4項に規定する特別控除額を控除し

て得た額とする。以下この項において同

じ。)が120万円未満である者であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの

ﾛ (略) ﾛ (略)

(7) 次のいずれかに該当する者 84,200円 (7) 次のいずれかに該当する者 82,600円

ｲ 合計所得金額が190万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの

ｲ 合計所得金額が200万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの

ﾛ (略) ﾛ (略)

(8) 次のいずれかに該当する者 97,200円 (8) 次のいずれかに該当する者 95,400円

ｲ 合計所得金額が290万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの

ｲ 合計所得金額が300万円未満であり、か

つ、前各号のいずれにも該当しないもの

ﾛ (略) ﾛ (略)

(9) 次のいずれかに該当する者 110,100

円 

(9) 次のいずれかに該当する者 108,100

円 

ｲ及びﾛ (略) ｲ及びﾛ (略)

(10) 次のいずれかに該当する者 116,600

円 

(10) 次のいずれかに該当する者 114,400

円 

ｲ及びﾛ (略) ｲ及びﾛ (略)

(11) 前各号のいずれにも該当しない者 1

36,000円 

(11) 前各号のいずれにも該当しない者 1

33,500円 

2 所得の少ない第1号被保険者についての

保険料の減額賦課に係る第1項第1号に該

当する者の平成27年度から平成29年度ま

での各年度における保険料率は、同号の規

定にかかわらず、29,160円とする。 

2 所得の少ない第1号被保険者についての

保険料の減額賦課に係る第1項第1号に該

当する者の平成30年度から平成32年度ま

での各年度における保険料率は、同号の規

定にかかわらず、28,620円とする。 
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第18条 市は、被保険者、第1号被保険者の

配偶者若しくは第1号被保険者の属する世

帯の世帯主、その他その世帯に属する者又

はこれらであった者が正当な理由なしに、

法第202条第1項の規定により文書その他

の物件の提出若しくは提示を命ぜられて

これに従わず、又は同項の規定による当該

職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚

偽の答弁をしたときは、その者に対し10

万円以下の過料を科する。 

第18条 市は、被保険者、被保険者の配偶者

若しくは被保険者の属する世帯の世帯主、

その他その世帯に属する者又はこれらで

あった者が正当な理由なしに、法第202条

第1項の規定により文書その他の物件の提

出若しくは提示を命ぜられてこれに従わ

ず、又は同項の規定による当該職員の質問

に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁を

したときは、その者に対し10万円以下の過

料を科する。 

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、平成30年4月1日から施行す

る。 

 (適用区分) 

2 この条例による改正後のかすみがうら市

介護保険条例第4条の規定は、平成30年度

以降の年度分の保険料について適用し、平

成29年度以前の年度分の保険料について

は、なお従前の例による。 

かすみがうら市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例 新旧対照表(地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 第 1条関係) 

改正前 改正後 

 (認知症対応型通所介護の基本方針)  (認知症対応型通所介護の基本方針) 

第 6条 指定地域密着型サービスに該当す

る認知症対応型通所介護(「指定認知症対

応型通所介護」という。)の事業は、要介

護状態となった場合においても、その認知

症(法第 5条の 2に規定する認知症をいう。

以下同じ。)である利用者(その者の認知症

の原因となる疾患が急性の状態にある者

を除く。以下この条において同じ。)が可

能な限りその居宅において、その有する能

第 6条 指定地域密着型サービスに該当す

る認知症対応型通所介護(「指定認知症対

応型通所介護」という。)の事業は、要介

護状態となった場合においても、その認知

症(法第 5条の 2第 1項に規定する認知症

をいう。以下同じ。)である利用者(その者

の認知症の原因となる疾患が急性の状態

にある者を除く。以下この条において同

じ。)が可能な限りその居宅において、そ
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力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう、必要な日常生活上の世話及び

機能訓練を行うことにより、利用者の社会

的孤立感の解消及び心身の機能の維持並

びに利用者の家族の身体的及び精神的負

担の軽減を図るものでなければならない。 

の有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるよう、必要な日常生活上

の世話及び機能訓練を行うことにより、利

用者の社会的孤立感の解消及び心身の機

能の維持並びに利用者の家族の身体的及

び精神的負担の軽減を図るものでなけれ

ばならない。 

かすみがうら市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を

定める条例 新旧対照表(地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改

正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 第 2条関係) 

改正前 改正後 

 (介護予防認知症対応型通所介護の基本方

針) 

 (介護予防認知症対応型通所介護の基本方

針) 

第 4条 指定地域密着型介護予防サービス

に該当する介護予防認知症対応型通所介

護(「指定介護予防認知症対応型通所介護」

という。)の事業は、その認知症(法第 5条

の 2 に規定する認知症をいう。以下同じ。)

である利用者(その者の認知症の原因とな

る疾患が急性の状態にある者を除く。以下

この条において同じ。)が可能な限りその

居宅において、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、必要な日常生活上の支援

及び機能訓練を行うことにより、利用者の

心身機能の維持回復を図り、もって利用者

の生活機能の維持又は向上を目指すもの

でなければならない。 

第 4条 指定地域密着型介護予防サービス

に該当する介護予防認知症対応型通所介

護(「指定介護予防認知症対応型通所介護」

という。)の事業は、その認知症(法第 5条

の 2第 1項に規定する認知症をいう。以下

同じ。)である利用者(その者の認知症の原

因となる疾患が急性の状態にある者を除

く。以下この条において同じ。)が可能な

限りその居宅において、自立した日常生活

を営むことができるよう、必要な日常生活

上の支援及び機能訓練を行うことにより、

利用者の心身機能の維持回復を図り、もっ

て利用者の生活機能の維持又は向上を目

指すものでなければならない。 

かすみがうら市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(基本方針) (基本方針) 

第4条 (略) 第4条 (略) 
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2及び(3) (略) 2及び(3) (略) 

4 指定介護予防支援事業者は、事業の運営

に当たっては、市、地域包括支援センター

(法第115条の46第1項に規定する地域包括

支援センターをいう。以下同じ。)、老人

福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の7

の2に規定する老人介護支援センター、指

定居宅介護支援事業者(法第46条第1項に

規定する指定居宅介護支援事業者をいう。

以下同じ。)、他の指定介護予防支援事業

者、介護保険施設、住民による自発的な活

動によるサービスを含めた地域における

様々な取組を行う者等との連携に努めな

ければならない。 

4 指定介護予防支援事業者は、事業の運営

に当たっては、市、地域包括支援センター

(法第115条の46第1項に規定する地域包括

支援センターをいう。以下同じ。)、老人

福祉法(昭和38年法律第133号)第20条の7

の2に規定する老人介護支援センター、指

定居宅介護支援事業者(法第46条第1項に

規定する指定居宅介護支援事業者をいう。

以下同じ。)、他の指定介護予防支援事業

者、介護保険施設、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律

(平成17年法律第123号)第51条の17第1項

第1号に規定する指定特定相談支援事業

者、住民による自発的な活動によるサービ

スを含めた地域における様々な取組を行

う者等との連携に努めなければならない。 

(内容及び手続の説明及び同意) (内容及び手続の説明及び同意) 

第7条 (略) 第7条 (略) 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予

防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

介護予防サービス計画が第4条に規定する

基本方針及び利用者の希望に基づき作成

されるものであること等につき説明を行

い、理解を得なければならない。 

2 指定介護予防支援事業者は、指定介護予

防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

介護予防サービス計画が第4条に規定する

基本方針及び利用者の希望に基づき作成

されるものであり、利用者は複数の指定介

護予防サービス事業者(法第53条第1項に

規定する指定介護予防サービス事業者を

いう。以下同じ。)等を紹介するよう求め

ることができること等につき説明を行い、

理解を得なければならない。 

 3 指定介護予防支援事業者は、指定介護予

防支援の提供の開始に際し、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、利用者につい

て、病院又は診療所に入院する必要が生じ

た場合には、担当職員の氏名及び連絡先を

当該病院又は診療所に伝えるよう求めな

ければならない。 
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3及び4 (略) 4及び5 (略) 

5 第3項第1号の「電子情報処理組織」とは、

指定介護予防支援事業者の使用に係る電

子計算機と、利用申込者又はその家族の使

用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。 

6 第4項第1号の「電子情報処理組織」とは、

指定介護予防支援事業者の使用に係る電

子計算機と、利用申込者又はその家族の使

用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。 

6 指定介護予防支援事業者は、第3項の規定

により第1項に規定する重要事項を提供し

ようとするときは、あらかじめ、当該利用

申込者又はその家族に対し、その用いる次

に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示

し、文書又は電磁的方法による承諾を得な

ければならない。 

7 指定介護予防支援事業者は、第4項の規定

により第1項に規定する重要事項を提供し

ようとするときは、あらかじめ、当該利用

申込者又はその家族に対し、その用いる次

に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示

し、文書又は電磁的方法による承諾を得な

ければならない。 

(1) 第3項各号に規定する方法のうち指

定介護予防支援事業者が使用するもの 

(1) 第4項各号に規定する方法のうち指

定介護予防支援事業者が使用するもの 

(2) (略) (2) (略) 

7 (略) 8 (略) 

(指定介護予防支援の具体的取扱方針) (指定介護予防支援の具体的取扱方針) 

第33条 (略) 第33条 (略) 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 

(9) 担当職員は、サービス担当者会議(担当

職員が介護予防サービス計画の作成のた

めに介護予防サービス計画の原案に位置

付けた指定介護予防サービス等の担当者

(以下この条において「担当者」という。)

を招集して行う会議をいう。以下同じ。)

の開催により、利用者の状況等に関する情

報を担当者と共有するとともに、当該介護

予防サービス計画の原案の内容について、

担当者から、専門的な見地からの意見を求

めるものとする。ただし、やむを得ない理

由がある場合については、担当者に対する

照会等により意見を求めることができる

ものとする。 

(9) 担当職員は、サービス担当者会議(担当

職員が介護予防サービス計画の作成のた

めに、利用者及びその家族の参加を基本と

しつつ、介護予防サービス計画の原案に位

置付けた指定介護予防サービス等の担当

者(以下この条において「担当者」という。)

を招集して行う会議をいう。以下同じ。)

の開催により、利用者の状況等に関する情

報を担当者と共有するとともに、当該介護

予防サービス計画の原案の内容について、

担当者から、専門的な見地からの意見を求

めるものとする。ただし、やむを得ない理

由がある場合については、担当者に対する

照会等により意見を求めることができる

ものとする。 

(10)～(14) (略) (10)～(14) (略) 
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 (14)の2 担当職員は、指定介護予防サービ

ス事業者等から利用者に係る情報の提供

を受けたときその他必要と認めるときは、

利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用

者の心身又は生活の状況に係る情報のう

ち必要と認めるものを、利用者の同意を得

て主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤

師に提供するものとする。 

(15)～(20) (略) (15)～(20) (略) 

(21) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看

護、介護予防通所リハビリテーション等の

医療サービスの利用を希望している場合

その他必要な場合には、利用者の同意を得

て主治の医師又は歯科医師(以下「主治の

医師等」という。)の意見を求めなければ

ならない。 

(21) 担当職員は、利用者が介護予防訪問看

護、介護予防通所リハビリテーション等の

医療サービスの利用を希望している場合

その他必要な場合には、利用者の同意を得

て主治の医師又は歯科医師(次号及び第22

号において「主治の医師等」という。)の

意見を求めなければならない。 

 (21)の2 前号の場合において、担当職員は、

介護予防サービス計画を作成した際には、

当該介護予防サービス計画を主治の医師

等に交付しなければならない。 

(22)～(28) (略) (22)～(28) (略) 

    附 則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行す

る。 

 

かすみがうら市同意企業立地重点促進区域における緑地面積率等を定める条例 新旧対照

表 

改正前 改正後 

 かすみがうら市同意企業立地重点促進区

域における緑地面積率等を定める条例 

 かすみがうら市重点促進区域における緑

地面積率等を定める条例 

 (趣旨)  (趣旨) 
第 1条 この条例は、企業立地の促進等によ

る地域における産業集積の形成及び活性

化に関する法律(平成 19 年法律第 40 号。

以下「法」という。)第 10条第 1項の規定

に基づき、本市における同意企業立地重点

第 1条 この条例は、地域経済牽引事業の促

進による地域の成長発展の基盤強化に関

する法律(平成 19年法律第 40号。以下「法」

という。)第 9 条第 1 項の規定に基づき、

本市における重点促進区域における製造

196



促進区域における製造業等に係る工場又

は事業場の緑地面積率等について、工場立

地法(昭和 34年法律第 24号)第 4条第 1項

の規定により公表された工場立地に関す

る準則(平成 10年大蔵省、厚生省、農林水

産省、通商産業省、運輸省告示第 1号。以

下「法準則」という。)に代えて適用すべ

き準則を定めるものとする。 

業等に係る工場又は事業場の緑地面積率

等について、工場立地法(昭和 34年法律第

24号)第 4条第 1項の規定により公表され

た工場立地に関する準則(平成 10 年大蔵

省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運

輸省告示第 1号。以下「法準則」という。)

に代えて適用すべき準則を定めるものと

する。 

(緑地面積率等) (緑地面積率等) 

第 3 条 同意企業立地重点促進区域におけ

る緑地面積率等は、次表のとおりとする。 

区域の

種別

同意企

業立地

重点促

進区域

名 

緑地の

面積の

敷地面

積に対

する割

合

環境施

設の面

積の敷

地面積

に対す

る割合

(略) (略) (略) (略) 

第 3 条 重点促進区域における緑地面積率

等は、次表のとおりとする。 

区域の

種別

重点促

進区域

名 

緑地の

面積の

敷地面

積に対

する割

合

環境施

設の面

積の敷

地面積

に対す

る割合

(略) (略) (略) (略) 

附 則 

この条例は、平成 30 年 4 月１日から施行

する。 

かすみがうら市企業立地促進条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (企業の指定要件)  (企業の指定要件) 

第 5条 (略) 第 5条 (略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 企業立地の促進等による地域における

産業集積の形成及び活性化に関する法律

(平成 19 年法律第 40 号)第 14 条の規定に

基づく企業立地計画を作成し同条第 3 項

に基づき茨城県知事の承認を得ているこ

と又は同法第 16 条の規定に基づく事業高

度化計画を作成し同条第 3 項に基づき茨

城県知事の承認を得ていること。 

(7) 地域経済牽引事業の促進による地域の

成長発展の基盤強化に関する法律(平成

19年法律第 40号)第 13条の規定に基づく

地域経済牽引事業計画を作成し同条第 4

項に基づき茨城県知事の承認を得ている

こと。 

附 則 附 則 
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 (施行期日)  (施行期日) 

1 (略) 1 (略) 

 (条例の失効)  (条例の失効) 

2 この条例は、平成 32 年 3 月 31 日限りそ

の効力を失う。ただし、その日までに第 6

条の規定による申請を行ったものについ

ては、なおその効力を有する。 

2 この条例は、平成 35 年 3 月 31 日限りそ

の効力を失う。ただし、その日までに第 6

条の規定による申請を行ったものについ

ては、なおその効力を有する。 

    附 則 

  この条例は、平成 30 年 4 月 1 日から施行

する。 

 

かすみがうら市生産物直売所の設置及び管理に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

(名称及び位置) (名称及び位置) 

第2条 直売所の名称及び位置は、次のとおり

とする。 

第2条 直売所の名称及び位置は、次のとおり

とする。 

名称 位置 

かすみがうら市生

産物直売所 

かすみがうら市坂4784

番地先 

かすみがうら市活

性化センター生産

物直売所 

かすみがうら市宍倉634

3番地2 

 

名称 位置 

かすみがうら市活

性化センター生産

物直売所 

かすみがうら市宍倉634

3番地2 

 

    附 則 

  この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 
かすみがうら市交流センターの設置及び管理に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

 (施設)  (施設) 

第4条 交流センターに、次の施設を設ける。 第4条 交流センターに、次の施設を設ける。 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 

 (4) シャワー室 

 (使用の許可)  (使用の許可) 

第7条 第4条の施設を使用しようとする者

は、あらかじめ市長の許可を受けなければ

ならない。使用許可を受けた事項を変更し

第7条 第4条(第4号を除く。)の施設を使用

しようとする者は、あらかじめ市長の許可

を受けなければならない。使用許可を受け
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ようとするときも同様とする。 た事項を変更しようとするときも同様と

する。 

2 (略) 2 (略) 

 (指定管理者が行う業務)  (指定管理者が行う業務) 

第17条 指定管理者が行う業務は、次に掲げ

るとおりとする。 

第17条 指定管理者が行う業務は、次に掲げ

るとおりとする。 

(1)～(5) (略) (1)～(5) (略) 

(6) 次条に定める調理実習室の使用に係る

使用料(以下「利用料金」という。)の徴収、

免除及び返還に関する業務 

(6) 次条に定める利用料金の徴収、免除及

び返還に関する業務 

(7) (略) (7) (略) 

 (利用料金制)  (利用料金制) 

第18条 市長は、第16条の規定により交流セ

ンターの管理を指定管理者に行わせる場

合は、利用料金を指定管理者の収入として

収受させることができる。 

第18条 市長は、第16条の規定により交流セ

ンターの管理を指定管理者に行わせる場

合は、交流センターの使用に係る使用料

(以下「利用料金」という。)を指定管理者

の収入として収受させることができる。 

別表(第10条関係) 別表(第10条関係) 

区分 使用料 備考 

直売所 月額 36,000円 必要経費は

使用者負担 

食堂 月額 42,000円 必要経費は

使用者負担 
 

区分 使用料 備考 

直売所 月額 36,000円 必要経費は

使用者負担 

食堂 月額 42,000円 必要経費は

使用者負担 

シ ャ ワ

ー室 

15分当たり 200円  

 

備考 使用を開始する日又は使用を終了す

る日が月の中途の場合は、当該日の属する

月の使用料は、日割計算した額とする。た

だし、当該日割計算した額に10円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り捨て

る。 

備考 直売所又は食堂の使用を開始する日

又は使用を終了する日が月の中途の場合

は、当該日の属する月の使用料は、日割計

算した額とする。ただし、当該日割計算し

た額に10円未満の端数が生じたときは、そ

の端数を切り捨てる。 

    附 則 

  この条例は、平成 30 年 4 月 1 日から施行

する。 
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かすみがうら市火災予防条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

目次 目次 

第1章～第4章の2 (略) 第1章～第4章の2 (略) 

第5章 雑則(第42条―第47条) 第5章 雑則(第42条―第48条) 

第6章 罰則(第48条・第49条) 第6章 罰則(第49条・第50条) 

附則 附則 

(タンクの水張検査等) (タンクの水張検査等)

第46条 (略) 第46条 (略) 

(防火対象物の消防用設備等の状況の公

表) 

第47条 消防長は、防火対象物を利用しよう

とする者の防火安全性の判断に資するた

め、当該防火対象物の消防用設備等の状況

が、法、令若しくはこれに基づく命令又は

この条例の規定に違反する場合は、その旨

を公表することができる。 

2 消防長は、前項の規定による公表をしよ

うとするときは、当該防火対象物の関係者

にその旨を通知するものとする。 

3 第1項の規定による公表の対象となる防

火対象物及び違反の内容並びに公表の手

続は、規則で定める。 

第47条 (略) 第48条 (略) 

 (罰則)  (罰則) 

第48条 (略) 第49条 (略) 

第49条 (略) 第50条 (略) 

附 則 

この条例は、平成31年4月1日から施行する。 
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市長提出議案集 

平成３０年３月２０日提出 

かすみがうら市 



目 次 

1．報告第 2 号 専決処分事項の報告について 

〈損害賠償の額の決定及び和解〉 …………･   1 



報告第２号

専決処分事項の報告について

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議

会において指定されている事項について、別紙のとおり専決処分したので、同

条第２項の規定により報告する。 

平成３０年３月２０日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  

1



専 決 処 分 書

 公用車の事故による示談書の締結について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。

平成３０年３月１３日

かすみがうら市長  坪 井  透  

公用車の事故による示談の締結について

１ 事故発生日時  平成３０年１月３０日（火）午後２時２０分頃

２ 事故発生場所  かすみがうら市深谷４１２０番地先 

３ 相手方 （住所）かすみがうら市深谷３３８４番地１

  （氏名）公益社団法人 かすみがうら市シルバー人材セ

ンター 理事長 安田 和夫

４ 事故の概要   市道走行中に日陰で凍結していた箇所でスリップし、セ

ンターラインを越え対向車線走行中の相手方と衝突した。 

５ 損害賠償の額と和解の内容

（１）損害賠償額 ６４２，０００円

（２）損害賠償額を受領後は、その余の請求を放棄する

とともに、この額以外に相互に何ら権利・義務関

係のないことを確認し、今後裁判上・裁判外を問

わず一切の異議の申立て、請求及び訴の提起等を

しない。

2
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目 次 

1．議案第 40 号 平成２９年度かすみがうら市一般会計補正予算（第８号） 

…………･   1 



議案第４０号

平成２９年度かすみがうら市一般会計補正予算（第８号）

平成２９年度かすみがうら市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。

 （歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

１７，０７５，２９０千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。

 （繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。

平成３０年３月２０日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  

1



第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正
歳    入 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 8  自 動 車 取 得 税 交 付 金 30,000 7,000 37,000

 1  自 動 車 取 得 税 交 付 金 30,000 7,000 37,000

歳 入 合 計    17,068,290 7,000    17,075,290

2



歳　　出 （単位　千円）

款 項 補正前の額 補正額 　　計　　

 3  民 生 費     6,219,550 7,000     6,226,550

 2  児 童 福 祉 費     2,451,501 7,000     2,458,501

歳 出 合 計    17,068,290 7,000    17,075,290

3



１　追　加 （単位　千円）

款 項 金 額

　３　民生費 ２　児童福祉費 ７，０００

第　２　表 繰　越　明　許　費　補　正

事　　業　　名

やまゆり保育所管理運営事業

4



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
１  総    括

歳    入

 1  市 税 5,443,052 0 5,443,052

 2  地 方 譲 与 税 235,000 0 235,000

 3  利 子 割 交 付 金 5,000 0 5,000

 4  配 当 割 交 付 金 28,000 0 28,000

 5  株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 15,000 0 15,000

 6  地 方 消 費 税 交 付 金 644,000 0 644,000

 7  ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 110,000 0 110,000

 8  自 動 車 取 得 税 交 付 金 30,000 7,000 37,000

 9  地 方 特 例 交 付 金 15,000 0 15,000

10  地 方 交 付 税 3,650,000 0 3,650,000

11  交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7,171 0 7,171

12  分 担 金 及 び 負 担 金 215,889 0 215,889

13  使 用 料 及 び 手 数 料 54,084 0 54,084

14  国 庫 支 出 金 2,341,983 0 2,341,983

15  県 支 出 金 1,225,423 0 1,225,423

16  財 産 収 入 8,231 0 8,231

17  寄 附 金 1 0 1

18  繰 入 金 359,837 0 359,837

19  繰 越 金 756,706 0 756,706

20  諸 収 入 171,913 0 171,913

21  市 債 1,752,000 0 1,752,000

歳 入 合 計 17,068,290 7,000 17,075,290

（単位　千円）

款 補正前の額 補正額 計

5



歳    出

 1  議 会 費     143,195 0     143,195

 2  総 務 費   2,087,623 0   2,087,623

 3  民 生 費   6,219,550 7,000   6,226,550 7,000

 4  衛 生 費   1,036,261 0   1,036,261

 5  労 働 費      24,107 0      24,107

 6  農 林 水 産 業 費     637,706 0     637,706

 7  商 工 費     322,188 0     322,188

 8  土 木 費   2,062,695 0   2,062,695

 9  消 防 費   1,054,817 0   1,054,817

10  教 育 費   1,281,029 0   1,281,029

11  災 害 復 旧 費 2 0 2

12  公 債 費   2,169,117 0   2,169,117

13  予 備 費      30,000 0      30,000

歳     出     合     計  17,068,290 7,000  17,075,290 7,000

（単位　千円）

補正額の財源内訳

款 補正前の額 補正額 計 特 定 財 源

国県支出金 地  方  債 そ  の  他
一 般 財 源

6



補正前の額 補　正　額 計目 
 区　　　分 金　　額

節 
 説　 　明

（単位  千円）

２  歳  入

補正前の額 補　正　額 計目 
 区　　　分 金　　額

節 
 説　 　明

（単位  千円）（款） 8 自動車取得税交付金 （項） 1 自動車取得税交付金

1 自動車取得税交付金 7,000 30,000 37,000 1 自 動 車 取 得 税

交 付 金

7,000  自動車取得税交付金

7,000 30,000 37,000 計 

7



補正前の額 補　正　額  計 
    補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源  目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源  区　分 金　　額

節
   説　 　明

（単位  千円）
３  歳  出

補正前の額 補　正　額  計 
    補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源  目
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

一　　般
財　　源  区　分 金　　額

節
   説　 　明

（単位  千円）（款） 3 民生費 （項） 2 児童福祉費

3 保育所費 7,000 447,095 454,095 7,000 15 7,000 工 事
請負費

05 やまゆり保育所管理運営事業 7,000 
15   保育室空調機修繕工事 7,000 

7,000 2,451,501 2,458,501 計   7,000 

8
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議案第４１号

平成２９年度かすみがうら市下水道事業特別会計補正予算（第３号）

平成２９年度かすみがうら市の下水道事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

 （繰越明許費の補正）

第１条 繰越明許費の追加は、「第１表 繰越明許費補正」による。

平成３０年３月２０日提出

かすみがうら市長  坪 井  透  

1



１　追　加 （単位　千円）

款 項 金 額

　１ 下水道費 １ 下水道管理費 １，８１５特定環境保全公共下水道維持事業

第　１　表 繰　越　明　許　費　補　正

事　　業　　名

2
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1．諮問第 1 号 人権擁護委員の候補者の推薦について 

…………･   1 



諮問第１号 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者として、次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭

和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

平成３０年３月２０日提出 

かすみがうら市長  坪 井  透  

氏  名 生年月日 住  所 

坂 本 憲 志   かすみがうら市稲吉東  

吉 田 忠 弘   かすみがうら市中志筑  

1
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